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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日商 通関手続きの
煩雑・遅延・
コスト負担

・通関に時間とコストがかかる。ある時は通り、ある時は同様の書類提出な
のに通らないなど、基準があいまい。

継続 ・基準を明確にして欲しい。
・省によって関税が異なるなどもやめ
て欲しい。

・ベトナム関税

2 日機輸 原産地自己証
明制度の形
式・要件不備

・ベトナムへの大量出荷用に原産地自己証明制度（AWSC：ASEAN-Wide 
Self Certification）が提案されているが、形式と要件が固まっていないた
め、ベトナム税関の裁量により、e-ATIGAが推奨される。

継続 ・要件を定義する必要がある。

3 JEITA 原産地証明書
のFOB価格記
載義務

・2020年9月よりATIGAが修正され、フォームDへのFOB価格記載の義務が
撤廃されたが、インドネシア、ラオス、カンボジアは対象外となっている。弊
社インドネシア委託先工場からベトナム得意先へ三国間貿易で輸出する際
に、上記の制約からシンガポールでBack to Back COOを発行し、ベトナム
への輸出を行っている。

継続 ・弊社FOB価格を得意先に知られてし
まうことを避けるためだけにこのよう
な手間をかけており、上記対象外国も
他のASEAN国と同様にFOB価格記載
義務を撤廃して頂きたい。

4 日機輸 ATIGA原産地
証明書発給遅
れの問題

・ASEAN域内では、船足が短いため、ATIGAの原産地証明書Form Dが間に
合わないことがある。

継続 ・出荷国で、船積み前のForm Dの発
給を認めて欲しい。

・ASEAN Trade in Goods 
Agreement(ATIGA) 

5 日機輸 e-ATIGA運用
体制の不備

・e-ATIGAが導入されている国が限られている。 継続 ・ASEAN各国のe-ATIGAの導入。

6 日機輸 e-ATIGA運用
体制の不備

・e-ATIGAが導入されていても、運用体制が整っていない国では書面の提出
を求められている。

継続 ・全ASEANが運用体制を整え、書面
の提出を不要として欲しい。

7 日機輸 e-ATIGA運用
体制の不備

・e-ATIGAの運用が不安定である。
①システムダウンが起こり、Form Dの再申請が求められる。
②署名が認識されない。
③HSコードの理解が統一されていない。

継続 ・以下を要望する。
①システムが安定しており、システム
ダウンがないこと。
②署名が認識されるようにすること。
③全ての国が共通のHSコードを適用
できるよう統一すること。

8 日機輸 AJCEP BACK 
TO BACK CO
の適用

・AJCEPのBACK TO BACK COの適用について各国税関の見解が異なって
いる。（インドネシア税関ではシンガポール税関発行のBack to Back C/O
を認めないと現地から情報共有があった）。

継続 ・AJCEP　BACK TO BACK COの運
用について、ASEAN域内で統一、明
確にして頂きたい。

9 日機輸 EU・タイFTA
の進捗の遅れ

・EU GSPからタイが外れることによる関税負荷。 継続 ・早期のタイ・EU EPA合意を望む。

10 日機輸 ASEAN経済共
同体2025

・ASEAN経済共同体（AEC）の新たな方向性「AEC2025」が示された。 継続 ・IRG、AEC2025に関する詳細情報
を共有して欲しい。

8. 知的財産制度運用

1 日機輸 模倣品の横
行・取り締ま
り対策不足

・アセアン各国では、弊社製品の贋物、イミテーション品が横行しており、
個別企業の対応ではほぼ無力で、極く一部をもぐらたたきしているに過ぎな
い。
商機の逸失、知財権の侵害の他、粗悪製品によるブランドイメージ毀損など
が考えられる。弊社製品に限らず、ありとあらゆる製品のプレミアムブランド
は直面している問題である。

継続 ・各国との協力による贋物、イミテー
ション製造、取扱者に対する厳しい取
り締まりを希望。

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 JEITA 契約書の電子
署名の未整備

・コロナ禍により代表者の直筆によるサインが取得しにくくなっている状況
と業務効率化の観点から弊社では電子署名の活用を推進しているが、国に
よっては政府機関が電子署名を推進していないことから相手方に利用を拒否
されるケースがある。そうなると紙ベースでのやり取りとなり、郵送費や時
間的コストがかかり双方にとって不利益が生じる。

継続 ・電子署名の各国政府機関による積極
的推進・PRと利用のための法整備をお
願いしたい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日機輸 外資参入規制 ・2020年成立のオムニバス法（雇用創出法）は、各種規制を緩和し、外資呼
び込みを謳いながら、一方で、規制の強化が見受けられる。
例としては、許可された業種の附番である「標準産業分類（5桁の番号）」毎
に必要な最低投資額が100億ルピアとされているところ、従来は「上2桁毎に
100億ルピア」とされていたが、今回「上4桁毎に100億ルピア」と変更され
たことで、初期投資が増加する事態となっている。

継続 ・外国投資が促進される様、最低投資
額の引き下げを望む。
･過去の許認可は制度変更後も引き継
がれるはずですが、既存の投資済企業
について、追加投資を求めない旨、尼
政府からの明確な通知を求める。

・投資調整庁規則2021年4
号12条3項

2 日機輸 無理な国産化
(現地調達化)の
要請

・国内製造業者が限定的であるにもかかわらず、過度・非現実的な現地調達化
が数字設定され、未達の際にはペナルティ規定あり。また、本来法令上、輸
入税免除を受けられるアイテムが、現地調達品要求により輸入免除を受けら
れない事態も発生。
入札規定に於いて、遵守が義務付けられているローカルコンテンツ遵守のた
め、結果として割高な設備仕様となり、競争力の発揮が困難。
また、ローカルコンテンツ遵守に向けての自己査定、評価、モニタリング、最
終評価等、複雑な管理が求められる。

継続 ・現実的かつ手順を踏んだ現地化の要
請。

3 日機輸 無理な国産化
(現地調達化)の
要請

・過度な現地調達化要請にて、頻繁且つ手続きの長期化、また輸入枠の強引
な抑制（半減や1/3程度しか枠がもらえずなど）が行われている。これらは製
造業より輸入業者(商社)に対し特に目立った行為。
特に商業大臣令第20号の施行による輸入ライセンス申請方法変更に関し、輸
入枠の大幅な削減とともにライセンス承認遅延で大混乱がおこった。
新規定施行時の政府関係省庁間での調整不足・運用面の準備不足による問題
発生の頻度が高く継続的な懸念となっている。

継続 ・現実的且つ手順を踏んだ現地化の要
請。

・インドネシア2021年政令
第28号
・商業大臣令2021年第20号

4 日機輸 ローカルコン
テンツ法令の
画一的な適用

・円借款を含むODA資金を活用した入札案件では、公正な国際競争入札保護
の観点から、ODA供与機関のガイドライン上、往々にして借入国のローカル
コンテンツ（現地調達化）法令の適用が認められていない。
インドネシアでも過去のODA案件ではローカルコンテンツ法令の適用は柔軟
に検討されており、ODA供与機関のガイドラインに抵触する場合は適用免除
になるなどしていたが、昨今、計画中のODA案件に対し当該法令を厳格に適
用するよう政府方針が出ていると伺っており、ODA供与機関とインドネシア
政府間でその整理に時間を要し、塩漬けとなっている案件がある。

継続 ・ローカルコンテンツ法令の柔軟な運
用をお願いしたい。

5 製薬協 国内調達法
(TKDN規制に
よるローカル
コンテント要
求)

・2020年5月29日に産業省“MOI”が医薬品への国内調達率/TKDN（現地調
達率）の適用/計算法に関するガイドラインで国内調達推奨について加重率を
明確にした。API(32.5％)、その他原料(17.5％)、R&D(25％)、製造
(15％)、包装(5%)等。一方で、医薬品に関してはAPIの国内調達が課題であ
り、今後も比率を上げるのは難しい。また製剤輸入の場合は全く加点できな
い。内資の後発品メーカーがTKDNを取得した場合、その製品がBPJSで採用
され、TKDNを取得していない製品は外資先発品でもBPJSから外される。即
ち、内資優遇材料である一方で、外資にとって市場参入の障壁となってい
る。

継続 ・内資優遇材料になり得る点は課題
で、イノベーティブな医薬品の輸入薬
としての価値の適正評価等を踏まえた
産業省の国内調達法の見直しを要望す
る。

・MOI Regulation No.16 
of 2020 on the 
Provisions and 
Procedures for the 
Calculation of Local 
Content Level (‘TKDN’) of 
Pharmaceutical 
Products）

6 日機輸 国内調達法
(TKDN規制に
よるローカル
コンテント要
求)

・地場の製造業支援施策として実施されている国産化率（TKDN：Tingkat 
Komponen Dalam Negeri）規制により、”42”以下のデジタルTVがローカ
ルコンテント要求対象となっている。
対象モデル輸入のため、認可当局SDPPI（Direktorat Jenderal Sumber 
Daya Dan Perangkat Pos Dan Informatika＝通信情報省 情報通信資源規
格総局）による認証取得を行う必要があり、認証取得の負担も大きく、コス
ト増加も含め競争力阻害要因となっている。
なお、2020年8月28日に施行された、特定物品の輸入規制に関する商業大臣
規程の改正にて、一部輸入製品の商業省への事前オンライン（INATRADE）
申請手続きおよび輸入承認の取得が義務化され、2023年10月9日に商業省令
36により、液晶テレビ、オーディオ製品、及びカメラ製品、の一部品目が輸
入承認検査のポストボーダーからボーダー検査、及び事前オンライン申請の対
象品目への拡大が発令され、2024年3月10日施行へ向けて当局の準備が進め
られている。

変更 ・ローカルコンテント比率規制、船積
前検査、或いは特定品目の輸入規制を
撤廃して頂きたい。
・また、拡大対象品目の事前オンライ
ン申請開始に関して、今後拡大の際に
は当局の申請行程のスムーズな導入説
明および充分な準備期間を踏まえた通
知を引き続き徹底して欲しい。

・TKDN、SNI(Standar 
Nasional Indonesia＝イン
ドネシア国家規格)、通信情
報省規程2019年4号および
産業省規程2018年15号
・商業大臣規程2020年78号
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

7 電機工 国産優遇政策
による公平な
競争の阻害

・ローカルコンテンツによる自国産業振興目的の過度な国産化要求による参
入障壁、手続きの複雑化。

継続 ・規制緩和。

8 医機連 国産優遇政策
による公平な
競争の阻害

・各国での国産優遇の政策により、ローカルサプライヤーが競合他社と比較
して入札が困難になったり、薬事承認に差が出ないようにしていただきた
い。

継続 ・内外問わず公平な競争が可能となる
よう当局への働きかけを行って頂きた
い。

9 日機輸 国産優遇政策
による公平な
競争の阻害

・インドネシア政府は、以下の政策により国産投資を推進している。
－すべての政府調達においてインドネシア付加価値率40％以上を満たす物品
のみの調達を義務づける。2023年中に国産品の割合を95％にすることを目
指す方針である。
－政府調達に加え民需も含めた生産投資を保護誘導する”商品バランス制度”を
導入した。インドネシア国内総需要を政府が掌握・管理し、国産品を優先し
て需要に割り当て、残りを輸入枠として輸入許可している。2023年からカ
ラープリンタ・複合機・コピー機が輸入枠の対象製品に加えられた。
これを受け、カラープリンタ・複合機・コピー機の輸入許可の制限が更に加わ
ることが懸念される。

継続 ・規制（輸入枠による輸入制限）の撤
廃して頂きたい。

・大統領令No.12/2021　
公共物品・サービス調達に関
する規定
・大統領令No.32/2022　
国家商品バランスシステムと
輸出入承認

10 医機連 輸入医療機器
のEカタログか
らの購買凍結

・2020年6月ごろより、政府系購買プラットフォームである、E-カタログか
ら輸入医療機器の購買を凍結。海外製品生産の多い当社の場合、販売に影響
が出る。
（https://www.jetro.go.jp/
biznews/2021/07/52a23fa8eefe7aff.html）

継続 ・輸入製品でも以前の様にE-カタログ
上で取引が出来るように、規則を戻し
て欲しい。

・政令2018年第29号
http://
jdih.kemenperin.go.id/
site/
baca_peraturan/2426

11 日機輸 国営企業への
予算配分

・PT. PLN（国営電力公社）等の国営企業は、政府方針に基づき中長期的に
設備投資計画を進めているが、エネルギー政策や国営企業への政府補助金に
関する政府方針の変更に伴い、推進対象から外れた既存案件（建設中）への
予算が充分に確保されず、当該案件に携わる民間企業に対し、客先である国営
企業の不払いが度々発生している。
また、当該政府方針変更に伴う既存案件の建設期間・コストへのインパクト
を民間企業で吸収させようと、客先の国営企業が契約条件外の理不尽な要求
をすることも多い。

継続 ・既存案件が円滑に履行できるよう、
国営企業への適切な予算配分をお願い
したい。
・既存案件に影響出る場合には、民間
企業にしわ寄せされることがないよう
に、契約に則った対応を国営企業他に
指導頂きたい。

12 日鉄連 同国船会社お
よび保険会社
起用義務付け

・2017年10月26日、2018年4月26日以降、石炭・米・パーム原油の輸出
にインドネシアの船会社および保険会社を義務付ける旨の政令を発行。
保険会社に関しては2019年2月から運用開始。船会社に関しては複数回に亘
り運用開始が延期されていたが、2020年5月から運用開始。
但し、規制対象船型が15千DWT以下とされたことから、日本の鉄鋼・電力向
け石炭輸送に支障は出ていない。
一方、本規則は国際貿易慣行に反しており、EPA等の政府間協定に反すると
して、日本政府（国交省）は複数回インドネシア政府に撤回を要請している
が、現時点では撤回されていない。

継続 ・規制の撤廃。 ・商業大臣令82号

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日機輸 インド産掘削
用建機の関税
5%発生

インドネシア向けに輸出される油圧ショベルは、日本・タイ・中国産の関税
は掛からない。また、インド産のダンプも関税ゼロだが、油圧ショベルに関
しては5%の関税が発生する。

新規 インド産油圧ショベルの関税をゼロに
して欲しい。

2 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2011年6月24日、冷延鋼板類に対するアンチダンピング調査を開始。対象
国は日本を含み、韓国、台湾、中国、ベトナムの5ヵ国・地域。
－2013年3月19日、財務省が対象5ヵ国・地域すべてをクロとし、5.9％～
55.6％のアンチダンピング税を3年間賦課することを最終決定。輸入HSコー
ド分類上は区別できないが、日本から輸入される調査対象の冷延鋼板の多く
は自動車、電機・電子向け産業に使用され、品質および供給量において国内
生産される冷延鋼板とは異なり同種の産品ではないことから、国内産業へ損
害を与えていないとする日本側の主張は一切考慮されていない。
－2014年4月17日、Interim Review（中間見直し）を開始。
－2014年12月22日、財務省が一部の品種をアンチダンピング税賦課対象か

継続 ・措置の撤廃。
・適用除外措置の設置。

・インドネシア政府規程34
号(アンチダンピング法)
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ら除外することを最終決定。
－2015年9月4日、サンセット見直し調査を開始。

3 日鉄連 セーフガード
措置の濫用

・2011年以降、多数の鉄鋼製品に対するセーフガード措置を発動。具体的に
は線類（2011年3月23日、賦課開始）、鋼線（2012年11月20日、賦課開
始）、オイル・ガス掘削用継目無鋼管（2013年8月6日、賦課開始）、非合
金アルミ・亜鉛めっき鋼板（2014年7月5日、賦課開始、2017年1月18日、
延長調査開始）、線材（2015年8月18日、賦課開始）、合金形鋼（2015年
1月21日、賦課開始。2022年12月2日、1年目17%、2年目16.75%のセー
フガード税賦課の2回目の延長）。
日本以外の他国からの輸入急増に対抗する措置と思われるところ、日本が巻
き込まれる安定的な貿易環境の維持の障害となっている。

継続 ・セーフガード措置乱用の中止。 ・インドネシア政府規程34
号(セーフガード法)

4 自動部品 JIEPAの遡及申
請不可

・JIEPAの申請は通関時に提出が必須になっている。日本側では書類の準備に
時間が掛かるため、航空便では適用申請が事実上不可になっている。
金型等を航空便で送付しているが間に合わないため断念している。

継続 ・他国EPAでは6か月～1年間遡及申請
できるようになって
いるので遡及制度を検討して欲しい。

・JIEPA

5 印刷機械 EPA特恵関税
適用の事務負
担

・お客様からの問合せは定期的にあるが、資料作成のための調査にコストと
手間が非常にかかる。また、お客様によっては無償対応が当たり前とのスタ
ンスの方もいらっしゃる。EPA対応ができるからといって販促になるわけで
はない一方、手間とコスト・時間を考慮した際に輸出側のメリットがほぼな
い状態となってしまった。

継続 ・資料作成や申請のプロセスの簡易化
を希望する。

6 自動部品 原産地証明書
要求の増加

・原産地証明書（COO）の要求が増加傾向。EPA管理品目が増えれば、定期
的な原産確認の件数も増え、管理体制（人員・システム化など）を見直す必
要があると考えている。

変更 ・解決済（国際物流WGにて対応中）

7 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

8 日機輸 免税品への課
税制度

・JIEPA（日尼経済連携協定）に規定されたUSDFS（特定用途別免税制度）
に関し、2018年1月に工業大臣令3号が公布。
一部の内容（USDFS適用期限後6か月経過在庫への一般課税賦課）がEPA協
定違反と判断されるものに。
現在JJC/大使館にて当地政府関係者と継続協議中。

継続

9 自動部品 税関のe-CO使
用不可

・e-CO（電子原産地証明書）になったのにも関わらず、客先報告では現在も
インドネシア税関ではe-COでの確認は出来ないため、客先からPDFでの発行
を求められ、未だ発行継続中。e-CO前の作業工程と変わらず、作業時間短縮
にはつながっていない。

新規 ・他社でも同様の状況であるのか共有
頂きたい。

10 日農工 輸入手続きの
煩雑

・インドネシア内ではIron and Steelの輸入については許可が必要だが、
1500USD（安全をみて1400に設定）未満であれば許可なく輸入できる。そ
の為、インボイスを細目に刻まなければならず、手間暇が非常に発生してい
る。

継続 ・1回のインボイスで50万、100万な
どで輸入対応可能にして欲しい。

11 電機工 通関手続の不
透明・恣意性

・現地調達の難しい特注品の鉄鋼製品に規制対象HSコードが適用され輸入手
続きが煩雑となっている。

継続 ・規制緩和。

12 日機輸 通関手続の不
透明・恣意性

・通関手続きに関し、理不尽な査定が下るケースが存在。
直近ではインドネシアで法律上認められている免税措置に対し、税務当局に
よる書面での確認書も提示して通関手続きを行ってきたにも関わらず、後日、
通関当局からの査察により同確認書は無効として過去の輸入に関し追加納付
の指示が出た例あり。
同国の税法上、追加納付指示に異論ある場合は、一旦納付に応じた上で別途
租税裁判所に還付の申し立てを実施する必要があり、結審・還付までに1年以
上かかるため資金繰り上も負担となる。

継続 ・通関措置の公正な運用、および租税
裁判所での解決期間の短縮化をお願い
したい。

13 電機工 通関手続の不 ・輸入申告時のHSコードに関し、恣意的に関税率の高いHSコードが適用さ 継続 ・審査手続きの適正化。
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透明・恣意性 れるケースがある。

14 日鉄連 船積前検査導
入による負担
増

・2009年2月18日、商業大臣令8号により、対象の製品に関しては、2010
年12月31日まで輸入者登録と船積み前検査が義務付けられた。
・2009年6月11日、改正規定である商業大臣21号が発効（自動車、電機・
電子、重機、エネルギー、優先レーンの輸入者などは除外）。輸入者による
船積み毎の検査費用負担、鉄鋼メーカーによるミルポートでの実地検査対応
が必要となっている。
・2010年12月28日、商業大臣令54号が公布され、2011年1月1日発効。措
置内容は前大臣令21号に準拠したもので、有効期間は2012年12月31日まで
の2年間の時限措置。直前まで新規定の公表がなされず、検査の要否判断が不
安定な期間が生じた。
・2012年1月にHSコード体系変更が行われたものの、船積み前検査を義務付
ける法令「商業大臣令」が適切に修正されなかったため、従来船積み前検査
対象外であった品種（具体的事例として線材）が船積み前検査対象となり通
関できなくなった。
・2012年3月1日、商業大臣規定改正8号が公布、発効。改正令では
AHTN2012に基づいた対象品目リストに変更され（HSコード上では166品
目から212品目に増加）、措置期間が3年間延長され2015年12月31日まで
となった。時限措置として導入された後、十分な再検証を実施することな
く、長期に渡る輸入制限的措置が継続されている。
・2015年12月30日、商業大臣規定改正113号が公布、発行。措置期間が1
年間延長され2016年12月31日までとなった。
・2016年12月31日、措置終了。2017年1月1日より商業大臣令82号に基づ
く新制度施行。
・商業大臣規定2018年110号が公布。
・2018年12月20日、政令29号の施行規則として商業大臣規定2021年20号
が制定。2021年11月15日に発効。
・2022年5月17日、商業大臣規程2021年20号を修正する商業大臣規定25
号が制定。同規定に基づき、鉄鋼を含み、HSコードベースで3,917品目と多
岐に渡る商品の需要供給バランスを決定して輸入量を許可する「商品バラン
ス」システムの導入を告示。
・2023年1月1日、「商品バランス」システムの不具合により、輸入許可を
受けられない状態となり、商業省は本システムの稼働を1年延期。
・2023年12月11日、商業大臣令25号を修正する商業大臣令36号が制定。

変更 ・有効期限での措置の撤廃。
・WTOルールにおける事前公表義務
の厳格化。

・商業大臣令8号
・同　改正令21号
・商業大臣令54号
・同　改正令8号
・同　改正令113号

15 日鉄連 インドネシア
語での商品ラ
ベル表示義務

・2009年12月21日、商業大臣令62号公示。
2010年5月21日、同改正令22号が公布。対象品目の削減（電機・溶融亜鉛
めっき鋼板、ティンフリーが除外）、生産工程で必要な原材料は輸入者が申
請して、商業省が認めれば対象から除外されることが新たに規定された。中
間財として最終製品の原材料に使用される鉄鋼製品を義務対象から除外する
ことで大幅な改善が見られた。
2010年9月1日、改正令22号発効。

継続 ・商業大臣令62号
・同　改正令22号

16 日機輸 赴任者の免税
荷物の通関の
煩雑・遅延

・通関にKITAS(滞在許可書)・IMTA(労働許可書)のオリジナルが必要とな
り、本人到着後荷物受取までに1ヶ月以上かかる。
・免税通関の回数が船便は1家族1回までとなり、本人初回入国後より、3か
月以内に通関開始できない場合、全量課税となる。
・航空便もKITAS、IMTA取得後でなければ免税通関ができない。未取得の場
合は課税での通関となる。
・通関に身分証明書・納税者番号が必要となり、手続きが煩雑である。

継続 ・左記の制限を緩和して頂きたい。

17 日鉄連 輸出へのL/
C(信用状)決済
義務化

・2015年1月5日、商業大臣令4号公布。石炭・石油・ガス・鉱物等、全43
種の輸出について、2015年4月1日よりL/C決済を義務化。
2015年8月31日、商業大臣令67号公布。石油・ガスのL/C決済義務を撤
廃。

継続 ・規制の撤廃。 ・商業大臣令4号
・商業大臣令67号

18 日機輸 輸入許可等の
不透明・規制
強化

・国産品優遇政策の強まりに伴い、輸入許可などの規制が強化されており、
製造業では工場の操業に関わる問題にまで発展。
2021年に導入された商品バランス制度（商品輸入に際して必要な輸入許可の

変更 ・品質などの問題から国産品では代替
が効かない商品が多い現状で、このよ
うに輸入規制が強化されると当地の工

・2021年政令第5号
・2022年大統領令第32号

2024年版 インドネシア における問題点と要望 4 / 15

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。

貿易・投資円滑化ビジネス協議会5/79
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中央集権化するもの）でも、許可の発出が遅れたり、申請枠から大幅に削減
された枠のみ許可されるなど相次いでいる。弊社グループでは、製造ライン
で使用する工業塩の輸入許可プロセスが大幅に遅れており、操業に関わる重
大な問題となっている。

業生産に多大な悪影響となる。一刻も
早い是正を求める。

19 日機輸 輸入許可等の
不透明・規制
強化

・商業大臣令2023年第36号により、輸入がさらに規制強化され、一部の石
油化学品は民間商社による輸入ができなくなる。当社客先である化繊メー
カーや自動車用不凍液メーカーの操業に重大な問題を惹起しており、商業省
や工業省に陳情しているが、尼政府として抜本的な対応はなされていない。

新規 ・輸入の実情を全く反映していない法
令であり、即刻撤回を求める。
・多くの関係者に影響を与える輸入規
制が、包括的な議論がなく、大臣令の
形でなされるといった、予見性を欠く
法制度について是正を求める。

・2023年商業大臣令第36号

20 日機輸 輸入ライセン
スの厳格

・特に鉄製品について、輸入ライセンスを持っていない場合、出荷前検査が
必要となっており、大変手間がかかる。

継続 ・ライセンス条件の緩和。

21 日機輸 輸入ライセン
ス制度の活用
困難

・政府は製造業者が完成品を輸入することを禁止している。輸入ライセンス
を得れば輸入出来るが、申請が全て認められるわけではなく、ジャカルタに
出向いて申請する必要があるなど、障壁は高い。

継続 ・年度ごとの更新制にするなど、改善
が必要。

・Industrial and trade 
regulation

22 日機輸 輸入ライセン
ス制度の活用
困難

・輸入許可が一社一件の登録になっており、A社は部品の輸入、B社は完成品
の輸入件を持っているものの、将来的な製販一体会社の設立検討の際に、大
きな障害となる。

継続 ・一つの会社で、材料・部品と完成品
の両方の輸入許可を持てる様に法令改
正が必要。

23 電機工 税関判断の輸
入可否の不明
瞭

・適切な輸入ライセンスは持っていても実際の輸入可否は現場の税関の判断
によるところが大きい。発電所向けに部品供給ビジネスの展開を考えている
が、輸入可否が不明瞭なため、小さい金額・部品の案件から始めざるを得ず、
日系企業としての付加価値を出しにくい。

新規

24 日化協 製造会社(API-
P)の輸入転売
不可

・製造会社(API-P)には輸入転売が許可されておらず、国内需要への対応が限
定される。当社はインドネシアで製造販売しているが、インドネシア国内販
売に関し、インドネシア生産分だけでは不足する場合に、関係会社の海外別
拠点から手当てして輸入販売したいケースにおいて、現行の許認可では、製
造会社(API-P)は輸入転売の許可が認められない。このようなケースでは、顧
客に発注先を変更してもらい、輸入販売会社(API-U)を経由させるか、関係会
社から直接販売する必要がある。

新規 ・製造業者（API-P）でも、自社製品
に限り、輸入転売が行えるようにして
欲しい。

・輸入許可に関する各種法

25 自動部品 鉄鋼輸入規制 ・政府の新しいシステム変更が上手くいかず、2023年1月以降、商社ライセ
ンスの承認作業が停止し、政令改定も依然として目処が立っていないため、
鉄鋼製品の輸出入に支障をきたしている。

新規 ・商社ライセンスを更新できるよう規
制緩和の働きがけをお願いしたい。

26 日鉄連 鉄鋼・合金鋼
に関する輸入
規制措置とそ
の頻繁な変更

・2014年6月2日、商業大臣令28号公布。合金鋼の輸入にあたっては、商業
大臣が合金鋼製造輸入業者（IP）あるいは合金鋼登録輸入業者（IT）と認定し
た会社のみ合金鋼を輸入でき、認定を得るためには商業省への申請が必要。
また、合金鋼輸入業者（IT）による輸入の際は、その都度、商業省より輸入
承認書を取得することも必要。原則として毎回積荷国で船積み前検査を行う
必要があるが、4業種（自動車・電機・造船・重機）の合金鋼製造輸入業者
（IP）、USDFS（日尼EPAに基づく特定用途免税制度）あるいはその他ス
キームにより工業検査証明書（SKVI）を保有する合金鋼製造輸入業者
（IP）、BM-DTP（関税政府負担便宜）を通じた工業検査証明書を保有する
合金鋼製造輸入業者（IP）には適用されない。 
－2014年7月2日、商業大臣令28号施行。輸入業者の認定・輸入承認等が5
営業日以内に処理されると規定されているにも拘わらず遅延したり、船積み
前検査の実施体制整備がなされていないまま運用が開始され、船積み前検査
証なしの多くの貨物がインドネシアに滞留する事態が発生するなど混乱が生
じている。また、輸入承認の際に数量枠が設定され、輸入制限的に運用され
ている。
－2016年12月31日、措置終了。2017年1月1日より商業大臣令82号に基づ
く新制度施行。

継続 ・措置の撤廃。
・適用除外措置の設置。
・手続きの明確化・簡素化。
・WTO輸入許可手続きに関する協定
に整合的な運用。

・商業大臣令28号
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27 日鉄連 鉄鋼・合金鋼
に関する輸入
規制措置とそ
の頻繁な変更

・2016年12月16日、従来から実施されていた船積み前検査、合金鋼輸入規
制に代わる新制度として商業大臣令82号公布。2017年1月1日施行。2019
年12月31日までの時限措置。対象品目はHS72類、73類内に規定されている
493品目。商業大臣から輸入承認書を得た会社のみ鉄鋼を輸入でき、輸入承
認書の取得には、(a) API-P（製造輸入業者番号）またはAPI-U（一般輸入業
者番号）、(b) 工業大臣が発行する技術判断書、(c) API-Uが輸入する場合は
販売契約或いは発注証明書、(d) 合金鋼を輸入する場合は鋼材材質証明書（ミ
ルシート）を添付して商業省に申請。また、原則として毎回積荷国で船積み
前検査を行う必要があるが、一部品種（線材一部、冷延ステンレス、電磁鋼
板、合金鋼ブリキ原板）および自動車、電機/電子、造船、重機（およびその
部品産業）、金型産業におけるAPI-P保有会社、またはUSDFS等のスキーム
の便宜を通じた工業検査証明書（SKVI）を保有するユーザー産業としての
API-P保有会社には適用されない。
－2017年1月1日、商業大臣令82号施行。
－2017年9月7日、商業大臣令82号を改訂する商業大臣令63号が制定。
－2018年1月16日、商業大臣令22号が公示・施行。一時は工業大臣が発効
する技術的判断書が不要に。
－2018年12月20日、商業大臣令110号が公示。上記技術的判断書が改めて
必要書類とされた。

継続 ・措置の撤廃。
・手続きの迅速化および簡素化。

・商業大臣令82号

28 電機工 中古機械・設
備の輸入規制

・中古機材の輸入には事前申請が必要、かつ申請期間に長時間を要するた
め、補修など予定外の緊急時の機材輸入が困難。

継続 ・規制の緩和。
・申請手続きの迅速化、簡略化。

29 自動部品 中古機械・設
備の輸入規制

・原則として製造から20年を超えた設備は輸入禁止となっている。製造中止
となっている設備の輸入が必要だったため、20年を超えた設備の特例措置申
請を行ったが、日本へ検査員を派遣、検査費用自体も高額で負担が大きく数
百万円に上った。20年以上でも現役の設備は多く、メンテナンスすれば使え
る。人件費上昇が大きいインドネシアに於いて投資は極力抑えたい。

継続 ・現在はオーバーホール等で最新の部
品に交換し、耐用年数等が向上する場
合も多い。
・製造経過年で制限せずに設備能力を
検査で判断するようにして欲しい。

・商業大臣規定2018年第
118号
・直接使用会社が輸入可能な
中古資本財 20年まで
（84,85,88,90類）

30 日鉄連 未加工鉱物輸
出規制の導入

・2009年1月12日、新鉱業法が成立し、5年後に発効の予定。
鉱物輸出規制が懸念されており、ニッケル鉱石が対象となった場合、国内
フェロニッケル生産者の事業継続性へ重大な影響をもたらすこととなる。結
果、国産フェロニッケルを使用するステンレスメーカーへの影響も重大であ
る。2012年5月から輸出関税の課税を開始した。
工業大臣令により実際12年5月からニッケル鉱石の輸出が一時的に（約1ヵ月
間）停止した。6月以降は一定の条件を満たす企業は20%の輸出税を払うこ
とを条件に輸出再開可へ（在庫使用により大きな混乱は回避できた）。
－2014年1月12日、新鉱業法のNi鉱石禁輸措置発効。未加工のNi鉱石は輸出
禁止へ。
その後、2017年から2022年まで5年間の時限措置として鉱石禁輸が緩和さ
れ、一定量の鉱石が再び輸出されたが、2019年9月に緩和期間が2年間前倒
しされ、2020年1月より禁輸再開となることが発表。
－2020年1月1日、鉱石禁輸措置の再開。

継続 ・規制適用の回避。 ・新鉱業法(鉱物石炭鉱業法)

31 日鉄連 理不尽な石炭
輸出禁止措置

・2021年12月31日、国内発電所の石炭在庫低下に伴い、インドネシア政府
(エネルギー・鉱物資源省)が1/1～1/31の間石炭の輸出を停止することを全
サプライヤーに通達。
2022年1月20日より、国内供給義務(DMO/以下参照)を果たしているサプラ
イヤーから順に輸出再開の許可が下り初め、1/27を以てほぼ全てのサプライ
ヤーに輸出再開許可が出される。

継続

32 日鉄連 石炭生産量上
限設定の政府
強制

・インドネシア政府は毎年、国内向け供給義務を負う各生産者の生産量を把
握・調整すべく生産計画の提出を指示。例年は、政府・生産者間での当該生
産計画に関する協議が行われるに止まっていると認識しているが、2014年で
は政府通達による生産量の上限に関する計画遵守の圧力が強まっているとの
情報がある。本件は、自由な生産・流通を妨げるような、政府による生産数
量上限設定が強制力を持った形で運用される可能性があり、懸念される。
2022年2月28日、各生産者とも、当該生産量上限の25%分の数量を国内向
けに供給することが義務付けられている(DMO規制)。

継続

2024年版 インドネシア における問題点と要望 6 / 15

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。

貿易・投資円滑化ビジネス協議会7/79



問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

33 日鉄連 石炭輸出への
基準価格の設
定義務

・2010年9月23日、国際マーケット価格から計算式に基づき決定される石炭
基準価格を参考にして、インドネシア鉱山会社が輸出価格を設定することを
義務付けた。輸出価格が石炭基準価格を下回る場合には、石炭基準価格をも
とに課税する。

継続 ・制度の撤廃。 ・エネルギー及び鉱物資源大
臣令17号

34 日農工 危険品の輸送
規制

・バッテリー駆動製品出荷に関して各国輸送規制が厳しく、販売促進のネッ
クになっている。基本リチウムイオンバッテリーは危険品扱いのため、船や
エアーに関わらず、危険品としての運賃受入やスペース確保が必要。現在は製
品に附属のまま危険品コンテナでの輸送（アメリカ）または製品から取り外
してバッテリーのみをエアー輸送（欧州）等、出荷先によって対応が異なるた
め、特にFOBは現地側の状況ヒアリングなどが＋αで発生している。

継続 ・リチウムイオン電池の輸入は各国の
規制でやむを得ない点が大きいが、今
後の世界的な需要を満たしていくため
に統一ルールなどがあれば対応しやす
い。

35 自動部品 道路・交通イ
ンフラの未整
備

・高速道路などにおいて慢性的な交通渋滞が発生しており、輸送時間予測が
困難であり、それに伴う機会損失や経済損失が大きい。

継続 ・迂回路や道路拡幅や道路整備などイ
ンフラの充実。

36 日機輸 国際物流イン
フラの未整備

・バタム島の国際物流に関して、シンガポールに頼っている状況。海外輸出
には、シンガポールから空コンテナを受け入れ、対象製品が一旦シンガポー
ルに輸送されているが、往復40コンテナで約SGD1,380（片道、シンガポー
ル⇒神戸港より高い）。 

継続 ・バタムのインフラがもっと充実し、
シンガポール経由ではなく世界へアク
セス出来るようになることを希望。 

4. 為替管理・金融

1 JPETA 外貨規制 ・国外からインドネシアルピア以外の外貨建て借入を行う場合、対外外貨規
制のハードルが非常に高い。実務面で条件を満たすことが非常に難しく、現
地企業の資金調達の選択肢が狭まってしまっている状態。

継続 ・対外外貨規制の緩和。

2 JPETA 外貨規制 ・国外からインドネシアルピア以外の外貨建て借入を行う場合、対外外貨規
制のハードルが非常に高い。実務面で条件を満たすことが非常に難しく、現
地企業の資金調達の選択肢が狭まってしまっている状態。

継続 ・対外外貨規制の緩和。

3 日機輸 為替レートの
不安定

・外国為替による差益、差損が産業経済、特に外国投資報告に大きな影響を
与えている。

継続 ・インドネシアー日本政府間の協議に
よる急激な為替変動の抑制。

・Refer to Malaysian 
Regulation about their 
Foreign Exchange

4 日機輸 外貨建オフ
ショア債務規
制

・2011年10月3日、BI（中央銀行）は「輸出代金及び、オフショア借入資金
に関する新規制」を発表。
上記規制の中で2012年迄は輸出者が輸入者とネット決済することは可能なる
も、2013年からはグロス決済のみ。現在、ネット決済は可能だが、中央銀行
に報告する必要がある。

継続 ・外貨決済の自由化。 ・BI rule

5 日機輸 クロスボーダー
のIDR資金取引
制限

・現地通貨でのクロスボーダーの資金移動が規制により不可能になっている
ため、効率的なグループ企業内キャッシュマネジメントができない。USD建
ては可能だが、中央銀行と事前に相談し、報告をする必要がある。

変更 ・規制緩和と資金取引の自由化をして
頂きたい。

・BI（中央銀行）

6 日機輸 国内取引のル
ピア使用義務
化

・インドネシア中央銀行の通達により、原則として国内取引については全て
ルピアのみでの決済となり、外貨決済は認められていない。また、法人によ
る給与の海外送金に対しても、中央銀行による規制がある模様。

継続 ・給与受取りがインドネシア国内・イ
ンドネシアルピアに限定されると外国
人就業者の利便性を欠くため、給与の
海外送金やインドネシア国内でのUSD
等での決済を認めて頂きたい。

7 日機輸 ルピア為替取
引への実需原
則適用

・現地通貨ルピア関連の為替取引については実需取引に限定されていること
から同一グループのシンガポール金融会社とのルピア関連為替取引が不可
能。

継続 ・外国為替取引の自由化。 ・BI rule

5. 税制

1 日機輸 現物給付税規
定の不明確さ

・2022年年末(12/20)、所得税(現物給付関連)に関する税制改正が施行され
た。

変更 ・細則などの制定をもってより明確に
制度範囲を示すことを望む。

・2021年10月29日施行国
税規則調和法
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

2023年6月27日付で、財務大臣名で新レギュレーション（2023年規則第66
号）が公表され、課税対象アイテム（社有車、教育補助費等）を今期より追
加申告する必要あるが、特に言及の無い項目も多く、課税対象範囲が不明確
であり、他社と足並みをそろえて対応している状況だが、税務局からの指摘
を受ける可能性もあり、リスクを抱えている状況。
また、当該新レギュレーションの影響で、過年度に既に納付してしまった分
の還付申告を行う手間も発生している。

・また、今回の還付請求手続きのよう
な二度手間が発生しないよう、新制度
の導入時に配慮することを望む。

・2022年12月20日発表政
令第55号
・2023年6月27日発表政令
第66号

2 JEITA Consignment
実施における
非関税障壁に
ついて

・マレーシア現法によるタイでのConsignmentや、シンガポール現法による
インドネシアでのConsignmentなど、得意先の要望により、海外で在庫を積
むことを要求される。
しかし、AECが発足により、ヒト・モノ・カネの自由化を謳いながら、PEの
問題であったり、外国企業に対する事業ライセンスであったり、障壁は残っ
ており、各国国内法の整備が追いついていない。その結果、ASEAN域内での
より自由度の高い柔軟な事業展開の足かせになっている。

継続 ・AECやFTAといった国際的な枠組み
に準拠した各国国内法の迅速な整備。

3 日機輸 過少資本税制
による損金算
入の不可

・純資産の4倍を超える借入金部分に対する金利の損金算入が認められていな
い。2016年1月以降の開始事業年度より適用されている。

継続 ・規制緩和または撤廃して頂きたい。 ・Ministry of Finance

4 日機輸 統括会社への
合算課税のメ
リット不足

・統括会社を設立しても、グループ会社全体での合算課税のメリットが無
い。

継続 ・新政権の自由化の流れを受けて、合
算課税を実現することで、統括会社設
立のメリットを得る。

5 自動部品 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・税務局の独自判断による必要利益率での課税。開発費等の役務提供の対価
性が認められず否認。

継続 ・解釈の統一。
・適切な課税判断。

6 日機輸 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・インドネシアでの税務調査においては、比較対象企業の比較可能性の欠如
や、同国独自の基準でロイヤリティの実存性を判断されるなど、強引な課税
が頻発している。

継続 ・公正妥当な税務調査の執行を要望す
る。

7 日機輸 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・工事履行案件において、租税条約が締結されているにも関わらず、現地PE
に帰属しない国外所得に対し、税務当局から追徴課税を受ける事例がある。
なお、現地PEに帰属する所得は適切に現地にて納税し、現地PEに帰属しない
国外所得は、本邦にて適切に納税している。

継続 ・租税条約に基づいた、適切な税務執
行を徹底頂きたい。

・日本-インドネシア租税条
約

8 JPETA 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・親会社が提供する経営指導、債務保証に対する対価の支払いに関し、イン
ドネシアに所在する子会社においては、すべて配当とみなされ損金処理が認
められず追徴課税が発生した。高いコストを払い文書化を遵守しているが、
調査段階で深い分析もなく課税されているのが実態と思われる。

継続 ・移転価格文書に対する十分な検証プ
ロセスを経た上で、納税者が理解可能
な課税説明を頂きたい。

9 JPETA 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・親会社が提供する経営指導、債務保証に対する対価の支払いに関し、イン
ドネシアに所在する子会社においては、すべて配当とみなされ損金処理が認
められず追徴課税が発生した。高いコストを払い文書化を遵守しているが、
調査段階で深い分析もなく課税されているのが実態と思われる。

継続 ・移転価格文書に対する十分な検証プ
ロセスを経た上で、納税者が理解可能
な課税説明を頂きたい。

10 日機輸 税務調査・否
認・追徴課税
の不透明・恣
意性

・税務監査において不合理な内容で高額の追徴を受け、先払いしないと異議
申立～税務裁判で大きなペナルティリスクを負わされる上、数年後に裁判で
勝訴して還付を受けても経過年月に対する利息は払われない。

継続 ・税務署の徴収ノルマを廃止。
・税務監査プロセスの客観的合理性の
確保。

・不明

11 日機輸 理不尽な税務
否認

・ロイヤリティー、ブランドフィーなどの否認や移転価格税制で法外な追徴
の決定。あるいは非現実的な否認で、多額の資金が凍結される。
不服申し立て、裁判は行うが、長期間の資金が凍結。
税務調査において十分な説明と議論なしにロイヤリティー、ブランドフィー
等モノを伴わない取引が税務否認されている。

継続 ・本社経理部門より国税庁等に対して
現状の説明を行い、国家間の問題に持
ち込むべきロビー活動を実施中。
・十分な説明と議論をした後、公正に
判断して欲しい。
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12 日機輸 前払い法人税
徴収の重い負
担及び還付の
長期化

・インドネシアでは物品を輸入する際、輸入価格の10％を前払い所得税とし
て納付する必要がある。
業績悪化等により前納した所得税が過払いとなった場合、還付請求ができる
が、一般的に還付されるのは申告から1年以上後となるため、企業のキャッ
シュフローに大きな影響がある。
還付申請の場合は、例外なく税務調査がはじまるため、還付までのキャッ
シュ拘束期間がより長期化している。

継続 ・多額な資金負担となるため、制度を
撤廃して頂きたい。

・インドネシア所得税法22
条（PPH22）

13 日鉄連 前払い法人税
徴収の重い負
担及び還付の
長期化

・石炭の輸出に関し、2015年8月8日以降、IUP（鉱業事業許可）事業者に対
して、輸出FOB額に一律1.5％の輸出税を賦課。一方、当該輸出税分は法人税
から控除できることから、事実上「法人税の前払い」として機能。サプライ
ヤーのキャッシュフローへの影響が懸念される。なお、年度の最終損益が赤
字で法人税を納付しない事業者にとっては、当該輸出税負担は純増。
2022年2月28日、2015年時点で導入検討するも、2022年2月現在までの間
において、未だ導入されていないことを確認。

継続 ・税の撤廃。 ・財務大臣令107号

14 日機輸 前払い法人税
徴収の重い負
担及び還付の
長期化

・前年度の納税額相当は毎月予定納税をしているにも拘わらず、輸入に対して
2.5%～10%という法外な前払法人税を徴収され、還付請求すれば監査を実施
して逆に追徴してくる。

継続 ・予定納税制度があるので、前払い法
人税は不要。
・制度廃止を強く要望する。

・所得税法22条

15 日化協 多額の前払法
人税、還付の
長期化

・当地では、前年度所得をベースに当年度法人税を前払する制度となってい
るが、前年度比で損益が悪化した場合には、前払法人税額が多額となる。
還付には、還付申請→税務調査→税務裁判等のプロセスが必要で、最終的な
還付受取まで長期間を要する（最低3年程度。10年というケースも有り）。
これにより、資金が眠り、キャッシュフローへ悪影響を及ぼす。
加えて、税務裁判等では最終的に会社側が勝訴できる指摘項目が多い。すな
わち、そもそもの指摘が、法的、税務的な合理性に欠けた指摘が多いと思わ
れる。指摘金額が多額になることも、還付に時間がかかることで、同様に
キャッシュフローへ悪影響を及ぼす。

継続 ・期中に前払法人税の金額をより容
易/柔軟に変更可能となる様な制度の
導入を要望したい。
・税務調査においては、合理的な調査
や指摘をしてもらえるようにして欲し
い。

・法人税法、他各種税法

16 日機輸 不当な税金未
還付によるコ
スト増

・VATの還付申請を行っても、還付されない。現地代理店側でかなりのコス
ト増となっており、最終顧客向けの当社の価格競争力がなくなっている。

継続 ・VATの迅速還付。

17 日機輸 不当な税金未
還付によるコ
スト増

・インドネシア国内の税収減少に伴う不当な還付否認（税還付申請書におけ
るミスインプットに対する修正否認、海外への支払いに対する還付否認
等）、それに伴う税務コンサルへの費用負担拡大、また内部管理工数の増
大。

継続 ・税務局への対応強化と妥当な税務判
断実施の促進。

・インドネシア税制

18 日機輸 OECDガイド
ラインよりも
厳しい移転価
格文書化要求

・マスターファイル(MF)は事業年度終了後4ヵ月以内に作成し、同文書作成
日を記載したステートメント・レターを申告書に添付することが規定されて
おり、他国に比べ非常に短期間での作成を要求している。また、言語はイン
ドネシア語でなければならない。

継続 ・期間の宥恕規定やペナルティが課さ
れないような手当てを要望する。
・また、言語は英語も可としてほし
い。

・財務省規定213号
（PMK-213）

19 日機輸 OECDガイド
ラインよりも
厳しい移転価
格文書化要求

・2016年12月に税源浸食および利益移転（BEPS）のガイドラインが適用さ
れ、移転価格文書化に関する新たな財務大臣規則が公布、即日施行された。
移転価格文書の作成範囲が拡大されると共に、マスターファイルやローカル
ファイルの作成期限が、課税年度終了後4か月以内とされた。

継続 ・書類準備期間4か月は日本（1年）と
比べても著しく短く、特に親会社が作
成することになるであろう、マスター
ファイルについては対応極めて困難。
納税者側の状況や実務を考慮した法令
の制定・施行を望む。

・2016年12月30日付公
布、「OECD税源浸食および
利益移転」ガイドライン
・2016年12月30日公布、
財務大臣規則「No.213/
PMK.03/2016」

20 日機輸 OECDガイド
ラインよりも
厳しい移転価
格文書化要求

・インドネシア財務省規則No.213/PMK.03/2016（PMK-213）において
は、一定のインドネシア企業は移転価格文書化規定に従ってローカルファイ
ル・マスターファイル・国別報告事項（CbCレポート）をインドネシアで提
出することが求められている。
ローカルファイル・マスターファイルについては、事業年度末から4ヶ月以
内、CbCレポートについては12ヶ月以内に作成することが求められている。

継続 ・マスターファイルの4ヶ月以内の提
出期限は、他国と同様の12ヶ月以内に
延長して頂きたい。

・インドネシア財務省規則
No.213/
PMK.03/2016（PMK-21
3）
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

6. 雇用

1 日鉄連 現地人の雇用
義務

・現地に進出する企業は、外国人労働者1人につき、インドネシア人3人の雇
用が義務付けられている。

継続 ・規制の撤廃。

2 日機輸 外国人従業員
の処遇

・外国人従業員は複数のポジションを兼務できない一方、ローカル従業員に
は特に制限がない。

継続 ・差別をなくして頂きたい。 ・インドネシア外務省

3 自動部品 上昇率の高い
最低賃金

・労務費増による収益悪化。
2021年に施行した新法（オムニバス法と政令）によって最低賃金の計算方法
が見直しされるも、2022年は新たに労働大臣令（2022年第18号：11月制
定・施行）にて新たな計算方法が決定された。インドネシア経営者協会等の
団体は、オムニバス法など複数の上位法令に反するとの主張によりこの大臣
令の撤廃を求め憲法裁判所に提訴している。最低賃金については規定が二転
三転とし、長年にわたり迷走が続いてきた経緯があるが、2023年以降も変わ
らずその決定には混乱が生じている。2024年については州及び市において最
低賃金が提示されたが、それに反発する組合等によるデモも度々発生し、デ
リバリー問題も発生している。

継続 ・最低賃金計算方法の見直しは、（今
後の選挙を見据えた）政治的背景によ
る影響が大きい。安定した会社経営に
おいては、一貫した政策に基づく法規
制の正常且つ早期における整備を強く
望む。

・オムニバス法(雇用創出法)

4 自動部品 上昇率の高い
最低賃金

・労務費負担増による収益悪化。 継続 ・最低賃金上昇の抑制。

5 日機輸 上昇率の高い
最低賃金

・バタム島の2020年最低賃金は月額4.13百万ルピア(約300米ドル)であり、
2019年から8.51％の上昇となった。この水準はシンガポール除くASEAN域
内諸国と比べて高い水準にある。これまではルピア安が進行したため、米ド
ルベースの賃金水準は抑えることができたが　近い将来において競争力低下
が懸念。

継続 ・賃金上昇率を決定する　現行の政令
2015年第78号（インフレ率とGDP成
長率を足し合わせて計算）の改正を検
討頂きたい。

・政令2015年第78号

6 自動部品 賃上げ率の州
政府による指
示

・2023年に西ジャワ州が企業の勤続1年以上の従業員に対して、賃上げ率を
6.12-10％で行う通達を発行した。インドネシア国としては最低賃金以外の
昇給に関しては企業の判断に委ねられているにもかかわらず、それに反した州
政府からの通達は各企業の業績を無視したものであり、弊社にも大きな影響
を与えている。

継続 ・西ジャワ州通達の撤回。（最低賃金
設定以外の昇給･賃上げは企業業績を
考慮し各企業が行うべきものであり、
行政に共用されるべきものではないと
考える）

・労相規定 17年第1号
・西ジャワ州知事決定2022
年561号

7 日機輸 過激な労働組
合運動と賃上
げ要求

・毎年実施される最低賃金交渉に関して、労働組合の過度なデモ、交渉活動
により製造活動を混乱させ、生産性と効率性に悪影響あり。

継続 ・年間賃金増分の決定に向けた交渉管
理及び仲裁手続の改善。

8 日機輸 過度な労働組
合運動と賃上
げ要求

・毎年実施される最低賃金交渉に関して、労働組合の過度なデモ、交渉活動
により製造活動を混乱させ生産性と効率性に悪影響あり。

継続 ・年間賃金増分の決定に向けた交渉管
理及び仲裁手続の改善。

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 就労ビザ申請
手続きの煩
雑・遅延・制
限

・就労ビザを申請するためには、インドネシア現地会社側で事前にビザ枠を
取得することが必要だが、申請から取得までに約3週間以上かかる場合あり。
また、一度に申請出来る枠が限られている為、タイムリーな派遣が出来な
い。

継続 ・ビザ枠制度の撤廃。
・ビザ発給手続きのスピードアップ或
いは、ビザ不要枠の拡大。

2 印刷機械 就労ビザの取
得の困難

・現地工事で日本から従業員をインドネシアへ派遣する際、専用のビザ取得
が必要だが、取得が難しく、また取得時間が長い。現地業者に頼むとかなり
な高額となる。

新規

3 日機輸 生産法人訪問
時のアライバ
ルビザ、APEC
カードの使用
不可

・ジャカルタ近郊の日系企業において、入国管理局から「アライバルビザ及
びAPECカードでは工場訪問は認められない」と指導を受けるケースが散見さ
れるため、シングルビザを取得している。

継続 ・会議目的のみである場合は、アライ
バルビザあるいはAPECカードでの入
国を認めて欲しい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

4 印刷機械 Visa on 
Arrivalビザ運
用の不明確

・客先工場もしくは宿泊先に警察官が待機している場合があり、商談で客先
のオフィスに訪問しても、オフィスが工場敷地内という理由で、別のビザ扱い
とされる場合がある。商談の一環（工事が目的ではない）で工場内に入場す
ることも出来ない場合がある。

新規

5 日機輸 支援ビザ取得
義務、手続の
煩雑・遅延

・日本人支援者（設備導入、設備改修、品質改善等）に労働許可取得が義務
付けられており、時間的制約がある場合にタイムリーな支援に支障をきたし
ている。

継続 ・左記の支援者に対する労働許可取得
の免除を要望。

・政令NO.31

6 日機輸 恣意的な到着
ビザ(VOA)の
運用

・商用目的の到着ビザ（VOA：Visa on Arrival）についての情報が不明確、
恣意的なVOAの運用がなされている。
①情報源によって規定されている内容にばらつきがあり、分かりにくい。
【具体的な事例】
－在日以外のインドネシア大使館では商用利用もVOAでの入国が可能となっ
ている旨記載されているにもかかわらず、在日インドネシア大使館HPでは到
着ビザは観光目的の記載しかない。
②商用目的の到着ビザでできることが限定されている。
【具体的な事例】
－工場へ立ち入る場合には無条件でビザが必要とされており、工場内での商
談・視察程度であってもビザが必要。
－商業目的でのVOA運用が開始されたが、工場への立ち入りを含めてVOAで
カバーされるのか、明確になっていない。

継続 ・以下を要望する。
①在日インドネシア大使館HPを更新
して頂きたい。
②工場内の商談・視察程度であればビ
ザ無し、またはVOAでカバーできるよ
うにして頂きたい。
商業目的でのVOAが工場への立ち入り
を含めてカバーしているか明確にして
頂きたい。
商用目的のVOAでできる範囲を拡大し
て頂きたい。
③規定の統一とオペレーションの改善
をして頂きたい。

・インドネシア外務省

7 日機輸 頻繁な就労許
可（IMTA）の
規定変更

・外国人労働許可証（IMTA）の取得が必要な渡航の定義及び手続きが頻繁に
変更されるため、ビジネス上の問題が生じている。

継続 ・政府として一貫した規定の運用をし
て頂きたい。

・インドネシア労働大臣令
2015年第16号第16条

8. 知的財産制度運用

1 時計協 知的財産情報
の開示不十分

・商標データベースに不備・欠落が多く、調査結果の信頼性が劣る。 継続 ・データベースの精度を上げてほし
い。

2 日機輸 税関総局登録
システムの登
録要件

・税関総局登録システムへの登録は、インドネシアに所在する法人である権
利者が行なうことになっており、インドネシアに現地法人を持たない権利者
は税関登録ができないが、内国民待遇を定めるTRIPS協定第3条にも反する可
能性がある。

継続 ・インドネシアに所在する法人という
登録要件を廃止し、インドネシアで知
的財産権を保有する権利者として頂き
たい。

・2017年度インドネシア共
和国政令第20号第5条3項

3 日機輸 厳しい国内実
施義務

・特許権者は、インドネシア国内において、その特許を実施する義務があ
り、特許付与から36か月以内にこの義務を果たさない場合、強制実施権設定
又は裁判所決定に基づく特許取消の対象となり得る。

継続 ・実施義務を廃止して頂きたい。特許
権者に実施義務を課し、違反した場合
に特許の取り消し等の対象とする規定
は、主要特許庁にはなく特異である。
発明の内容等によっては早期に特許発
明を実施できない場合もあるので、権
利者が実施義務を果たさない場合に、
取り消し等の対象とされるのは酷であ
る。
・また、事務的にも、実施の有無の確
認やその管理に過度な負担がかかって
いる。

・インドネシア特許法20条

4 自動部品 特許権者の特
許国内実施義
務の厳格

・特許権者の特許の国内実施義務に対する義務履行猶予申請の負担がある。
【実施の猶予申請】
2019年30号施行規則により、以下の決定がなされた。
－特許権者は、インドネシアにおける物の製造又は使用をする義務につい
て、理由を付した申請の提出により最大5年猶予することができる。
－前記猶予の申請は、特許付与日から3年以内に提出しなければならない。
－大臣は前記猶予の申請を承認する場合、特許権者にその旨を通知する。
－前記義務の履行の猶予はその決定の日から与えられ、理由があれば更に延
長可。
特許権者は、インドネシア国内において、その特許を実施する義務があり、

継続 ・実施義務を廃止していただきたい。
特許権者に実施義務を課し、違反した
場合に特許の取り消し等の対象とする
規定は、主要特許庁にはなく特異であ
る。発明の内容等によっては早期に特
許発明を実施できない場合もあるの
で、権利者が実施義務を果たさない場
合に、取り消し等の対象とされるのは
酷である。
・事務的にも、実施の有無の確認やそ

・インドネシア特許法20条
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特許付与から36か月以内にこの義務を果たさない場合、強制実施権設定又は
裁判所決定に基づく特許取消の対象となり得る。

の管理に過度な負担がかかっている。

5 日機輸 国内実施義務
に対する義務
履行猶予申請
の負担

・【実施の猶予申請】
2019年30号施行規則により、以下の決定がなされました。
－特許権者は、インドネシアにおける物の製造又は使用をする義務につい
て、理由を付した申請の提出により最大5年猶予することができる。
－前記猶予の申請は、特許付与日から3年以内に提出しなければならない。
－大臣は前記猶予の申請を承認する場合、特許権者にその旨を通知する。
－前記義務の履行の猶予はその決定の日から与えられ、理由があれば更に延
長可。

継続 ・規則2019年30号の猶予手続きは、
企業等に負担が大きく、イノベーショ
ンと投資を停滞させる。現に日本の企
業が猶予手続きついて負担が大きいと
嘆いている。
したがって、義務履行猶予の申請手続
きを不要にし、または簡素化頂きた
い。

・特許の国内実施義務免除期
間の延長手続きの詳細を公表
https://
www.aoyamapat.gr.jp/
news/1713

6 製薬協 安易な強制実
施権発動の懸
念を含んだ法
改正

・インドネシアの改正特許法（No.13/2016）には、強制実施権一般につい
ての81条～92条に加えて、ヒトの疾患の治療のために国内で特許医薬品を製
造する強制実施権の発動を許容する第93条が設けられた。2020年12月9日
に公布されたMinistry of Law and Human Rights 
Regulation(No.30/2019)は、国内不実施を理由とする強制実施権の申立は
国内実施義務の延期が許可されている場合には拒絶されることや、第93条の
強制実施権は緊急事態の場合に限定されることが明確にされた。安易な強制
実施権発動の懸念を払拭するため、特許法（No.13/2016）自体の改正が望
まれる。
また、新型コロナウイルス感染症治療薬としてアビガン錠（favipiravir）が
注目される中で、インドネシア政府の要請に応じて特許権者が2020年3月以
降、同政府指定の現地企業に緊急輸出を行い、9月の緊急承認以降は現地企業
に製品を供給して協力しているにもかかわらず、2020年10月に同政府から
109～120条に規定される政府による特許の実施を通知された。2021年11
月26日にfavipiravir関連特許5件の3年間の政府による実施の大統領規定
2021年第101号が公布された。同日にGilead社のremdesivir関連特許4件の
政府による実施の大統領規定2021年第100号も公布された。Gilead社はイン
ドネシアを含む127か国を対象にジェネリック企業9社にremdesivir関連特
許のvoluntary licenseを許諾している。

継続 ・TRIPS協定31条の条件を満たさな
い、安易な強制実施権の発動は止めて
頂きたい。
・TRIPS協定に従い、技術分野で差別
することなく、特許を保護して頂きた
い。
・アビガン錠の政府使用への対応につ
いて、在インドネシア大使館及び関係
省庁のいっそうの支援をお願いする。

・インドネシア改正特許法
No.13/2016
・インドネシアMinistry of 
Law and Human Rights 
Regulation(No.30/2019)
・大統領規定2021年第101
号
https://setkab.go.id/en/
president-jokowi-issues-
regulation-on-
implementation-of-
favipiravir-drug-patent/
・大統領規定2021年第100
号
https://setkab.go.id/en/
govt-issues-regulation-
on-patent-
implementation-for-
remdesivir-medicine/

7 日機輸 特許査定時お
よび拒絶査定
時の分割出願
不可

・出願人は、特許査定時および拒絶査定時に分割出願することができず、査定
後に適切な特許権獲得のための手段が限られる場合がある。

継続 ・特許査定時および拒絶査定時に分割
出願できるようにして頂きたい。

・インドネシア特許法第126
条、第128条

8 時計協 特許更新審査
の遅延

・特許の更新期限になっても認可されないなど審査が非常に遅い。 継続 ・審査促進をしてもらいたい。

9 日機輸 特異な特許年
金の支払期限

・年金の支払期限が保護期間の出願相当日の1か月前と規定されているが、出
願日や登録日が支払期限として規定されている米国や欧州、中国等、他の主
要国の支払基準と異なるため年金管理の負荷が大きい。

継続 ・年金の支払期限を出願相当日として
頂きたい。

・インドネシア特許法第126
条

10 日機輸 特許維持年金
についての不
明瞭な過去分
債務請求

・過去に、保有特許について年金不払いによる放棄をした出願人に対し、イ
ンドネシア特許庁が未納年金の債務があるものと認識し、出願人に支払い請
求をしている。しかし、対象特許が不明確であり、また特許庁が未納と認識
する年金の額についても不明確であるため、出願人として正確な債務・リス
クを把握できない。

継続 ・明らかな未納分の年金については支
払うべきものであるが、過去分の年金
を支払う手続き・窓口については明確
になったが、対象特許の特定や、イン
ドネシア特許庁が未納と認識する年金
の額の明示や法規則、手続きの明確化
は未だ改善されていない。当社から当
局には再々度の未納納付指令を出さな
いよう要望はした。是非、明確化を進
めて頂きたい。

・インドネシア特許 未納年
金に関する庁通知
https://shigapatent.com/
topics/
%e3%82%a4%e3%83%b
3%e3%83%89%e3%83%
8d%e3%82%b7%e3%82%
a2%e7%89%b9%e8%a8%
b1-
%e6%9c%aa%e7%b4%8
d%e5%b9%b4%e9%87%9
1%e3%81%ab%e9%96%a
2%e3%81%99%e3%82%8
b%e5%ba%81%e9%80%9
a%e7%9f%a5/
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

11 時計協 商標不使用取
消し手続の立
証の困難

・商標不使用取消し手続きにおいては、請求側が相手側の「不使用」を立証
しなければならないとされているが、「使用」の立証はできても「不使用」
の立証は困難である。

継続 ・請求側の立証義務をなくして欲し
い。
・多くの国のように、被請求人が「使
用」を立証するような制度を望む。

12 医機連 安易な第三者
試薬の販売

・当社は原則として専用装置・試薬にて検査品質を保証しているため、例え
ば優遇策により現地産のジェネリック試薬などが普及する可能性を強く懸念
している。

継続 ・検査品質保証の観点から、ジェネ
リック試薬の許可を慎重に行って頂き
たい。

9. 工業規格・基準・安全認証

1 日機輸 工業規格・安
全認証(SNI)取
得の煩雑・遅
延

・工業規格・安全認証（SNI）の承認を得るため輸出元工場の安全規格検査
で、頻繁に中国等への出張要請がある。
SNI取得自体も、上記出張監査も含めて2か月超という非常に長いリードタイ
ムを要する。
このSNIの適用対象品目が拡大傾向になり、2012年度からはエアコン、冷蔵
庫、洗濯機等の大型商品も対象となってくる。これら大型商品だけではない
が、監査対象に製造現場の視察も当然含まれるが、新商品等の場合は発売の
数ヶ月前に監査を受けることが困難な場合がある。しかしながら、SNI対象品
目でありながら認証を取得していない場合、輸入・通関自体が出来ない為、
その他の各種ライセンス取得や営業サンプル輸入が滞り、新商品立上が思い
通りの期日までに実施できないリスクが想定される。
政府は安全認証（SNI）の新しい規制を準備中で、輸入や販売活動への影響が
懸念される。
2021年12月17日付けでSNIマーク使用製品証明（SPPT-SNI）監査の海外へ
の割り当てを指示した産業省標準化・産業サービス政策庁（BSKJI）のレ
ター No.B/1027/BSKJI.4/IND/XII/2021を参照すると、1工場のみが許可
された。ブレンダー、ミキサー、ジューサー、炊飯器、電気ケトル、水中給湯
器、ウォーターディスペンサーなどの小型家電製品に対する新しいSNI規則が
発行された。

継続 ・要望としては、特に新商品立上に際
して長大且つ不安定なリードタイムを
要するようになるため、これを現実に
即した基準・手順とする働きかけを実
施頂きたい。
・新しい規制についての早急な情報開
示。

・Water Pump: SNI 
04-6292.2.41:2003
・Electric Iron: SNI 
04-6292.2.3:2003
・CRT TV: SNI 
04-6253:2003
・Tax Treaty Regulation
・BSKJI's Letter 
No.B/1027/BSKJI.4/IND/
XII/2021
・MINISTER OF 
INDUSTRY OF REPUBLIC 
OF INDONESIA 
REGULATION NUMBER 
58 YEAR 2020

2 日機輸 安全規格K3L
認証テストレ
ポートの不合
理

・安全規格K3Lの認証テストレポートについて：
－認証テストは原則インドネシア国内での実施だが、国外でのテスト機関使
用も認められている。しかしながら、「インドネシア語でのテストレポート
提出」が義務付けられているため、現実的に国外テスト機関使用は不可能。
－国際的な製品安全性試験結果レポートであるCBレポートすら、認められて
いない。
－CBレポートはK3L内容を包括しているにも関わらず「インドネシア語でな
い」という理由だけで受領拒否される。
インドネシア認証機関はもっと国際的になるべき。

継続 ・K3L内容を包括する国際製品安全性
試験結果レポートの受領を認める。

・K3L

3 日機輸 異なる担当省
庁の認証の同
時取得の煩雑

・安全規格SNIとエナジーラベル規格SKEMの同時取得プロセスについて、現
時点で両認証の取得必要なのはエアコンで、近い将来に冷蔵庫、扇風機が対
象となる予定。
SNIとSKEMは担当省庁が異なるため、認証申請手続きに時間がかかる。テス
ト機関での認証テストは平行に進めることができるが、省庁へのSKEM認証
申請はSNI認証取得後にしかできないため、認定取得に時間がかかる（テスト
終了後、SNI認証取得までに2週間、さらにそこからSKEM認証取得までに
1ヵ月の時間がかかる）。
エアコン（EERからCSPFへの変更）、冷蔵庫、炊飯器、扇風機などの製品を
管理する新しいSKEM規制がある。テレビのSKEM規制は、現在も議論中で
ある。

継続 ・SNIとSKEMの担当省庁間で連携
し、同時取得の場合は申請手続きを同
時に進めることができるようにプロセ
ス簡略化。

・SNI
・SKEM
・The Minister of Energy 
and Mineral Resources 
Republic of Indonesia 
Decree Number: 103.K/
EK.07/DJE/2021; 113.K/
EK.07/DJE/2021; 114.K/
EK.07/DJE/2021; 115.K/
EK.07/DJE/2021

4 製薬協 審査基準の特
異な要求、対
応の困難

・薬事審査において国際基準、ICH基準のみならず、ASEANガイドラインと
比較しても特異な要求が多い。
原薬の製造所や製法変更の際に原薬安定性のみならず製剤安定性が求めら
れ、変更実施時期が大幅に遅れる。

継続 ・審査基準の国際標準化。
・その他のアセアンと同様にASEAN 
Variation Guidelineに則りコミット
メント・レターのみで可としてほし
い。

5 製薬協 各審査トラッ ・①簡略審査パス120WDのものは160WDほどで承認されたが、通常審査 継続 ・①各審査トラックの規定時間を遵守
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

クの規定時間
の不遵守

300WDパスのものは500WD経っても審査中。
②簡略審査120WDでは日本も参照国となったが、包装場所が日本承認品と異
なるだけで300WDパスに指定されうる規定となっている。これは現地化推奨
とも相反する要求である。

頂きたい。
・②製剤の製造所が日本承認品と同じ
である限り包装サイトに関わらず簡略
審査120WD対象として審査して欲し
い。

6 日鉄連 鉄鋼製品への
強制規格の実
施

・2009年1月1日、建設向け亜鉛めっき鋼板の強制規格化を実施。
・2009年5月6日、厚板を含む熱延鋼板類の強制規格化を実施。熱延鋼板類
に関しては、自動車用途、電機・電子用途、1.8㎜未満もしくは25㎜超など
の製品については、工業省の認可があれば除外。
・2009年7月6日、亜鉛アルミめっき鋼板の強制規格化を実施。
・2010年10月11日、ブリキ、形鋼、撚り線、PC鋼線に対する強制規格導入
をWTO　TBT通報。
・2011年6月1日、冷延鋼板類の強制規格化を実施。SNI規格と異なる仕様を
有している鋼材、自動車とその部品産業、家電品・電機電子とその部品産業
向けの原材料として利用される鋼材は、工業省の技術的判断書を取得するこ
とを要件として、本制度の適用を受けないことを規定（適用対象外リストと
して別表に日本鉄鋼連盟規格や、一部のユーザー規格・メーカー規格を記
載）。
・2012年2月21日、形鋼の強制規格化を実施。
・2014年12月3日、棒鋼の強制規格化を実施。
・2015年1月20日、厚板を含む熱延鋼板類の新テクニカルガイダンスを施
行。自動車用途、電機・電子用途、板厚1.2㎜以上1.8mm未満もしくは25㎜
超などの製品については、工業省の認可があれば除外。
・2016年8月22日、水配管用鋼管（めっきなし/あり）の強制規格化を実
施。
・2017年1月6日、冷延ステンレス鋼板に対する強制規格導入をWTO TBT
通報。

継続 ・制度の撤廃。
・手続き(除外制度を含む)の明確化・
簡素化。

・工業大臣規定
・テクニカルガイダンス

7 製薬協 ハラル規制適
用の困難

・医薬品を対象とするハラル規制は、2034年まで延期されたが、全製品をハ
ラル対応するには費用と時間がかかる。
ハラル認証を得るには多くのハードルと弊害：
－既存の製造施設とは別の生産ライン増設。多くの原材料があり、ハラル認
証された原材料の代替品を見つけるのが困難。
－切替には時間が掛かり、コスト増、薬価上乗せの結果、医薬品アクセスを
阻害。
－医薬品流通のステークホルダーへ混乱と負荷。
－市場ではeカタログ等の入札時にハラル認証取得品が優位。

継続 ・医療、健保並びにドラッグロス回避
した患者早期アクセス確保の観点から
ハラル規制適用免除を恒久化して頂き
たい。

・Halal Product 
Assurance (UU Jaminan 
Produk Halal No. 
33/2014)

10. 環境問題・廃棄物処理・炭素中立関連の諸規制

1 電機工 排ガス規制の
罰則整備の遅
延

・発電所からの排ガス規制が厳格化され、罰則が適用されると発電所運営者
から聞いているものの、規制を作成する省庁側の調整が遅々として進んでい
ない。初期検討は行なうものの、そこから案件実現化までの道のりが長い。

新規

2 電機工 カーボン
ニュートラル
に向けた法制
度の未整備・
遅延

・インドネシアは国としてカーボンニュートラルを掲げており、石炭火力発
電所でのバイオマス混焼を有効策として考えている。しかし、実情はバイオ
マス燃料価格は熱量ベースで石炭価格と同等以下（緩和される見込み）とい
う規定があり、バイオマス燃料の導入が進まない。目標はあるものの、それ
を実現するための法規制の整備が遅れている。

新規

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 日機輸 法制度・規制
の頻繁で突然
の変更・周知
不足

・外貨使用規制、非居住取締役労働許可・入国VISA取得免除・損害保険タリ
フ等の多くの法制度・規程が近年も変更されたが、突然の変更も多く、また
執行機関への徹底が不足しており担当者により解釈に差異あり。

継続 ・外資企業及び担当執行機関への十分
かつ妥当な説明と導入までの時間的余
裕を確保して頂きたい。

2 日機輸 法的根拠不明 ・地方政府による根拠に乏しい法令適用。 新規 ・中央政府省庁による法令解釈に関す ・2009年法律第28号 
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

な不動産取得
税の納付要請

株主・社名変更をトリガーとした不動産取得税納付要請。
インドネシア国外で実施された株主変更、且つ法人番号の変更がない社名変
更に際して所有する土地が売買に該当するとして地方政府が不動産取得税の
納付を要請。

る通達を発行し地方政府による法令適
用の均一化。

3 日機輸 契約・覚書で
のインドネシ
ア語の使用義
務

・2009年7月9日、Law No.24において、インドネシア法人との契約は、イ
ンドネシア語を使用することが義務付けられ、2015年8月、インドネシア最
高裁判所は、英文契約書のみで締結されたローン契約が当該義務に反し無効
であるとしたジャカルタ高等裁判所の判断を支持する判決を出した。
法令・判決を踏まえ、英文契約はインドネシア語での併記を原則としている
が、本体国際契約で使用する言語は当事者間の自由に委ねられるべき。イン
ドネシア文の不必要な外注コスト含めた負担が生じる。

継続 ・インドネシア語の使用強制制度の撤
廃を望む。もしくは、併記は任意とし
て頂きたい。

4 日機輸 建設ライセン
ス制度変更の
準備不足

・インドネシア国内で建設工事を請け負うために取得必要な建設ライセンス
制度が変更されたが、申請時に求められる技術者・実務経験の資格試験の開
催も遅れている等、制度変更に対する運用が追い付いていない。

変更 ・制度変更にあたっては実務的な手続
きが適切に整備された上で実行された
い。

5 日機輸 規制の不確実
性と過度の政
府規制

・インドネシアの規制は異なる解釈が可能で、不確実性あり。
いくつかの改革が実施されているが、インドネシアにおける税金、免許、税
関の管理は依然不透明。
多くの規則は煩雑であり、また新たな規制の実施、現場への徹底に相当の時
間が必要なため解釈に齟齬が発生。

継続 ・規制の簡素化。数を減らすだけでな
く、透明化が必要。
・また、要求事項、担当機関、必要な
期間、費用に関する一般情報公開の実
施。

6 日機輸 異なる事業番
号登録から生
じるリスクの
不明確

・OSS（Online Submission System）システム登録にある法務人権省
（AHUシステム）とBKPMシステムへのKBLI（インドネシア事業分野基本分
類）番号の登録を1年以内に2017年版に一致させないとNIB（事業基本番
号）が凍結され、事業が継続できなくなると公布された。各所に問い合わせ
をしたが、リスクがあるとの回答のみで、実際に停止となるか不明確なまま
だった。

継続 ・事業継続の凍結はリスクのため最優
先で対応を行ったが、実際に期限を越
えても問題なかったとの声も聞き、期
日は明確にしてもらいたい。

・OSS (Online 
Submission System)

99. その他

1 自動部品 外資企業によ
る土地保有制
限

・土地保有はインドネシア国民(個人)のみ認められ、法人は個人から利用権を
取得する形態。会社対個人のやり取りとなり、トラブルになるリスクあり。

継続 ・土地保有制限の緩和。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日鉄連 外資規制(FIRB
の認可)

・豪州に外国企業が参入する場合、外国投資審査委員会（FIRB）の認可が必
要となっている。FIRBの認可には相当の時間とコストがかかるため、豪州へ
の投資時の負担となっている（一部投資については審査基準額緩和の方向だ
が、探鉱・採掘権を含む土地関連の権利取得には、ほとんどの場合FIRBの認
可が必要）。

継続 ・基準の緩和。 ・Foreign Acquisition and 
Takeover Act

2 日鉄連 石炭・ガス価
格の上限設
定、国内向け
供給義務の設
定

・2022年12月9日、豪州Albanese連邦首相は国内の石炭及びガス価格に上
限を設定することで全州・準州政府と合意したと発表。ガスの上限はA$12/
GJで未契約のガスに適用。石炭の上限はA$125/tでNSW州及びQLD州で発
電用に使用される石炭(契約・未契約問わず)に適用。国内のエネルギー価格上
昇を抑制する為の措置で何れも1年限定とし延長は行わない方針。豪自由競
争・消費者委員会(ACCC)が(上限枠に関する)監視を行うとしている。
→法案（期間：2023年1月より12か月間）は連邦・州政府によって可決。
・2023年1月19日、国内市場向け一般炭の供給不足を懸念したNSW州政府
より、州内の一般炭生産者に対して生産量の7-10％を州内の石炭火力発電所
向けに（強制的に）確保するよう命令を発出する予定、との報道あり。

新規 ・国際マーケットへの石炭の安定供給
継続に資する政策の導入（阻害する政
策の再考・撤廃）。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2013年10月24日、日本、韓国、台湾、タイからの形鋼に対し、アンチダ
ンピング調査が開始。
－2014年3月14日、日本、韓国、台湾、タイに対し、暫定措置を発動。
－2014年11月20日、日本、韓国、台湾、タイに対し、クロの最終決定。日
本:12.15～12.23%、韓国:2.52%～3.24%、台湾:2.20～7.89%、タ
イ:18.28～19.48%のアンチダンピング税賦課決定。
－2019年2月11日、措置延長調査開始。
－2019年11月11日、措置延長決定。
－2023年11月22日、第2回AD措置延長調査開始。

変更 ・措置撤廃。

2 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2014年1月8日、日本、スウェーデン、フィンランドから輸入される合金
鋼厚板に対し、アンチダンピング調査が開始。
－2014年5月19日、日本、スウェーデン、フィンランドに対し、暫定措置を
発動。
－2014年11月5日、日本、スウェーデン、フィンランドに対し、クロの最終
決定。日本：24.5～26.1%、スウェーデン：9.6%、フィンランド：10.8%
のアンチダンピング税賦課決定。
－2019年2月11日、措置延長調査開始。
－2019年10月2日、措置継続の最終決定。
－2023年12月4日、第2回措置延長調査開始。

変更 ・措置撤廃。

3 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

4 JEITA 通関手続きの
煩雑と燻煙処
理提示の要求

・弊社では香港から電池輸出を行っているが、輸出仕向地によって求められ
る書類等が異なり煩雑なため、統一して頂きたい（例：UNレポートのみ）。
「Packing Declaration」という梱包材に関する資料（=パレットの燻蒸処理
がされているか否か）の提示が要求される。

変更 木製パレットを使用していないことが
明らかな場合は資料提示を省略した
い。

病害虫が輸入貨物の梱包材に
付着して国内に侵入すること
を予防するためのオーストラ
リア独自のルール。

5 時計協 木製品・梱包
材への燻蒸処
理実施義務

・木製品の輸入に際し、全て燻蒸処理を輸出前に完成品レベルで実施しなけ
ればならない。

継続 ・規制撤廃。

6 日鉄連 輸入モニタリ
ング

・2002年4月、輸入鋼材全般を対象とした輸入モニタリングの実施。 継続

7 時計協 輸出入許可の ・ワニ革の時計バンドを輸出する際には、日本でワシントン条約（CITES） 継続 ・輸出側の許可だけで輸入できるよう ・ワシントン条約
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

煩雑 に基づく輸出許可を取る必要があるのに加え、更に輸入業者が輸入許可を取
る必要があり、時間と手間がかかる。

にして欲しい。
・輸入許可取得の時間短縮を希望。現
状1.5～2か月かかっている。

8 時計協 輸出入許可の
煩雑

・ATAカルネを使った時計のサンプルの場合にはそのつどの輸出・輸入許可
が必要である。

継続 ・ATAカルネを使ったサンプルの場合
にはそのつどの輸出・輸入許可を不要
にして欲しい。

5. 税制

1 日機輸 ATOによるガ
イドラインへ
の具体的な
ターゲット利
益率の記載

・オーストラリア国税庁（ATO：Australian Taxation Office）から公表さ
れたPractical Compliance Guideline 2018/D8)によると、業種ごとに利
益率をLow risk、Medium Risk及びHigh Riskの3つに区分している。
たとえばディストリビューターの場合、EBIT（Earnings Before Interest 
and Taxes＝利払前・税引前利益）の率が2.1%以下の場合は、High Riskと
されている。
また、2.5億豪ドルを超える売上の場合でHigh Riskの利益レンジに入ってい
る場合は、RTP（Reportable Tax Position=開示の必要とされる税務ポジ
ション）表を移転価格文書とは別に提出することを求められる内容となって
いる。

継続 ・移転価格調査や修正申告を求める場
合の具体的なターゲット利益率は、機
能リスク分析と異なる結果を招く可能
性があり、合理性を欠くため廃止して
頂きたい。
・またはベンチマークの裏付けとなる
資料を開示頂きたい。

・Practical Compliance 
Guideline 2018/D8

2 日機輸 ハイブリッ
ド・ミスマッ
チルール

・ATOはハイブリッドミスマッチルールとそれに伴うコンプライアンス実務
指針（Practical Compliance Guidelines、PCG）を制定し、納税者のコン
プライアンス責任をリストアップした。
これらのルールはオーストラリアの企業以外に対しても非常に負担が大き
い。例えば、「企業グループや一連の取引によるハイブリッドによって直接
的または間接的に課税を逃れた」収入はハイブリッドミスマッチ（輸入ハイ
ブリッド）とみなされ、影響を相殺するための非常に複雑な調整計算が求め
られる。
定義があいまいで明確でないため、納税者は多国籍企業のグループ構造につ
いて非常に詳細なトップダウンとボトムアップの分析を行い、意図せずにこ
れらの規制に抵触しうる構造があるかないかを特定する作業が必要となって
いる。

新規 ・オーストラリアでPillar2や国内ミニ
マム課税が導入されることを踏まえる
と、多国籍企業はいずれにせよ一定レ
ベルの税金を現地で支払う必要があ
る。意図的かどうかは問わずハイブ
リッド構造による税回避もこれらでカ
バーされると想定されるため、この
ルールは撤廃頂き、オーストラリアで
多国籍企業に課されている多大なコン
プライアンス・事務負担を軽減して頂
きたい。

・Practical Compliance 
Guideline (PCG) 2021/5, 
2019/6. 2019/3, 2018/7

3 日機輸 国別税務情報
の公開制度の
法案内容の懸
念

・2023年4月に公表されたコンサルテーション用の国別税務情報の公開制度
の法案は、OECD CbCR、GRI 207やEU Public CbCといった他の国際基準
から逸脱した内容となっていた。

新規 ・コンサルテーションの結果を踏ま
え、適用開始時期が後ろ倒しとなり、
また、他の国際基準から逸脱する内容
に関して見直す方向で検討はなされて
いる模様だが、最終的にも他の国際基
準から逸脱することのない制度となる
ようにして頂きたい。

・2023/24年度オーストラ
リア連邦政府予算案

4 日機輸 多国籍企業を
標的とした企
業税務情報の
開示義務

・A$100M以上の売上高がある会社について、会社名、売上高、課税所得、
法人税額を、課税当局がExcel形式で開示している。多国籍企業の不適切な税
負担および租税回避の防止が目的の一つで、課税当局はメディアで取り上げ
るよう誘導しているが、コンプライアンス経営に優れた企業に対する開示の
緩和措置を検討いただきたい。

継続 ・コンプライアンス経営に優れた企業
に対する開示の緩和措置を検討頂きた
い。特に開示の即時停止をお願いした
い。

・Taxation Administration 
Act Section 3C
Schedule 5 – Tax secrecy 
and transparency

5 日機輸 多国籍企業を
標的とした企
業税務情報の
開示義務

・2016年7月1日以降に始まる決算について、非上場会社であっても、親会
社のグローバル連結ベースの売上がA$1000M以上の場合、上場会社並みの
詳細な開示資料の作成し、証券委員会へのファイリングを求められる。

継続 ・従来通り、限定的開示へ変更して頂
きたい。

・Taxation Administration 
Act Section 3CA 
Reporting of information 
by significant global 
entities

8. 知的財産制度運用

1 日鉄連 石炭に対する
ロイヤルティー
の増額

・2022年6月21日、突如、豪州QLD州政府が7月1日からの石炭へのロイヤ
ルティー増額を発表。

新規 ・ロイヤルティーの見直し。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

9. 工業規格・基準・安全認証

1 時計協 コイン/ボタン
電池規制の不
明確

・コイン/ボタン電池規制施行開始時、既に市場にある未販売品について、海
外製造者が規制を遵守することは不可能である。上市済製品について明文化
されていないことが問題。

継続 ・新規制や改正時に、製造者が遵守す
べき時点・上市の明文化を要望する。

・Consumer Goods 
(Products Containing 
Button/Coin Batteries) 
Safety Standard 2020

10. 環境問題・廃棄物処理・炭素中立関連の諸規制

1 日機輸 建設・鉱山機
械への排ガス
規制導入の不
明瞭

・建設・鉱山機械に対する排ガス規制が導入がされるかどうか不明瞭のた
め、商品化計画を立案することが困難。排ガス規制導入までのロードマップ
を事前に示し、施行までの開発猶予を頂きたい。

新規 ・規制の見通しを明確化して頂きた
い。

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 日機輸 法整備やガイ
ダンス等の発
行遅れ・過度
な要求

・2020年7月に工業化学品法が全面改正されたが、その関連法規公開は概ね
遅延し、法施行直前に公開されたガイド等もあった。
また、法施行後も当局ホームページにてガイド等の公開・修正が行われてい
る状況にある。そのため法改正により新たに設けられた一部要求に対する対
応は困難な状況にある。
以下の点で一部改善されたが、それ以外では継続して困難な状況にある。
－現法施行時と比べ、規制運用に関するガイド等が増えつつある
－公開済ガイド等の修正が収束方向に向かっている
－一部規制で旧法からの移行期限が1年延長された
－一部少量輸入規制で緩和方向への改正が実施された
また、2023年に現地輸入者等への緩和を目的とした下位法規改正が提案され
たが、上流メーカー側機密情報の開示を求める内容を含んでおり一部要求へ
の対応は困難な状況にある。

継続 ・下位法規、規則、ガイド等に関して
十分な周知期間を設けて頂きたい。
・準備が出来るまでは発効しない、ま
たは移行・猶予の措置を設けて頂きた
い。
・加えて、下位法規改正提案に関して
は、現行法規の内容でも並行して対応
可能な状態にして頂きたい。

・工業化学品法2019

2 日商 エネルギー関
連政策の不明
確

・Safe Guard Mechanism改定やPRRT税制改定など、豪州政府が近年導入
したエネルギー関連制度の制定・改定は必ずしも産業界との入念なコンサル
テーションを経ることなく導入されたものも多く、邦人企業を含む外国投資
家にとっては事業の安定性、投資回収可能性を損ねかねないとの危惧あり。

継続 ・制度導入・改定時には産業界との入
念なコンサルテーションを経て策定す
ることを要望する。

3 日商 CO2排出規制
強化やLNGの
輸出制限に関
わる制度の相
次ぐ変更

・2023年度は、セーフガードメカニズム（年間10万トン以上のCO2を排出
する事業者にCO2排出の上限を設けるもの）の規制強化や、豪州国内ガス安
全保障メカニズム（ADGSM：the Australian Domestic Gas Security 
Mechanism）の修正（四半期ごとにガス不足の際、資源大臣の裁量によって
LNG輸出を制限するものに修正）等、当社が参画するLNGプロジェクトの開
発・生産・販売（LNG輸出を含む）に関わる重要な制度の変更が相次いだ。

継続 ・本邦企業が豪州への投資を継続する
為にも、ADGSMやセーフガードメカ
ニズム等、頻繁な制度変更を回避いた
だくとともに、政府と産業界の対話を
もって政策の予見性を
高めることをお願いしたい。

・Safeguard 
Mechanism：
https://
www.dcceew.gov.au/
climate-change/
emissions-reporting/
national-greenhouse-
energy-reporting-
scheme/safeguard-
mechanism#:~:text=The%
20Safeguard%20Mechani
sm%20is%20the,gas%20em
issions%20of%20these%20f
acilities.
・豪州国内ガス安全保障メカ
ニズム(ADGSM)：
https://
www.industry.gov.au/
mining-oil-and-gas/oil-
and-gas/securing-
australian-domestic-gas-
supply

99. その他
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1 日機輸 電力網の脆弱
性・不安定な
電力供給・電
力価格高騰

・アルミ製錬所の安定稼動には、十分なベースロードを担保する安定的な電
力供給が必要だが、石炭火力発電所の撤廃や再生可能エネルギー発電への急
激な移行により、特に夏場においては電力需給が逼迫、急激な電力需要増に
対応できないことによる送電網トラブル等を原因として停電が頻発してい
る。
2016年12月及び2019年11月には送電トラブルを背景に工場が瀕死状態と
なるレベルの停電が発生、大きな損失を被った。
加えて、ビクトリア州の送電コストは電力使用量をベースに配分されている
ため、VIC州の巨大バッテリー計画他再生可能エネルギー導入に伴う送電コス
トに対する多額負担をアルミ製錬所が強いられている状況。
送電コストは毎年改悪しており、国際的にみた競争力下落につながってい
る。

継続 ・当地産業への出資を継続するために
も、安定的な電力供給及び送電価格低
減をお願いしたい。

2024年版 オーストラリア における問題点と要望 4 / 4

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

3. 経済安全保障に起因する問題

1 日機輸 米国の武器禁
輸措置

・米国は2021年12月8日にカンボジアに武器禁輸を課した。これは、当社製
品に影響を与える可能性のある米国の技術の輸出禁止にさらに発展する可能
性がある。

継続 ・情報の提供を望む。

5. 税制

1 日機輸 法人税前払い
の未還付

・カンボジアでは、法人税の前払として、毎月の売上高の1%を月次で申告納
付しなければならない制度があるが、年度末に算出する要納税額を前払金額
が上回った場合で、翌年度以降に繰り越されるのみで、還付が行われない。

継続 ・前払という性格上、毎年ごとに還付
されることを要望する。

・カンボジア税法第28条
（前払事業所得税）

2 日機輸 クメール語で
の財務諸表作
成の義務付け

・駐在員事務所・NPOに対しても会計監査局（ACAR）に対して、通常の税
務申告に以外に、クメール語での財務諸表の提出が義務付けられた。法人税
が発生しない企業にとっては事務上の手間だけがかかり、意味の無い制度と
なっている。また、制度そのもの運用についても曖昧な点が多く、組織運営
上の妨げとなっている。

継続 ・駐在員事務所及びNPOに関しては対
象から除外することを希望する。

・The circular009 on use 
of language and currency  
in accounting records 
and financial statement

3 日機輸 二国間租税条
約未締結によ
る二重課税の
発生

・日本とカンボジア間に租税条約が締結されていないため、二重課税が発生
している点。
－駐在員の所得税を企業が支払う場合、当該所得税にフリンジベネフィット
税として更に所得税が課税されている。
－駐事には当てはまらないが、定款に登録されている非居住者の役員に対し
て、役員登録されているというだけで就労の事実があると判断されて、見做
しで所得税が課税される。

継続 ・二重課税を避けるべく、日本とカン
ボジア間の租税条約の締結を進めて頂
きたい。

・税法

6. 雇用

1 自動部品 人材育成不足 ・アルファベットを知らないことにより製造指導が困難。 継続 ・義務教育の拡充。

2024年版 カンボジア における問題点と要望 1 / 1

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 印刷機械  シンガポール
企業庁
（ESG）助成
制度の補助金
申請の厳格化

・シンガポールは現地印刷会社への設備投資補助金が少なくない。以前印刷
会社は設備投資する際に、もし製造工程の効率化とデジタル化になれる場
合、ESGというシンガポール政府の補助金を申請し、設備投資金額に対して
補助金を取得することができたが、近年は厳しくなって、設備本体の投資金
額はほとんど貰えなく、ソフトウェアの金額の最大80%しか貰えないケース
が多い。それによって現地印刷会社の投資意欲が少なくなる。

継続 ・ESG補助金について、設備投資の
ハードウェアの補助金を大きくする。

・Enterprise Singapore

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日機輸 輸入GSTの延
納不可

・2020年より輸入GSTの延納が不可となった為、輸入手続きに掛かる日数が
長くなってしまった。

継続 ・GST延納可に戻して欲しい。

2 医機連 非検査製品の
ネット販売流
入

・シンガポールではコンタクトレンズの販売に関して有資格者（オプトメト
リスト）の検査・対面販売が義務となっているが、昨今、検査を受けずに規
制のない第三国（香港等）からの廉価販売がネット上で多々見受けられる。
当地では正しい検査や説明を行っているため、その分販売価格に転嫁されて
いる市場価格となっており、他国からの安易なネット通販での購入が進むと
市場崩壊、検査未受診に繋がる危険を有している。

継続 ・第三国からのコンタクトレンズの購
入規制を法律上明記して頂けると、法
的根拠を持って販売先に対して通知を
行う事が可能になる。

・Advisory – Verifications 
of Contact Lens 
Prescriptions (For 
registered Optometrists)
https://
www.healthprofessionals.
gov.sg/oob/home/
announcements/Index/
advisory-verifications-of-
contact-lens-
prescriptions-(for-
registered-optometrists)

3. 経済安全保障に起因する問題

1 JEITA 輸出管理該非
判定情報取得
の煩雑

・シンガポールのSecurity Trade Controlのリスト品目の該非基準が、日米
やヨーロッパと多少異なる。そのため、日本から非該当として輸出した品目
であっても、シンガポールから輸出する際には該当となることがある（その
逆のケースもある）。その結果、シンガポールで独自に該非判定作業が必要
となる。
こうした手間を回避するため、Security Trade Controlに該当する恐れのあ
る製品は、シンガポールからの輸出が生じない物流ルートを利用している。
物流ハブとして高い機能を有するシンガポールが使えないのは、商物流網構
築の足かせとなる。

継続 ・Security Trade Controlの国際基
準への統一化。

2 日機輸 輸出管理該非
判定情報取得
の煩雑

・同じワッセナー等のリストを使いつつ、微妙に適用方法や適用時期が国ご
とに異なる。よって国境を越えるたびに新たな該非判定情報が必要となると
いうのが負担。

継続 ・国をまたがる、ワッセナー基準での
該非判定情報の整備。
（例えば、CISTECのグローバル版）

5. 税制

1 日機輸 国際最低課税
制度の導入に
よる最低法人
税率の引上げ

・シンガポールの法人税率は17%であるものの、寄付を含む政府への協力を
要件として、トレードビジネスに対して10%の軽減税率が適用されるGlobal 
Traders Program(GTP)が当社現地法人に適用されている。然しながら、最
低法人税率を15%とする国際最低課税制度が2024年度から日本で導入され
ることとなった。これにより、会社の所在国に関わらず実質的な法人税率は
15%以上となる。なお、シンガポールでの同制度の導入は2025年度を予定
している。
同制度の導入によりシンガポールでの税メリットが希薄化することとなる
が、シンガポール政府は補助金の拠出等によるサポートを検討中。

継続 ・優遇税制のステータスを保持してい
る会社に対しては、国際最低課税制度
の導入に伴う税メリット希薄分の補助
金等によるサポートが受けられると有
難い。

・国際最低課税制度
・GTP(Global Traders 
Program)

2 日機輸 個人所得税申
告の複雑・不
明瞭

・個人所得税の申告フォームが複雑でわかりづらく、作成に時間がかかる。 継続 ・フォームの簡素化。

2024年版 シンガポール における問題点と要望 1 / 5
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

6. 雇用

1 日鉄連 シンガポール
人優先雇用政
策と外国人労
働者の雇用規
制

・2016年より、シンガポール人の雇用促進及び役職の高度化を狙って政府が
外国人就労ビザ（以下、EP：Employment Pass）発給を厳格化。
EP発給を管轄するMinistry of Manpower（以下MOM）は、外国人比率の
高い企業を「Whatchlist企業（＝ブラックリスト）」として認定し、外国人
に対するEPの発給を滞らせた。（Whatchlist企業となった場合、従来はEP
申請から2週間ほどで取得出来たが6ヵ月程掛かるケースもあり。）
当社も2016年12月～2017年10月までWatchlist企業と認定された。
現在は、シンガポール人の雇用促進やインターンの受け入れなどを実施する
事でWatchlist企業から除外されたものの、明確な除外理由が不明なため現在
も不安な状況が継続。

継続 ・EPの円滑な支給。
・或いは、Watchlist企業となること
やWatchlistから除外される為の諸条
件（外国人比率％等）ルールの明確
化。

2 電機工 シンガポール
人優先雇用政
策と外国人労
働者の雇用規
制

・ビザ取得、労働者の雇用について、以下の問題がある。
－年々厳しくなってきた外国人就労ビザの条件が、2020年からさらに厳格化
された。
－高度専門職向けビザであるEP取得には大卒の20代後半で6,500ドル以上必
要となり、若手社員のシンガポールへの派遣が本当に難しくなった。
－中級技能者向けビザであるS-passも若干ではあるが最低給与額が引き上げ
られ、さらにEP同様に求人サイトへの広告が義務付けられた。
－シンガポール人優先雇用政策が拡大される一方で、シンガポール人はホワ
イトカラーの職種を選ぶ傾向が強い。いわゆる3Kと呼ばれるようなきつい仕
事やサービス業などはやりたがらないか、採用してもすぐに辞めてしまう。
それにも拘わらず同じ規制（シンガポール人の優先雇用、高いビザ要件）と
いうのは不合理に感じる。当社では電気機器の製造や工事、試験などを行っ
ているが、求人してもシンガポール人は来てくれないため、外国人を採用せ
ざるを得ない。
－2023年9月からCOMPASS制度が始まり、外国人比率の高い企業はさらに
駐在員の派遣や外国人の採用が困難になる。

新規 ・ビザの要件である給与額はせめて月
額固定給だけではなく、賞与を含めた
年収や、家賃等の福利厚生を含めた金
額を使用できるようにしていただきた
い。
・所得税はこういった福利厚生も全て
課税対象となっているので、基準が同
じになれば一貫性があり分かりやすく
もなる。
・企業内転勤（ICT）によるビザ取得
の方法もあるが、広告掲載義務が免除
されるのみで、高い給与要件は変わら
ず、期間が最大5年、日本人は家族ビ
ザ（DP）発行不可など阻害する条件が
ある。同一企業グループからの派遣は
単なる外国人雇用とは別枠で、かつ要
件も緩やかにしていただきたい。

・Refer to Ministry of 
Manpower at
http://www.mom.gov.sg
・Fair Consideration 
Framework

3 日機輸 シンガポール
人優先雇用政
策と外国人労
働者の雇用規
制

・シンガポール政府は、引き続き外国人人材を歓迎しているが、外国人人材
の移民および雇用政策をますます強化している。シンガポールは熟練労働者
の不足に直面しており、入国管理と雇用政策の強化により、採用活動は困難
であり、企業は人件費の上昇を管理し、それに直面する必要がある。

変更 ・シンガポールにおける製造コストと
人件費の上昇を製造会社が維持できる
よう、外国課税を見直し、引き下げ
る。

4 日化協 人材確保の困
難

・シンガポール人の継続的な人材確保が難しい。
①給与が高騰している。特に、IT関連のスタッフの給与が高く、採用するの
が難しい。
②ジョブホッピングの文化のため、長く同じ会社に勤める文化が弱いと感じ
る。

継続 ・シンガポール人の採用が難しい場
合、外国人労働者の採用枠に関して、
柔軟な対応をお願いしたい。

5 電機工 エンジニア確
保の困難

・家族を母国に残しシンガポールに働きに来ているエンジニアが帯同を希望
しても、給与・ビザの規制で連れて来られない。（月額固定給SGD6,000以
上などの要件）それが原因（断念して）となり結果離職或いは採用断念して
しまうケースがある。シンガポール人のエンジニア（工場、工事現場）希望
者は少ないため外国人（インド・ミャンマー・フィリピン等）を採用せざる
を得ないため事業継続に影響が出る。

新規 ・際限なく許可できないのは理解して
いますが、「政府系プロジェクト従
事」などの特例を作っていただきた
い。

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 就労ビザ取得
手続の厳格化

・シンガポールにおける外国人材の更なる高度化、ローカル人材の雇用推進
を目的として、ビザ発給の新要件COMPASS（Complementarity 
Assessment）が2023年9月より導入された。
COMPASSは、6項目に分かれるポイント制度になっているが、これまでの
発給要件よりも、現地法人におけるローカル人材の雇用割合を厳しくみるよ
うになり、出身大学の条件厳格化、最低賃金の引上げも実施されている。
足元シンガポールでは、インフレも背景のひとつとして、ローカル人材を雇
用する際の給与が上昇傾向にあり、ローカル人材確保のハードルも上がって

新規 ・COMPASSにおけるローカル人材雇
用や、外国人労働者の最低賃金に関し
て、条件が緩和されれば有難い。

・Complementarity 
Assessment

2024年版 シンガポール における問題点と要望 2 / 5
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

いる状況。
過去数年間においてもEP取得はハードルが上がっていたが、COMPASSの導
入により益々厳格化しかねず、当社駐在員（特に若手）のローテーションにも
影響を及ぼしかねない。

2 電機工 就労ビザ取得
手続の厳格化

・2023年9月に導入されたCOMPASS（更新は2024年9月から）により、
従来の給与、学歴だけでなく、国籍比率、ローカル雇用率がビザ要件に追加
され、駐在員のビザ取得、更新が困難になった。とくに小中規模（従業員数
30人～300人程度）の企業にとって影響が大きい。

新規 ・各要件でポイントを獲得する基準を
緩和いただきたい。例えば国籍比率は
現在25％以下、ローカル雇用率は業種
によって異なるが概ね70％以上でない
と基準をクリアできない。

・https://
www.mom.gov.sg/
passes-and-permits/
employment-pass/
eligibility

3 医機連 就労ビザ取得
手続の厳格化

・2020年9月より就労ビザ（EP：Employment Pass）の取得要件が厳し目
に変更となっており、海外への人材派遣にあたり、新規・更新いずれの場合
も制約が増えハードルが高まっている。

継続 ・取得要件緩和の働きかけを要望す
る。

・Tightening of Work 
Pass Requirements
https://
www.mom.gov.sg/
newsroom/press-
releases/2020/0827-
tightening-of-work-pass-
requirements

4 日機輸 就労ビザ取得
手続の厳格化

・外国人に対するワークパミッションの発給が厳しく、必要なポジションに
対しての組織マネジメントに支障が生じている。
学歴や賃金要綱が基準以上に厳格化され、若くて優秀な人材の戦略的配置が
困難。

継続 ・アフターコロナにおける、外国人向
けビザ発給の適正化。

5 印刷機械 就労ビザ取得
手続の厳格化

・外国人就労ビザ取得のハードルが年々高くなっている。シンガポール人の
雇用を優先するために日本駐在者を雇用する前に、シンガポール人を応募す
る期間が28日があり、直ぐに駐在員を交代することが難しい。
また、EP（Employment Pass）の給与水準が年々上げられている。2011
年にSGD 2,500からSGD 4,500になり、若手駐在員を派遣したい場合、難
しくなってきた。

継続 ・日本本社から駐在員を発遣する場
合、規制を緩和する。

・Ministry of Manpower

6 日機輸 就労ビザ取得
手続の厳格化

・あるプロジェクトに関して、シンガポールでは該当技術を持つエンジニア
がおらず、日本からのエンジニア受け入れが必要であったが、従来の
Employment Passの条項を該当エンジニアが満たしておらず、就労ビザ取
得が困難であった。

新規 ・プロジェクト期間中のプロジェクト
関係者のための就労を可能にするよう
なビザスキームが必要。

・COMPASS 
(Employment Passの審査
に新たなポイント制度)

7 日機輸 次世代人材向
けの就労ビザ
スキームの不
在

・シンガポールはグローバル人材の受け入れに適した東南アジアの人材ハブ
であり、日立本社の次世代人材の育成に適しているが、従来のビザスキーム
では若手人材のビザ取得が困難。

新規 ・現行のビザスキームに縛られること
なく、シンガポールへのキャリアロー
テーションを推進するような就労ビザ
が必要。

・
COMPASS（Employment 
Passの審査に新たなポイン
ト制度）

8 日機輸 COMPASSに
おけるTop大学
の定義拡大

・Employment Pass取得のために、2023年9月から導入された、
COMPASSは主に4つの軸で条件がある。そのうちの1つである「学歴」は、
Top大学であれば20点、大卒以上であれば10点、それ以下は0点となる。
－現時点で、日本でTop大学と認められているのは東京大学、京都大学、大阪
大学、東北大学、東京工業大学の5大学のみ。
－短期大学、高専卒は大卒とみなされず、10点取得できない。

新規 ・Top大学と認められる日本の大学を
増やして頂きたい。
・短期大学・高専卒も10点の取得対象
として頂きたい。

・人材省
https://
www.mom.gov.sg/
passes-and-permits/
employment-pass/
eligibility

9 日機輸 企業内転勤者
(ICT)への規制
強化

・2020年11月より、企業内転勤者(ICT)と申告して就労ビザの発給を受けた
場合、該当する条約上で家族の帯同が保証されていない限り、Dependant’s 
Pass (DP) の申請ができない。
5年までの年数制限があり、その後シンガポール国内での転職やPermanent 
Residence申請は困難になる。
シンガポールとの二国間FTAにて上記DPの発給が保証されている国に限り、
DP発給は継続されているが、日本のFTAは該当しない。

継続 ・Japan-Singapore Economic 
Partnership Agreementにおける、
ICTによるEmployment Pass取得者
の帯同家族に対するDependent Pass
発給についての明記。

・正式な通達のないまま、申
請システム上、DPの申請が
停止された。

10 日機輸 家族帯同条件
の厳格化

・2018年1月より、就労ビザ（Work Pass）を持つ外国人の家族帯同条件
（収入条件）が、月収6,000SGD以上となった。

継続 ・当該要件を撤廃して頂きたい。 ・人材省
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11 日機輸 家族帯同条件
の厳格化

・2019年2月より、12歳以下の子供の滞在ビザを申請する際、ジフテリア及
び麻疹ワクチンの接種が済んでいることを必須とし、それを証明する書類の
提出を義務づけられた。
－ジフテリアの予防接種は日本では最低20日間隔だが、シンガポールでは4
週間隔が義務付けられている。
－4週未満間隔の接種履歴がある場合、個別に保健省への説明が必要であり、
特に承認に時間を要する。2021年11月以降承認が滞っており、書類不備等
の無いケースで3ヵ月程度時間を要するケースが現地日本大使館へ複数報告さ
れている。

継続 ・申請手続き全体の簡素化・迅速化し
て頂きたい。

・保健省

12 日機輸 帯同家族のビ
ザ申請への卒
業証明書要求

・家族帯同時、配偶者のビザ申請用に卒業証明書が求められる場合がある。 継続 ・帯同家族のビザなので本人のビザを
もとに発行頂くことをして頂きたい。

8. 知的財産制度運用

1 製薬協 医薬品分野で
期待できない
知財保護（第
一国出願義
務、特許期間
延長）

・特許法34条の第一国出願義務の対象（”resident in Singapore”の定義、
その判断時）が不明確で、かつその違反が刑事罰対象にもなっているため、
確認および安全を見越した手続き等のために時間と作業を要している。
また、特許期間延長制度があるが、新薬の販売承認申請日と承認日の間隔が2
年を越えることが条件とされているため（特許規則51A(5)(b)(ii)）、実際に
延長登録された例はほとんどない。

継続 ・第一国出願義務の撤廃または簡素
化、および刑事罰の対象から除外して
頂きたい。
・臨床試験期間も含めて2年を越える
とするか、2年の足切を撤廃して頂き
たい。

・特許法34条
・特許法36A条

9. 工業規格・基準・安全認証

1 医機連 医療機器の許
認可申請手続
の煩雑・遅延

・医療機器の許認可申請後のシンガポール保健科学庁（HSA：Health 
Sciences Authority）からの照会は、最初に全ての照会事項が提示されるの
ではなく、毎回異なる内容の照会が入るため、やり取りの回数も多くなり、
認可まで時間が掛かる。また、照会に回答しても、新たな照会が入るため、
終わりが見えず忍耐力が必要。

継続 ・最初に全ての照会事項を提示し、追
加の照会は回答内容によるものとして
欲しい。

・HSAによる審査方法

2 製薬協 医薬品評価の
不透明・遅延

・製品の性質や技術革新、国の治療インフラ全体へのインパクトではなく、
コスト抑制に強い重点が置かれている。薬剤価格決定基準の透明性も欠如し
ている。
現在の市場構造は革新的な医薬品を評価する目的に適しておらず、Car-Tや遺
伝子治療のような革新的な治療法については、サポートされていない。
また、多くのがん治療製品において、既存の枠組みはイノベーションを軽視
しており、多くの場合、企業が特殊なニッチがん治療製品を発売することは
商業的に実現不可能である。

継続 ・革新的な医薬品が適切に評価され
る“薬剤価格決定基準の設定・透明性の
確保および市場構造への変革”を希望す
る。

3 製薬協 医薬品評価の
不透明・遅延

・現在は抗腫瘍薬にfocusしており、その他領域の薬剤の評価は遅く、既存の
枠組みはイノベーションを軽視されている。
抗がん剤は医薬品リスト(CDL)に掲載されるためには価格を下げざる負えない
状況である。今後は抗がん剤以外にも拡大されるとの予測があり注視が必
要。

継続 ・医療技術評価機関であるThe 
Agency for Care Effectiveness 
(ACE)での候補品選定プロセスの透明
化、ACEと業界団体との対話機会を増
やしていただくことなどを希望する。

4 日機輸 技術仕様用件
の不明確

・機械の技術仕様に関する現地の要件を調べて追跡するのが難しい。 継続 ・チェックと追跡のために、Webサイ
トに記載されている機械の明確な技術
仕様要件を示す必要がある。

10. 環境問題・廃棄物処理・炭素中立関連の諸規制

1 日機輸 締約国のス
トックホルム
条約審議途上
での独自規制
の前倒し

・シンガポールやスイスなどのストックホルム条約批准国が、COPで廃絶勧
告され国連事務総長がレターを発行する前段階のPOPRC最終段階において、
突如、早期に前倒しで規制を行う場合が散見される。

新規 ・少なくとも条約批准国は条約の審議
の流れに則った規制スケジュールを順
守頂くように要望いただきたい。産業
界は条約の審議状況に応じて、サプラ
イチェーンへの連絡や製品への含有規
制をコントロールしているため、逸脱
した動きに困惑また、対応に苦慮して

・ストックホルム条約
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いる。都度、当局へ意見書を送付して
いるが、認められる場合とそうでない
場合があり、個別対応を強いられるな
ど、過剰な対応を迫られることとな
る。

15. 新型感染症に起因する問題

1 日機輸 入国にかかる
ワクチン接種
要件の不合理

・新型コロナの水際対策として、外国人の入国にはワクチン接種が義務付け
られている。しかし、規定回数のワクチンを接種済であっても、シンガポー
ルと日本のワクチン接種の運用の違い等により日本人が入国できなかった
り、必要以上にワクチンを追加接種する必要が生じるケースが発生してい
る。
シンガポールのルールでは、モデルナ製ワクチンは24日以上の間隔を空けて
2回の接種を行わないと「ワクチン接種完了」とみなされない。
一方で日本の職域接種に関する厚生労働省のガイドラインは、モデルナワク
チンの接種間隔は20日以上であり、既に2回のワクチン接種済であるものの
シンガポールの接種間隔要件を満たさず、入国できない者が複数名発生してい
る。

継続 ・ワクチン接種の入国要件化に際して
は、国ごとのワクチン接種間隔の差を
考慮して頂きたい。
・また、シンガポール国内での「ワク
チン接種完了」の認定基準と外国人の
入国要件を統一して頂きたい。

・保健省

99. その他

1 日化協 電気料金の高
騰

・【〇】
一年毎に契約している電気料金が2倍に高騰し、当社の利益を大きく圧迫して
いる。

継続 ・LNG発電に依存するシンガポールの
電気料金は、原油価格に大きく左右さ
れている。政府主導による代替エネル
ギー開発、企業への補助金等を進めて
頂きたい。

2024年版 シンガポール における問題点と要望 5 / 5

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。

貿易・投資円滑化ビジネス協議会26/79



問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日機輸 サービス業の
外資参入規制

・タイの外資規制でサービス業が対象となっており、現地資本との合弁か、
製造業のカテゴリーで出資、会社設立して、サービスを兼務する形とする
か、となっており、サービス拠点のみをローカライズすることを難しくして
いる。

新規 ・製造業関連のサービス業についても
外資規制を緩和して頂きたい。

2 日鉄連 サービス業外
資参入規制

・タイの会社に外国籍企業（タイにある企業を含む）がタイで技術指導を行
い対価を得る場合、外国資本の参入を規制する外国人事業法により、ライセ
ンスを取得しないと活動できない。

継続 ・制限緩和。 ・外国人事業法

3 日機輸 サービス業外
資参入規制

・外国人事業法による、外国企業のサービス業への参入制限が残存する
（2010年度回答）。
－電機・機械製品などの製造販売のみでなく、有料メンテナンスサービスな
どのサービス業を同時に行うことは外国企業（株式数の過半数を外国人また
は外国企業が占める会社）は不可。
－エレクトロニクス業界では、ハードの差別化に加え顧客サービスの優劣が
重要な競争要因であり、サービス分野の外資出資比率規制により顧客の利益
が損なわれている。

継続 ・外資規制の即時撤廃。

4 日機輸 グループ会社
へのサービス
業務の許認可
取得義務

・サービス業規制により、グループ会社に対して、技術支援や人事トレーニ
ング等柔軟な支援を行う事が困難である。IBC（国際ビジネスセンター）の認
可を取得するにしても、要件を満たすことが難しい。

継続 ・タイの地場産業もかなり発展して来
たので、サービス業も先進国並みの規
制緩和を実施して頂きたい。

・外国人事業法

5 日機輸 外国人事業ラ
イセンス取得
の不透明・困
難

・外国人事業法により、外資として案件毎にタイで進出する場合、Foreign 
Business Licenseの取得が必要となるが、限られた工期において同License
の取得に数か月単位で時間を要し工期を圧迫する。
また、プロジェクト期中に相当金額の現地預け入れが必要となり、建設終了
後も保証期間が満了するまで当該資金を本邦に回収できず、大きな資金負担と
なっている。

継続 ・同Licenseの取得の簡素化・短期化
を検討頂きたい。
・また、期中預け入れ金額の減額、本
邦回収の早期化の仕組み導入働きかけ
を検討頂きたい。

6 自動部品 事業目的の解
釈の不統一

・商務省事業開発局への新規ビジネスルートの取引について相談する際、担
当者によって見解が異なり、本関連業務に遅延が生じるケースが発生してい
る。

継続 ・担当者の見解を統一してもらいた
い。

7 日機輸 工場拡張規制 ・ゾーニング法により、工業団地外にある製造会社では、敷地内であって
も、工場の拡張が認められない。

継続 ・ゾーニング法の基準見直し。

8 日機輸 投資奨励制度
における自己
資本規制

・タイ投資委員会（BOI：Board of Investment）の投資奨励制度によっ
て、法人税免除等の恩典を受けるためには、当該投資の負債と登録資本金の
比率が3：1以内でなければならないという条件がある。

継続 ・当該規制を撤廃、または緩和して頂
きたい。

・タイ投資委員会（BOI）

9 日機輸 BOI投資優遇措
置の縮小

・2015年より、新投資優遇制度（クラスター制）が運用開始となった。 電
機産業の新投資プロジェクトにとって新制度は、従来のゾーン制で享受して
いた優遇措置に比べ大幅に低いものとなっている。
※本件は、これまでも提案しているものの改善がみられない。

継続 ・既進出企業/新投資への、従来恩典
継続を加味した奨励策への見直しをお
願いしたい。

・投資委員会布告第2/2557
号
・投資委員会布告第
10/2558号

10 日機輸 長期間を要す
るBOI廃却審査
 

・タイ投資委員会（BOI：Board of Investment）恩典を利用した部品、設
備等を廃却する場合のBOIの承認までの時間が実働30-45日かかる。
①治工具・装置関係はシステムでの手続き可能に。リードタイムは短縮され
ていない。
②部品についてはこれまでも提案しているものの改善がみられない。

継続 ・承認までのプロセスを迅速化して頂
きたい。
・また、審査の電子化を実施するなど
でプロセスの簡素化をお願いしたい。

・BOI恩典での廃却手続き運
用

11 日機輸 長期間を要す
るBOI返却審査
 

・BOI恩典を利用して輸入した部品や設備を不具合などの理由で返却輸出する
場合、BOIの承認までに実働15日程度かかる。
⇒実働1-2日で承認可能になり、承認プロセス改善済みであるものの電子化や
簡素化については未だできていない。

継続 ・BOI恩典を利用して輸入した部品や
設備を不具合などの理由で返却輸出す
る場合、BOIの承認までに実働15日程
度かかっていたが、実働1-2日で承認
可能になり、承認プロセス改善された

・BOI恩典での返却手続き運
用
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ことは大変ありがたいが、システムの
電子化や簡素化についてご検討頂きた
い。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日機輸 高輸入関税 ・業務用ディスプレイ製品を輸入する場合、現在20％の高関税が適用されて
いる。今後業務用ディスプレーを販売していく上で、タイ国内企業との価格
競争に鑑み不利となる可能性がある。

新規 ・デジタル機器であるため、今後
WTO ITA協定の拡大交渉での関税撤廃
を実現して頂きたい。

・タイ輸入関税率表

2 JEITA 輸入関税の課
税対象の恣意
的な変更

・Transfer PriceとSales Priceの逆転現象について、タイ販売会社が保税倉
庫に積んだ製品を、タイ国内の取引先に販売する際、保税倉庫への搬入時
と、保税倉庫から引き出す際の換算レートの違いから、大きく為替が動いた
場合、輸入価格の方が得意先への販売価格よりも高くなってしまう、逆ザヤ
が生じてしまう。
これに対して、タイ税関から輸入価格に対してVATを課す旨の連絡を受けた
ので、当該処理に対する法的根拠の明示を求めたが、拒否された。代わり
に、逆ザヤが生じている限り、通関を止めるという対抗手段を取られた。
更に、タイ税関はCIFを基準としているため、輸入価格に含まれる輸送費を計
算する際、すべての出荷ごと、アイテムごとに実費を計算するよう要求され
た。
そこでタイ販売会社は、輸入価格の調整及び輸送費の計算に非常に多くの手
間を取られている。

継続 ・THBへの換算レートに関して、過去
のレートを恣意的に適用することはや
めて欲しい。
・もしタイ国内法により、認められた
正当な行為ならば、当局の公式見解と
して、明示して欲しい。
・出荷毎、アイテム毎の輸送費実費計
算は、実務上困難であり、一定期間に
要したTotalの輸送費の平均値を輸送
費としてみなして欲しい。

3 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2003年3月10日、ステンレス冷延鋼板へのアンチダンピング税賦課（日
本、韓国、台湾、全EU）。
－2008年3月13日、ステンレス冷延鋼板サンセットレビュー開始。
－2009年3月19日、上記サンセットレビューの結果、措置継続を決定。
－2014年3月18日、上記アンチダンピングの2回目のサンセットレビュー開
始。
－2015年2月25日、DFTがクロの最終決定を公示。
－2020年2月24日、上記アンチダンピングの3回目のサンセットレビュー開
始。
－2021年2月17日、上記サンセットレビューの結果、措置継続を決定。

継続 ・措置の廃止。
・措置長期化に反対。

4 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2003年5月27日、熱延鋼板へのアンチダンピング税賦課（日本、韓国、台
湾など14カ国）。除外品目は輸出用、TF鋼、TMBPなどで、リロール用に関
しては、年度毎に輸入枠を設定。
－2004年3月19日、上記熱延鋼板アンチダンピング課税の一時的適用除外
(半年間)。
－2004年9月20日、上記熱延鋼板アンチダンピングの除外期間終了、課税再
開。
－2008年5月27日、上記熱延鋼板アンチダンピングのサンセットレビュー開
始。
－2009年5月26日、上記サンセットレビューの結果、措置継続を決定、併せ
て自動車用リロール鋼板等を除外。
－2010年6月30日、熱延鋼板アンチダンピング事情変更見直し最終裁定。ア
ンチダンピング措置継続中。
－2014年5月22日、上記熱延鋼板アンチダンピングの2回目のサンセットレ
ビュー開始。
－2015年1月12日、DFTがクロの最終決定を公示。
－2020年5月23日、上記アンチダンピングの3回目のサンセットレビュー開
始。
－2021年6月21日、DFTがクロの最終決定を公示し、措置継続。

継続 ・措置の廃止。
・措置長期化に反対。

5 JEITA HSコード解釈
の不統一

・輸入の際、Tariff Codeと関税率を明確にする必要がある。もし輸入者が
Tariff Codeと関税の支払い間違いを避けたい場合は、タイ税関に問い合わせ
書を提出、判断を仰ぐことができるが、判断の有効期間は1年であること、ま
た部品番号ごとに問い合わせ書を提出する必要がある。しかし現実的に毎年
全ての品番についてTariff Codeの判断を仰ぐのは難しい。

継続 ・タイ税関による製品ごとのTariff 
Code判断基準の明確化。
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またタイ税関によるTariff Codeの判断が、製品、機能は同じであるにも関わ
らず、判断が変更されるという問題が最近、発生した。Tariff Codeの判断基
準が不明確であり、タイ税関の担当者により、判断が異なることがある。
さらに、輸入者がTariff Codeの判断について異議申し立てを行おうとした場
合、再判断まで非常に長い時間(最大2〜3年)かかり、また期日も明確でな
い。

6 自動部品 HSコード解釈
の不統一

・HSコードに関して、以下の問題がある。
①HSコードEの解釈が担当者によって異なる。さらに、責任ある職員が使用
するHSコードの全桁数に関する公開情報がない。
－HSコード変更通知命令として、弊社は日本から輸入しているブレーキ部品
のHSコードを定期的に変更するよう指示を受けている。
自動車組立部品 (HS コード: 8708.30.90から8708.99に変更)となり、税率
が10％から30％に変更となる。
※弊社日本拠点はブレーキアッセンブリー部品 (HSコード: 8708.30.90)と
同じ部品を輸入中。
②同項のHSコードに関して中国と日本の税関で矛盾がある。

新規 ・HSコードの判定基準を統合 ・判定
基準の開示。
・輸入開始時同一HSコード: 
8708.30.90 (関税10％)の適用。

7 自動部品 HSコード解釈
の不統一

・税関職員によってHSコードの判断結果に差異ある。
2010年ごろSHIM A,B SHIM INNER ,SHIM OUTERで、最初はHSコード
8708.30.90税率10％適用していたが、その後税関から税率が10％から5％
に関税率を下げる通知書を発行されたため、申請書を税関に提出してHSコー
ド8708.30.90税率10％から5％に関税率を下げると承認を受領。
しかし、2023年の税務調査で税関の違う部門の職員はそのHSコードは間違
いと判断し5％⇒30％と指摘され、受差額の税金と罰金を要求された。
同じ税関でも違う部門により同じHSコードの決定基準の結果が違っている。

新規 ・税関の全部門の職員はHSコードの
決定する時、統一基準で判断してもら
いたい。

8 自動部品 HSコード解釈
の不統一

・担当官によりHS コードの解釈が違う。
また、担当官が使用するHSコードの全桁数の公開情報が無く、担当官の判断
により適用区分が異なる判定をされることがある。
弊社が中国から定期的に輸入している部品において、HSコードの変更をする
ようにとの指摘をタイ税務局から受けた (HSコード: 8413.91から
7616.99.90への変更)
この結果、関税率0%から10%へ変更された。
※弊社のインドネシア拠点でも同一部品の輸入しており、関税0%である  
(HSコード: 8413.91)
中国日本税関で同じ部品のHSコードに対する見解が不一致である。

継続 ・HSコード判定基準の統一化。
・判断基準の情報公開。
・輸入開始当時と同じHSコード: 
8413.91 (関税0%)の適用。

9 日機輸 FTAフォームの
HSコードの不
一致によるFTA
不適用

・輸出側（中国）のHSコードが、輸入側（タイ）の税関が割り当てたHS
コードと一致しないため、FTAが適用されない。

継続 ・輸出国・輸入国のHSコードが不一
致のため、FTA/EPAを申請・利用(適
用)できない事例が発生している。
・特定の国に関わらず、発生が想定さ
れる課題のため、ASEAN内やRCEP
といった協定内で不一致の場合の適用
可否の判定ルール、適用のための確認
手続き等を策定し、HSコードが不一
致なケースでも可能な限りFTA/EPA
を申請・利用(適用)できるようにして
頂きたい。

10 日機輸 E-Form D（特
定原産地証明
書の電子版）
手続の不透明

・タイとマレーシア、タイとベトナム等、ASEAN域内で、特定原産地証明書
により相互に免税を享受することができるが、紙での発行と、電子（E-Form 
D）が並行して運用されている。（当初はもちろん紙からスタートして、電子
化がまだ半ばで、併用されている状態）
なぜか、時々、紙と電子の内容が異なると税関から指摘が入ることがあり、
「内容が異なる」と言われても、輸出者・輸入者が持っているのは従来の紙
の原産地証明書のみで、電子は、各国政府機関（省庁）か税関しか見ること
ができない。「紙と電子で内容が異なるので、免税は認めない」と言われる
と、内容の修正もできないし、反論もできず、通常の関税を支払うしかない状
態。

継続 ・紙と電子の併用をやめて、どちらか
に統一して頂きたい。
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それほど高い頻度で発生しているものではないが、政府機関（省庁）や税関
は、情報が異なる箇所は教えてくれるが、なぜ、電子と紙の内容が異なるの
か、彼らからは情報を得られず、輸出者・輸入者ではわからないので、改善や
対策の立てようがない状態。

11 日機輸 特定原産地証
明免税手続の
煩雑・取得困
難

・原産地規則により日本原産品であることを証明すれば、特定原産地証明書
を取得出来、特恵関税を受けられるが、商工会議所から製作工程の提出要請
を受ける等、非常に手間がかかる。

継続 ・必要書類の明確化。
・不要な書類提出要請をしない。

12 日機輸 特定原産地証
明免税手続の
煩雑・取得困
難

・包括的な承認制度ではなく、輸入の都度、対象となる貨物について、タイ
における製造工程や、自動車用の部品であることを証明する各種の詳細な書
類（タイの顧客から提出頂く必要があるものも含む）を添付して申請しなけ
ればならない。
輸入貨物到着前に申請しても、承認手続きに時間がかかるため、輸入時に
は、後日返金手続きを取る権利を留保しつつ、満額の輸入税を支払って輸入
しなければならない。タイの顧客には、減税前提の価格で販売するため、一
時的に当社の持ち出しとなる。
①同じ会計年度のうちに承認が下りて、関税差額の返金が受けられればよい
が、会計年度をまたぐこともしばしば。
②返金手続きもまた煩雑。輸入時のインボイス・Packing List、輸入申告書
控、承認通知を揃えて、対象となる商品を明示しながら返金申請をしなけれ
ばならない。（すべて紙ベース）返金申請書を提出してからも、年単位の時
間がかかっているのが現状。

継続 ・自動車生産用の構成部品は、一定期
間、繰り返し輸入されることが多いた
め、包括的な承認制度として頂きた
い。（1年ごとの更新が必要とされて
も、現状の輸入の都度申請するよりは
歓迎）

・Automotive Parts 
Reduction Scheme under 
Section 12

13 日機輸 特定原産地証
明免税手続で
の記載間違い
による過大な
ペナルティー

・特定原産地証明書の記載間違いによる過大なペナルティーを要求（2022年
度）された。
税関職員の報奨金分配制度に起因するトラブルが継続されているとの情報も
あるが、指摘事項は承知してはいるものの超過費用発生の妥当性が不明。

継続 ・海外税関とのトラブルに関して本邦
で相談出来る窓口の開設。

14 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

15 自動部品 EPAの管理体
制の強化

・原産地証明書（COO）の要求が増加傾向。EPA管理品目が増えれば、定期
的な原産確認の件数も増え、管理体制（人員・システム化など）を見直す必
要があると考えている。

変更 ・解決済（国際物流WGにて対応中）

16 日機輸 税関の報奨金
分配制度の弊
害

・タイの通関でBP/IBP制度が存在しないため、暫定価格での通関後の最終価
格への修正で過大なペナルティーを要求される。
且つ、調査期間を不必要に延ばすことで延滞金利を多く徴収された。（報奨
金分配制度による悪影響がある）。

継続 ・BP/IBP制度の導入。
・報奨金分配制度の廃止。

17 日機輸 税関の報奨金
分配制度の弊
害

・税関担当官の恣意的な判断により不適切に高い関税を徴収される。（担当
官によって判断が異なる場合ある。）
背景に関税納付漏れとなった場合、税関職員の給与補填的な側面を持つ報奨
金分配制度がある（2017年11月に関税法が改正され、報奨金の減額等を含
む内容であったが、報奨金分配制度自体は残っている）。

継続 ・通関当局の判断の統一。
・報奨金分配制度の廃止。

・関税法

18 日機輸 課税価格への
ロイヤルティ上
乗せ

・関税額を決める際、契約上はロイヤルティが生じないのに、ロイヤルティ
が生じたと見なした上で課税価額を決められている。同じ契約内容でも、他
国ではロイヤルティが生じたとみなされていない。

継続 ・WTO協定に照らし、ロイヤルティ
を課税価格に含めるべきかを適切に判
断して欲しい。

・WTO関税評価協定

19 自動部品 通関手続の煩
雑・遅延・不
統一

・部品輸入の際、輸出入規制ルールに従ってTISI (タイ工業規格協会）より輸
入許可承認を得るためにTISIシステムに登録しているが、TISIは電子承認のプ
ロセスに加え、紙ベースで回覧承認するプロセスもあり、処理に時間が掛か
る。
このため輸入品が計画通りに受け取れず、生産遅延に繋がるケースがある。

継続 ・TISIの承認回覧時間短縮化。
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20 日機輸 輸入申告書類
のタイ語での
記載義務

・タイ輸入申告で申告書類を全てタイ語にする必要がある。日本出荷時の
Invoiceに記載の品名(英語)からタイ語訳する為に、追加情報を求められるこ
とが多く、大変手間が掛かっている。

継続 ・英語でもタイ輸入申告が出来る様に
して欲しい。

21 医機連 ラベル規制 ・国が定める特殊なラベル規制により生産工程に負荷が発生。効率悪化の原
因。

新規 ・ラベルで規制を行うことなく、登録
手続きのみ実施へ変更をお願いした
い。

22 日機輸 化学品成分の
100％開示要
求

・化学品(Chemical)輸入規制が厳しすぎる。Chemical出荷の場合、100% 
CAS No.を表示した安全データシート（SDS：Safety Data Sheet）の提出
を求められるが、メーカーの社外秘で成分を100%開示してもらえない事が
大半で、実質タイへの輸入が不可になっている。

継続 ・CAS No.は、一定%以下は開示不要
とするなど、企業の秘密情報を守りつ
つ貿易出来るような条件にして欲し
い。

23 JEITA 輸入ライセン
スの取得の厳
格・不透明

・通信モジュールをタイ国内に輸入する際、NBTC（National 
Broadcasting and Telecommunications Commission：2010年にでき
た）認証を求められるケースがある。
昨今、タイにおける通信モジュールの取引量が増えたことに伴い、顕在化し
てきた問題。
Regulationの規定が不明瞭で、Officerによって解釈が異なり、認証を求めら
れたり、求められなかったり、一貫した運用がなされていない。
同様に、Batteryをタイ国内に輸入する際、TISI（Thai Industrial 
Standards Institute）による認証をと求められるケースがある。
ただ、こちらもNBTC同様、当局側の運用に一貫性がない。

継続 ・明確化に向けたRegulation自体の見
直し。
・個々担当者による制度運用のバラツ
キ解消。

24 日機輸 再輸入免税申
請における手
続きの厳格

・タイ側で再輸入免税を受ける際、Net weightの記載がタイからの出荷時と
タイへの輸入時で全く同じである必要あり。計測誤差等が許されず、書類の訂
正が多い。

継続 ・Weightについては、確認対象外と
して頂きたい。

25 自動部品 輸入法の変更
箇所把握の困
難

・輸入新法または特権に関する変更がある場合、税関は法規制の新バージョ
ンをウェブサイトにアップロードするが、どこが変更されたのかまでは明示
されない。
その結果、輸入者は慎重に確認する必要があり、誤解発生や違法を犯してし
まうリスクがある。

新規 ・新バージョンと旧バージョンの変更
点を明記してもらいたい。

26 自動部品 化学物質の輸
入審査の遅延

・タイ工業省工場局(DIW)の審査時間が長く、新規材料 (化学物質)の輸入手続
きに時間が掛かる。

継続 ・タイ工業省工場局の審査時間の短縮
化。

27 日鉄連 鉄鋼製品への
強制規格制限

・国内ミルの圧力により、規格制限。
－1993年12月、棒鋼規格厳守化(TIS規格)
－1998年5月、形鋼　　〃　　(　 〃　)
－1998年12月、線材　　〃　　(　 〃　)
－1999年1月、熱延鋼板類〃　(　 〃　)
－2002年5月、冷延鋼板類〃　(　 〃　)
－2008年9月、熱延鋼板TIS528(2548)が一部変更となり旧ライセンスは無
効となる。
2・008年12月、強制規格認証にあたり厳格な運用が開始。
(09.01.26に一度新規定が公示発効され、即撤廃された後に、新たな製品検
査規定が公示された)
－2009年3月4日、上記規定発効。
－2014年12月、TISIが一部品種（熱延、冷延鋼板）に対するミル監査の緩
和。
－2016年8月1日、（1回/1年→1回/2年）を官報告示。
－2017年3月16日、TISIが輸入許可及びフォローアップのための監査基準と
方法を2016年7月8日付で改訂、同年8月1日に発効。
－2017年3月16日、形鋼に対する強制規格(TIS1227)が更新。
－2017年3月20日、電気亜鉛めっき鋼板に対する強制規格が導入。
－2017年6月19日、鉄筋用棒鋼に対する強制規格(TIS20)が更新。
－2020年8月27日、溶融亜鉛めっき鋼板に対する強制規格(TIS 50)が導入。
－2021年7月20日、QRコード表示を義務化。

継続 ・制度の撤廃。
・手続き(含む　除外制度)の明確化・
簡素化。
・監査工程の軽減。
・監査回数の頻度軽減。

・工業規格法
・各々の強制規格
・製品検査規定
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

28 日機輸 中古部品輸入
許可取得の煩
雑

・環境配慮の目的でリユース部品を輸入する際、当該品が廃棄物とみなされ
輸入許可を受けるための手続きが煩雑で、リードタイムを要する。
また、タイ工業省工場局（DIW）と税関の連携もなく、輸入者としては体制
の整備をお願いしたい。
※本件は、これまでも提案しているものの改善がみられない。

継続 ・迅速な輸入許可を実施して頂きた
い。
・DIWと税関で連携して頂きたい。

29 日機輸 輸入規制該当
品の許可申請
の煩雑・遅延

・輸入規制該当品の場合、その規制を管轄する各機関への個別許可申請が必
要で、許可までの手続きが煩雑かつリードタイムも異なり苦慮している。ワ
ンストップサービスのような形に体制の整備をお願いしたい。

新規 ・税関、各機関の連携強化を実施して
頂きたい。
・申請から許可の手続き簡素化、リー
ドタイム短縮を実施して頂きたい。

・税関告示131/2561

30 日機輸 輸出規制該当
品の新ルール
の不透明・未
整備

・2019年1月より適用される新ルールとして、輸出する全点、該当・非該当
のチェックをし、品目によってはDFT（海外貿易局）への申請手続きが必要
だが、詳細運用が確立されていない。
⇒2020年7月運用開始に延期となったが、通知も遅く、混乱している。
⇒さらに延期となっている上、いつから開始となるか正式な通知がない。
⇒これまでも提案しているものの改善がみられない。

継続 ・セミナー開催などによる企業側への
詳細説明を実施して頂きたい。
・企業側が抱える問題点を収集し運用
改善をお願いしたい。

・商務省告示

31 日農工 危険品の輸送
規制

・バッテリー駆動製品出荷に関して各国輸送規制が厳しく、販売促進のネッ
クになっている。基本リチウムイオンバッテリーは危険品扱いのため、船や
エアーに関わらず、危険品としての運賃受入やスペース確保が必要。現在は製
品に附属のまま危険品コンテナでの輸送（アメリカ）または製品から取り外
してバッテリーのみをエアー輸送（欧州）等、出荷先によって対応が異なるた
め、特にFOBは現地側の状況ヒアリングなどが＋αで発生している。

継続 ・リチウムイオン電池の輸入は各国の
規制でやむを得ない点が大きいが、今
後の世界的な需要を満たしていくため
に統一ルールなどがあれば対応しやす
い。

3. 経済安全保障に起因する問題

1 日機輸 "Possible 
DUI" の基準の
曖昧・不明確

・輸出貨物について、HSコードによって、"Possible DUI" (安全保障輸出管
理法制上、規制対象の貨物）に分類されると、機微な貨物かそうではないか
という確認を、製造者から書面で入手しなければならないが、なんの変哲も
ない自動車部品（ボルト等）が"Possible DUI"に分類されることがあり、基
準が不明。また、常にその製品が"Possible DUI"となるわけでもない。安全
保障輸出管理法制を導入しているが、実態は非常に未熟。現在は、まだ国の
許可を取得するというプロセスは始まっていないが、現在のような基準で、
許可取得が必要になるかと思うと、輸出ビジネスには大きな障害になると懸
念する。

新規 世界標準の「安全保障輸出管理」を導
入して頂きたい。

2 日機輸 TCWMD法運
用の未確立

・タイでは、2020年1月に同国の安全保障貿易管理の基礎となる「2019年
大量破壊兵器および関連品目貿易管理（TCWMD：The Trade Controls on 
Weapons of Mass Destruction）法」が施行されている。その後、2021
年12月になって、大量破壊兵器（WMD）関連物資および最終用途や最終需
要者がWMDに用いられる物資にかかる貿易管理上の措置についての通達が発
出された。
2021年に公表されたが、該非判定及びキャッチオール規制（CAC）の詳細
な運用が決定されていない。しかし、開始時期も明確になっておらず、今後突
然開始をすることになると、実運用で大きな支障を及ぼす恐れがある。

継続 ・セミナー開催などによる企業側への
詳細説明を実施して頂きたい。
・企業側が抱える問題点を収集して考
慮頂きたい。

・商務省告示

4. 為替管理・金融

1 日機輸 外貨規制緩和
措置と税務行
政との不整合

・2010年に入り外貨規制緩和が発表され、基本的には改善の方向で動いてい
るが、中銀による規制緩和と税務面での整合性がとれていないので、実質的
にワークしていない。
付帯条件のうちオペレーション上支障となりうる細則について、さらなる改
善を求める。
為替管理：
－外貨講座の原資別口座管理規則の撤廃
－国内外貨決済における下記条件の撤廃
①輸出で得た外貨のある企業のみが以下支払可
②実需確認資料の銀行への提出
③歳入庁からの外資インボイス発行許可の取得

継続 ・国内外貨決済につき、中銀と税務当
局が調整を行い、課税リスクを排除し
て欲しい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

2 日機輸 Gearing Ratio
規制

・在タイ金融子会社にGearing Ratio(負債比率)が課されており、短期借入金
÷資本金の比率が7以下になるよう要求されている。

継続 ・同規制を撤廃して頂きたい。
・少なくともGearing Ratio規制が必
要な場合は、タイ・トレジャリーセン
ター単独ではなく、タイにおけるグ
ループ会社連結ベースとして頂きた
い。

3 日機輸 国外グループ
への貸付困難

・余剰資金のグループ内活用の為、親会社への貸し付けを行いたいが、貸付
ライセンスの取得が困難かつ高コストである。
⇒外国人事業法において改善に向けた発表があったが未施行。詳細は未だ不
明になっている。
⇒タイ投資委員会（BOI：Board of Investment）恩典の国際ビジネスセン
ター（IBC：International Business Center）ライセンスでの規制緩和が
あった。

継続 ・欧米などの金融先進国並みの資金移
動への柔軟な対応を実施して頂きた
い。

・外国人事業法

5. 税制

1 日機輸 BOI恩典の税制
上の扱いの難
解

・タイ投資委員会（BOI：Board of Investment）恩典については歳入局と
所管が異なり、税法上の解釈が難しい。
恩典の使用方法によっては1つの恩典のメリットが、税法上で別の恩典のデメ
リットに繋がるケースがある。
例えば、光熱費・国内輸送費の2倍控除を適用すると、BOI事業利益からの配
当源泉税免除の免除枠が小さくなる等の関係がある。

継続 ・投資奨励の思想に基いた税法上の運
用を行って欲しい。
・光熱費・国内輸送費の2倍控除と
BOI事業利益からの配当源泉税免除の
関係のように、BOI恩典の使用方法に
よっては、投資した会社が後から損失
を受けるような恩典については、具体
的かつ分かり易いガイドラインを作成
して説明するなど、事前に注意を促し
て欲しい。

・投資奨励法
・歳入法典

2 日鉄連 法人税務調
査・更生の恣
意性

・タイ投資委員会（BOI：Board of Investment）認定企業（=非課税）の通
関業務をコイルセンターが代行するケースで追徴課税が発生した（法解釈の
恣意性）。

継続 ・追徴課税中止。

3 日機輸 還付申請にお
ける税務調査
の長期化

・過納付となっている源泉徴収税の還付申請を行っているが、税務調査が全
く前に進まず、長期間に渡って還付が実現してない。過納付金額も大きいので
相応のリスクとなっている。

継続 ・還付申請を行った際の税務調査に対
して期限を設けるなどして還付作業が
円滑回るような仕組みを構築頂きた
い。
・それが難しいようであれば、建設業
における一般的な利益率を考慮頂き、
そもそもの源泉徴収税率を軽減（例：
3%→1%）することで過納付となる金
額が下がるような配慮をして頂きた
い。

4 日機輸 源泉所得税の
厳格な制度運
用、還付の困
難

・日本法人がタイ国内でタイ法人に対する役務提供を行った場合、15％の源
泉税が課される場合が多い。租税条約で課税が免除される取引であっても、
タイ法人は源泉徴収漏れのリスクがあるため源泉徴収を免除することはでき
ないと主張しており、また、過誤納付分についてもタイ課税当局は還付には
応じない可能性が高く、タイ法人に対する税務調査を誘発することになるた
め対応が難しいとされている。
租税条約で免除される外国法人税であるため、日本における外国税額控除の
対象とはならず、二重課税の問題が生じている。

継続 ・租税条約で課税が免除される取引に
ついて、タイにおける過誤納付が生じ
ているのであれば、タイ法人に対する
税務調査を誘発することなく、スムー
ズに還付手続きを行って頂きたい。

・日タイ租税条約
・JP-TH DTA

5 日機輸 対応的調整に
対する源泉税
課税

・タイでは、APA等での対応的調整において、送金が行われるか否かにかか
わらず、みなし配当に係る源泉税が課せられる(二次的調整)。また本源泉税
は、日本における外国税額控除の対象にならず二重課税になると理解してい
る（法人税法施行令同142条の2第8項五号）。

継続 ・実際に現地へ送金がなされた場合に
ついては、みなし配当源泉税を免除し
ていただきたく要望したい。

・タイ歳入内国法、
DGN400

6 日機輸 親子間配当に
おける源泉徴
収課税の懸念

・親子間配当について10％の源泉徴収課税が行われており現地子会社から日
本の親会社への利益還流の障害要因となっている。

継続 ・現地子会社から日本の親会社への親
子間配当への源泉所得税を免税
（0％）にして頂きたい。

・租税条約
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7 日機輸 長期を要する
税還付

・税金の還付に時間がかかる（通常の法人税還付で約2〜3年）。
事業終息した会社の清算もなかなか完了できない。

継続 ・税務手続きの早期化。

8 日機輸 外国税額控除
の申請の困難

・親会社（日本）で発生した源泉所得税の税額控除をタイで申請する為に
は、日本の税務署が発行した証書（公文書）をタイ語に翻訳したものを日本
の公証役場に持ち込み、証明してもらい、その後に、日本のタイ大使館で認
証を受けたものをタイの税務署へ提出する必要がある。
現状、費用対効果を考えると、少額の税額控除申請が行えない状況になって
いる。

継続 ・タイの税務署は、タイに所在する日
本大使館の印章証明で税額控除を受け
付ける様になって頂きたい。

・日タイ租税条約(外国税額
控除)

9 日機輸 日タイ租税条
約の高い配当
源泉税率

・日タイ租税条約の配当源泉税率が15%と他国との条約に比べて高く、国内
法の税率と変わらない水準になってしまっており、投資効率が悪い。また、
ロイヤルティの源泉料率も15％と高い。

継続 ・他国との条約と同等の水準まで引き
下げて頂きたい。

・日タイ租税条約
・JP-TH DTA article 10 
and 12

10 日機輸 国別報告書の
提出要請

・タイでは現地法人に移転価格文書の提出が求められているが、FY21より記
載要件が大幅に増加している。これらの情報は日本で提出する国別報告事項
（CbCレポート）に記載される内容でカバーされている。更に提出期限が事
業年度終了後150日以内となっており、日本でCbCレポートを提出する12か
月より先に提出期限が設けられてしまっている。

継続 ・MCAA（Multilateral Competent 
Authority Agreement=権限ある当局
による多国間合意）にサインされたた
め、CbCレポート上で既に内包されて
いる情報に関しては、CbCレポートの
提出期限に先立ち、別途国内法にて関
連データの提出義務を課すことは不要
として頂きたい。

・内国歳入法第71

11 日機輸 グローバルミ
ニマム課税に
対する政府対
応の不明確

・グローバルミニマム課税制度が導入された場合のBOI恩典の取扱いが不明確
である。
例えば、BOI恩典の税制メリットを享受することによって、国際最低課税額を
下回った場合、国際最低課税額の基準税率に未達の部分に対して日本側で課
税されるリスクが存在する。

新規 ・タイ政府の「タイにおけるグローバ
ルミニマム課税への対応方針」を、早
期に明確化して頂きたい。

・投資奨励法
・歳入法典
・BEPS包摂的枠組み
(OECD/G20)

12 JEITA 煩雑なVAT
ルールとプロ
セス

・非Free Zoneエリアに所在する販社がFree Zoneエリア内に所在する得意
先と取引を行う場合、得意先がSpecial Privilegeを有していない限り、得意
先に対して国内取引先同様に7％のVATを請求する。得意先は、当局に還付の
申請を行い、審査を受けた後、支払ったVATの還付を受けることができる。
得意先側で発生する煩雑さと手間を解消するには、販社がFree Zone 
Warehouse Operator Licenseを取得し、Free Zone内企業と同じStatus
を有する必要があるが、取得要件のクリアは容易ではなく、障壁となってい
る。

継続 ・Free Zoneに関わるVATルール、手
続きの簡素化。

13 日機輸 e-tax invoice
制度の未普及

・紙によるタックスインボイスの発行・業務負荷を大幅に軽減する目的で、
e-tax invoice/receipt制度が成立したものの、各社が容易に活用できるス
キームではないことから（別途ITコストが発生する）、ほとんどの取引先
は、紙によるタックスインボイスを発行しているのが現状となっている。

継続 ・各社が積極的に導入したくなるよう
な優遇税制等のインセンティブを検討
して頂きたい。

・歳入局による「e-tax 
invoice/receipt」制度

14 日機輸 Special 
Business Tax
の課税

・為替及び資金取引に対してVAT/SBT(Special Business Tax=特別法人事
業税)がチャージされる。

継続 ・課税を撤廃して頂きたい。 ・関税法

15 日機輸 ロイヤリティの
拡大解釈

・通常、役務提供や事業所得に該当すると思われるような事案についても、
タイ国内法のもとロイヤルティに該当するとする運用がされており、役務提
供料や役務提供と合わせて実施される資産の譲渡についてもロイヤルティの
15%源泉徴収が必要と判断されるケースがある。

継続 ・日タイ租税条約に準拠した移転価格
コンプライアンスや税務執行が行われ
るようにして頂きたい。

・日タイ租税条約
・Section 587 of the 
Thailand Civil and 
Commercial Code 
Section 40 (3) of the Thai 
Revenue Code

16 日機輸 税法解釈の曖
昧・不統一

・税務当局の税法解釈の相違や未熟さで、正規の税法が運用されないケース
がある。

継続

17 JEITA 非居住者への
コンサインメ

・マレーシア現法によるタイでのConsignmentや、シンガポール現法による
インドネシアでのConsignmentなど、得意先の要望により、海外で在庫を積

継続 ・AECやFTAといった国際的な枠組み
に準拠した各国国内法の迅速な整備。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

ント在庫要求 むことを要求される。
しかし、AECが発足により、ヒト・モノ・カネの自由化を謳いながら、PEの
問題であったり、外国企業に対する事業ライセンスであったり、障壁は残っ
ており、各国国内法の整備が追いついていない。その結果、ASEAN域内での
より自由度の高い柔軟な事業展開の足かせになっている。

6. 雇用

1 日鉄連 外国人/現地人
雇用比率規制

・駐在員事務所の外国人の人数が制限されている。 継続 ・制限緩和。

2 電機工 外国人従業員
数の制限

・外国人の雇用については現行のタイ法制上は、資本金 2M THB/人または
ローカル従業員4人に対して外国人駐在員1人に制限されているため、必要と
する外国人従業員数の確保ができない。

新規 ・規制の緩和。 ・Rule of Department of 
Employment on the 
criteria for the 
consideration for work 
permit issuance B.E.2547

3 日機輸 労働賃金の上
昇、減額不可

・最低賃金は、不定期的に上昇。
労働法により、賃金の引き下げができず、労務費コントロールが困難。

継続 ・段階的、計画的な最低賃金の改訂。
・柔軟な賃金改定を可能とする労働法
の改訂。

・労働省など

4 日機輸 エンジニア・
管理職の人材
確保の困難

・人事・経理・ITなどの管理者層、即戦力のエンジニアなどが慢性的不足。 継続 ・国家をあげての人材育成取組み強
化。

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 労働許可取
得・更新手続
きの煩雑・遅
延

・出張者と赴任者の現地での就労許可の申請手続きが同じであり、準備に負
担がかかっている。会社が準備する書類（認証対応含め）の多さに加え、出
張者本人の卒業証明書や戸籍謄本の取得が必要とされている。
(※）赴任者に対する現地での就労手続きについてはこれまでと同じである
が、日本国籍の出張者については、2024年1月より3年間、30日以内の出張
では商用ビザが不要になった。但し、タイ入国時にはInvitation letter 等、
商用目的を証明できる書類を担当官に提示する必要はある。

継続 ・出張者の申請手続きを簡素化して頂
きたい。

2 日機輸 労働許可取
得・更新手続
きの煩雑・遅
延

・出張者と赴任者の現地での就労許可の申請手続きが同じであり、準備に負
担がかかっている。会社が準備する書類（認証対応含め）の多さに加え、出
張者本人の卒業証明書や戸籍謄本の取得が必要とされている。

継続 ・出張者の申請手続きを簡素化して頂
きたい。

3 日機輸 労働許可取
得・更新手続
きの煩雑・遅
延

・出張者と赴任者の現地での就労許可の申請手続きが同じである。 継続 ・出張者の申請手続きを簡素化して頂
きたい。

4 日機輸 外国人の居住
報告

・入国管理法においてTM30（外国人の居住報告）が規定されており、土地
の保有者、アパートメント、ホテルその他の住居の保有者は外国人を滞在さ
せる場合に、外国人がタイ国内に入国してから24時間以内（再入国含む）に
イミグレーション（移民局）又は居住地区に、イミグレーションが無い場合
には警察署に、報告をする義務があるが、特にアパート・コンドミニアムの
オーナーは制度を理解していない人が多く、実態としては、うまく運用され
ていない。その中で、2019年4月より手続きの厳格化の通達があり、ビザの
延長手続きの際に支障が出ているとの情報もある。実質的に運用に無理のあ
る制度である。

変更 ・TM30(外国人の居住報告)を廃止も
しくは手続きの簡略化して頂きたい。

・入国管理法など

5 日機輸 駐在員の90日
間ごとの通知
義務

・駐在員が1年間の査証を持っているにも関わらず、90日間以上の滞在をする
場合には90日間ごとに入国管理局への通知義務がある。

継続 ・90日間ごとの通知を簡素化して欲し
い。

・移民法
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

8. 知的財産制度運用

1 日機輸 知的財産権保
護の不十分

・模倣品への政府の対処は、以前に比べると改善はされたもののまだ不十
分。知財保護条約（PCT、マドリードプロトコル等）への加盟が進んでいな
い。
ハードだけでなく映画・音楽・ゲームなどソフトウェアの模倣品が依然とし
て流通している。
取分け、昨今伸長してきているECサイトを通じた模倣品販売やブランドの不
正使用の増加がみられる。

変更 ・取り締まりの強化。

2 自動部品 世界公知公用
の未規定

・新規性の要件として、出願前に発明が国内の公知公用でないことだけが規
定されている。そのため、タイ以外の国では公知である発明が、タイでは特
許権が付与されるという問題がある。

継続 ・世界公知公用を採用していただきた
い。

・タイ特許法5条、6条

3 日機輸 新規性判断要
件の世界公知
公用の未採用

・現在審議中の法案に含まれてはいるものの、新規性の要件として、出願前
に発明が国内の公知公用でないことだけが規定されている。そのため、タイ
以外の国では公知である発明が、タイでは特許権が付与されるという問題が
ある。

継続 ・世界公知公用の採用はグローバルス
タンダードになってきており、最近で
は中国でも世界公知公用が採用されて
いる。世界公知公用を採用して頂きた
い。

・タイ特許法5条、6条

4 日機輸 自発的な特許
分割出願不可

・現在審議中ではあるが、審査官が複数の異なる発明があると判断した場合
しか分割出願をすることができず、出願人は自発的な分割出願を行うことがで
きない。

継続 ・出願人が自発的に分割出願できるよ
うにして頂きたい。
・また、拒絶査定時、特許査定時にも
分割出願できるようにして頂きたい。

・タイ特許法26条

5 日機輸 優先権証明書
の提出義務

・優先日から16月以内に優先権証明書の提出が必要である。 継続 ・優先権証明書の提出を簡略化するた
めに、世界知的所有権機関のデジタル
アクセスサービス（出願人等は所定の
手続きを行うことにより、外国への特
許出願等について優先権主張をする際
に、DASを通じて日本国特許庁から優
先権書類の電子データを取得するよ
う、外国特許庁／期間に対して請求す
ることができる）を導入して頂きた
い。

・特許法第19条の2
・特許法に基づく省令第10
条

6 日機輸 出願公開時期
に関する規定
の不備

・現在審議中の法案に含まれているが、出願公開時期の明確な規定がない
が、審査請求時期は出願公開公報発行日から5年以内と規定されている。審査
請求期限を把握するのが難しい。

継続 ・優先日から18か月経過後速やかに公
開する規定を定めて欲しい。この規定
設立は、タイに義務付けられている、
RCEP発行後5年以内に国内法で担保
するという内容にも含まれているの
で、早期に実現して頂きたい。

・タイ特許法29条

7 日機輸 コンピュー
タ・プログラ
ムの不特許事
由

・コンピュータ・プログラムは不特許事由である。 継続 ・コンピュータ・プログラムを保護対
象にして頂きたい。

・特許法9条

9. 工業規格・基準・安全認証

1 日機輸 煩雑で長期を
要するTISI規格
認証取得手続

・TISI（タイ工業規格）の認証取得における運用上の問題について、モデル毎
の申請要、工場審査の手間、書類審査の所要時間長大等で製品の生産、出荷
に支障を来たすこともある。かつコストも馬鹿にならない。
安全規格（TIS）の係官の工場審査が義務付けられ、販売金額が少ない海外か
らの輸入品に対しても必要（費用対効果から一部商品は輸入を中止せざる得
ない）。

継続 ・認証手続きの簡素化。 ・外貨管理局規則
・税務細則

2 医機連 アセアン医療
機器指令

・タイは近年、薬事規制が整備され、ベースはアセアン医療機器指令
（AMDD)に基づくようになったのは良い傾向であると考えるが、ASEAN共

変更 ・現状アセアン医療機器指令
（AMDD)に完全に基づいているマ
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

（AMDD)には
無いタイ独自
の資料要求

通提出書類一式（CSDT：Common Submission Dossier Template）で要
求される項目がタイ独自のものが依然としてあるように感じられる。（原材
料のSafety Data　Sheetを独自に要求されるなど）

レーシアなど他国と要求する資料項目
を統一して欲しい。

3 医機連 医療機器規制
の不明確

・過去にコンベンショナルレンズをタイに申請した際に、有効期限や使用可
能期間をラベルに印字することを要求された。タイ国での参考値として参考
とすべきガイドラインや通知類がなく、コンサルタントの提案で1年以内とし
て設定したが、コンベンショナルレンズでもいわゆる頻回交換として認可を
得なければならなかった。
またタイでは、日本での承認取得の実績が、どれほど考慮されているのかも
不明で、明確なガイドラインがない中で常に手探りの状態での資料作成を余
儀なくされた。

継続 ・ガイドラインや通知類の発出による
規制の明確化、および審査の簡略化を
要望致する。

・Thai Medical Device 
Act B.E 2551 (A.D.2008)
・Medical Device Act 
(Vol.2) B.E. 2562 (A.D 
2019)

4 日機輸 法制度未整備
下での運用、
輸入製品成分
開示要求

・タイでは、2015年から新規物質届出やそれに付随する既存物質インベント
リー申請等を要求する正式な文書（法律、当局告示等）がないまま、物質や
化学品の届出が開始された。
この状況は未だ改善されていない。一方、以下のような非常に煩雑な対応の
要求もあった。
－2016年末までに本届出を行い2019年時点で審査未了の届出に対する機密
情報再提出の要請が2019年にあった。
－2017年末までに本届出を行い2020年時点で審査未了の届出に対する機密
情報再提出の要請が2020年にあった。
さらに新法（化学物質法案）も提案されたが、現法との関連が不明瞭であ
る。
※現在も改善が見られない状況である。

継続 ・法律の整備を行い、文書を発行（お
よび、法律を発効）してから運用を開
始して頂きたい。
・また、輸入する化学品の全成分を登
録または開示させるような義務は課さ
ないで頂きたい。
・既存法（仏歴 2535年 有害物質法）
と新法案（化学物質法案）の関連を明
確にして頂きたい。

・仏歴2535年有害物質法
・(施行予定不明)の新規物質
届出を要求する規制
・化学物質法案

10. 環境問題・廃棄物処理・炭素中立関連の諸規制

1 日機輸 環境保護の不
十分

・タイでもWEEEが施行されようとしているが、詳細は依然不明。
そもそも、ゴミの分別等の制度や、国民の環境意識も決して高くないタイ
で、新法の公平な運用が行なわれるのか、真面目に対応するメーカーの負担
だけが増えるのではないか、懸念あり。
（最近はタイ工業連盟などを通じて環境省に働きかけ、民意が多少反映され
る様にはなってきたが）

継続 ・WEEE法制化にあたっては、周到な
準備期間を用意すること。
・WEEE以前に、国民への環境意識の
啓蒙、教育。

2 日機輸 大気汚染問題 ・2019年以来、大気汚染（PM2.5 など）問題が深刻化。 継続 ・早期の対策を望む。 ・環境省など

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 日機輸 法制度・規則
の未整備

・輸出管理法、個人情報保護法など、最近新しい法律が施行されているが、
施行後も諸細則が未決定なことが多く、実運用面で対応に困ることがしばし
ばある。

継続 ・運用細則まで含めた法の施行、解釈
の余地のない法律の整備。

・各省庁、関係機関

2 日機輸 領収書への住
所記載

・費用精算のため受領する領収書に、会社の登記住所を一字一句誤りの無い
ように記入する必要が有る。店側に記入してもらうことになるが、時間が掛
かる上に、間違いがあった場合、再発行をして貰っている。

継続 ・住所の記載は廃止し、日本と同様に
会社名のみとするか、せめて会社名及
びTAX IDのみの記載とする等、簡略化
を要望。

99. その他

1 自動部品 電力インフラ
の未整備

・予期せぬ停電や瞬断が年に何度か起こる。
・自衛(自家発電及びUPSを設置)しないと生産活動に影響。

継続 ・電力インフラの整備。

2 自動部品 電気料金の上
昇

・2023年に電気代の値上げがあり、足元で基本料金が60%増加したが、足
元ではFT レートがピーク時から右肩下がりの傾向。ただしコロナ以前のレー
トにはまだ戻っていない。

継続 ・電力インフラの整備。

3 日機輸 洪水・治水対
策の不十分

・タイ政府が洪水対策のために治水工事を施しているが、想定を上回る降雨
量次第では、工場運営に支障をきたす恐れのある洪水被害に再度見舞われる

継続 ・ダムの現在貯水量と放水量だけでな
く、長期的な貯水量予測と放水計画、
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可能性がある。 対策の見通しを随時発表して頂きた
い。
・また、チャオプラヤ川の氾濫対策、
治水工事を実施して頂きたい。

4 自動部品 洪水・治水対
策の不十分

・過去、大洪水による操業の一時停止あり。 継続 ・恒久的な治水対策の実施。

5 日機輸 洪水・治水対
策の不十分

・2011年10月に発生した未曾有の大洪水に対し、政府の事前のリスク対策
が不十分だったため、直接間接に甚大な被害を受けた。

変更 ・タイ政府の治水対策の継続と、マ
ネージメントも含めた水資源運用体制
の適切な運用。
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2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 就労ビザ申請
に関する複雑
さ

・NZ就労ビザを申請する際、NZ移民局に認可されたNZ国内の代理人（ビザ
申請代行業者または弁護士）経由、またはNZ移民局HPネット経由で申請す
る必要があり、日本国内から申請する場合に複雑で判り難い。この為、当社
のように駐在員事務所のある企業は良いが、新規で駐在員派遣を目指す企業
にとっては参入障壁となっている。

継続 ・商工会議所や大使館経由でも要望し
ているが、日本の旅行代理店や日本在
NZ大使館の窓口経由でビザ申請が可
能な申請形式に変更して頂きたい。

・NZ移民法
https://
www.immigration.govt.nz
/new-zealand-visas

99. その他

1 日機輸 不安定な電力
供給と割高な
電力料金

・ニュージーランドは発電の80%以上が水力・地熱等の再生可能エネルギー
由来であるが、水力発電所の水位が低位である場合など、老朽化した火力発
電に依拠するため、電力供給が不安定且つ電力料金が総じて割高であり、産
業の国際競争力の欠如に直結する。
2025年に再生可能エネルギー比率を90%にまで引き上げる政府方針である
が、環境に配慮しつつ安価なエネルギー供給の確保が肝要と考える。

継続 ・大手商社等による地熱発電事業参入
見られるが、より多岐にわたった企業
によるニュージーランド発電事業への
参入を奨励頂きたい。

・New Zealand Energy 
Strategy2011-2021(NZES
)
https://
www.mbie.govt.nz/
building-and-energy/
energy-and-natural-
resources/energy-
strategies-for-new-
zealand/new-zealand-
energy-strategy/

2 日機輸 土地取得手続
きの煩雑・遅
延

・植林地用途として、外国企業がNZ国内の農地を買収する際、NZ 
Overseas Investment Committee(OIC)による"Farm Land Benefit 
Test"を申請する必要が有る。Resource Consent（資源利用許認可）と共に
手続きが複雑かつ膨大な時間を要するため、競合物件の獲得ロスリスクが大
きい。

継続 ・所管行政機関による手続きの簡素化
が求められる。

・Farm Land Benefit Test
https://www.linz.govt.nz/
guidance/overseas-
investment/overseas-
investment-tests/benefit-
new-zealand-test/farm-
land-benefit-test
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

4. 為替管理・金融

1 日機輸 通貨規制 ・パプアニューギニア中央銀行による通貨規制は継続しており、パプア
ニューギニアの輸出顧客からの支払いが疎外されている。顧客はオーストラ
リア・ニュージーランド銀行と良好な関係を築いているが、割り当てられる
米ドルの「1日の割り当て」がまだあるため、これは支払いの取り決めにある
程度の影響を与える。

継続 ・通貨規制は我々の管理では改善し難
い。

2024年版 パプアニューギニア における問題点と要望 1 / 1
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 電機工 フィリピン建設
業許可証
(PCAB)取得手
続の厳格

・外資100％で工事請負ライセンス（PCAB）を取得する場合の条件である
「払込資本金2000万ドル以上」が厳しすぎる。また外資40％以下の現法の
場合でも、国際入札のプロジェクト用ライセンス発行に限られている。比国
企業と同様の工事請負ライセンスの発行へ緩和すべき。
フィリピン建設業許可証(PCAB)につき、最近の外資規制の緩和に合わせ、外
資100%であっても、すべての工事付き案件において、国内企業と同様に工事
請負ライセンスを付与してほしい。

継続 ・工事請負ライセンス（PCAB）の発
行条件緩和。
・PCAB取得資格の規制緩和。

2 日機輸 フィリピン建設
業許可証
(PCAB)取得手
続の厳格

・フィリピン建設業許可証(PCAB)につき、最近の外資規制の緩和に合わせ、
外資100%であっても、すべての工事付き案件において、国内企業と同様に工
事請負ライセンスを付与してほしい。

継続 ・PCAB取得資格の規制緩和。

3 日機輸 運転資金
（Assigned 
Capital）規制

・先端技術を使用せず、50人以上の直接雇用をしない外国企業のフィリピン
支店設立の際には200,000ドル相当以上の運転資金（Assigned Capitaｌ）
が必要となる。

継続 ・運転資金規制を撤廃していただきた
い。

4 日機輸 有価証券の預
託規制

・外国企業がフィリピン支店を設立する場合、Securities and Exchange 
Commission（SEC）へ市場価値で500,000ペソ以上の有価証券を預託しな
ければならない。
また、本社の財務諸表の数値が要件を満たしていない場合、追加の預託が必
要となる。

継続 ・有価証券の預託制度を撤廃していた
だきたい。

5 JEITA PEZA内の資産
移動の申請義
務、手続の煩
雑・遅延

・PEZA内での資産のやり取りに手続きが必要であり、そのリードタイムが2
日程度かかる。
外部業者より貸し出し出された倉庫内で在庫を保管する場合、そこからの払
い出しにはPEZAへの申請が必要である。そのため、一定の在庫を自社内で保
管する必要があり、面積生産性の向上を妨げている。また、突発的なトラブ
ルが夜間操業中に発生した場合、部資材の移動が行えず操業の妨げになる
ケースがある。

継続 ・資産の移動申請の簡略化、廃止。 ・Implementing Rules 
and Regulations, Rule X, 
section 3.Permits
https://
www.peza.gov.ph/
implementing-rules-and-
regulations

6 日機輸 PEZA企業物品
持出・持込の
オンラインシ
ステムの未整
備・非効率

・PEZA（フィリピン経済特区庁）が認定している企業の物品持出・持込の手
続におけるオンラインシステムの導入が2023年下期より拡大しているが、計
画性・一貫性に欠ける導入により次のような問題が発生している。
①導入拡大においてシステムの仕様が定まっていないにもかかわらず、PEZA
本庁から一方的な導入開始が宣言され、各PEZA認定企業が混乱した。
②定期的にシステムトラブルが発生し、各PEZA認定企業が物品持出における
伝票出力を行うことができず、数時間の納品停止/生産停止を招いている
③担保金(SuretyBond)を登録するプロセスに都度弁護士公証書類を提出する
プロセスが追加されるなど却って効率が悪化している
④サプライヤーに返却するリターナブルボックスに対する手続きが定まって
いないばかりか、工業団地ではPEZAからの一貫性のない指導が繰り返され、
リターナブルボックスの返却を行うトラックがPEZAのガードにより停められ
るなど都度現場が混乱する

新規 ・タイのBOI企業など同様のルール・
手続は他国でもみられるものの、フィ
リピンの手続はあまりに複雑かつ稚拙
であり、オンライン化したにも関わら
ず各PEZA認定企業が効率を下げると
いう逆転現象が発生している。
国際的な競争力を維持する観点でも、
各PEZA認定企業の意見を汲んで計画
性のある新規則の導入・合理的な手続
の再構築を行って頂きたい。

7 JEITA PEZA企業の優
遇税制縮小

・CREATE法の改正に伴い、VATゼロレート適用に関するインセンティブが
限定的となり、財・サービスの購入時にVAT支払が生じるようになった。特
に輸出型ビジネスでは売上時にVATが受け取れず、正常なVAT還付制度が機能
していない現状では実質的なコストとして認識せざるを得ない。この状況が
継続されれば前述のインセンティブ享受期間終了後、VAT支払額が営業利益
を上回る状況に陥り、フィリピンでのビジネス継続が不可能となる。

継続 ・CREATE法の見直し。
・VAT還付制度の健全化。

・CREATE法
RR21-2021
https://www.bir.gov.ph/
images/bir_files/
internal_communications
_1/
Full%20Text%20RR%202
021/RR%20No.
%2021-2021.pdf

8 日機輸 PEZA企業の優
遇税制縮小

・CREATE（Corporate Recovery and Tax Incentives for Enterprises 
Act-企業復興・税制優遇法）法案が承認された。CREATEは法人税が大幅に
引き下げられる（法人所得税率が現行の30％から25％への即時引き下げ）一

継続 ・経済区企業へのインセンティブの削
減は、将来的には外資誘致の足枷にな
る可能性があり、移行期間終了後の新

・CREATE
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

方、経済区企業の既存インセンティブが削減された。 しいインセンティブを検討して欲し
い。
・また、PEZA企業が投資決定時にそ
の条件としていた権利（インセンティ
ブ）のはく奪・変更は、政府の信頼性
を失うこととなり、外資誘致に負の影
響をもたらす。

9 日機輸 PEZA企業の優
遇税制縮小

・CREATE法の制定と関連規則の改正により、VATゼロレートは、登録輸出
企業の登録プロジェクトまたは活動に直接かつ独占的に使用される物品およ
び/またはサービスの現地購入および輸入取引にのみ適用されるようになっ
た。
本法の一連の関連規制の改正により、エコゾーンに進出している多くの日系
企業の事業活動に12％のVATが課され、事業を継続することが困難な状況に
立たされている。
また、VAT還付を請求することは可能であるが、VAT還付制度は現在効果的
に機能しておらず、実際には合理的なスケジュールで還付を受けることは非常
に困難である。

継続 ・本制度では、一般輸入企業へのメ
リット（VAT還付ポジションでなくな
ること）も有るため、CREAT法施行
前の状態に戻すことが一概に正しいと
は言えない。VAT還付請求が効果的に
機能していないことが真の問題であり
合理的なスケジュールでの還付を受け
られるよう改善されることを要望して
頂きたい。
・また、PEZA企業が投資決定時にそ
の条件としていた権利（インセンティ
ブ）のはく奪・変更は、政府の信頼性
を失うこととなり、外資誘致に負の影
響をもたらすことをご理解頂きたい。

・CREATE

10 日商 PEZA企業の優
遇税制縮小

・VATもそうであるが、CREATE法には曖昧な点があり、その解釈の違いに
より管轄団体との折衝が必要となる事案が発生している。
また、PEZA権限の縮小により事態が複雑化している。（従来は認められてい
たインセンティブの存続範囲についての係争事案等）

変更 ・PEZAインセンティブの保護、
PEZAによるワンストップ管理に戻
す。

11 自動部品 CREATE法発
布による課税
リスク

・CREATE法適応によるPEZA及びBOI企業でのVAT課税額等の優遇処置が減
少するリスク。

継続 ・PEZA/BOI優遇処置の継続。
・VATの適正かつ迅速な還付の実施。

12 自動部品 PEZA優遇税制
認可取消しリ
スク

・フィリピン子会社に対して財政インセンティブ審査委員会(FIRB)から
PEZA(フィリピン経済特区庁)による優遇税制認可を取り消すとの通達あり。
2021年4月Create法施行後、ルール改正に基づきPEZAはFIRBに優遇付与申
請を行うべきであったが、PEZAからの申請未実施により発生。
フィリピン政府機関間の連携不足が理由であり、FIRBへの再考申立書を提
出。

新規

13 製薬協 医薬品の価格
抑制

・2020年にフィリピン政府よりExecutive Order No.104が通知され、133
の医薬品が市場実勢価格から最大50％の強制的な価格引き下げの対象となっ
た。2022年3月には、Executive Order No.155の発令に伴い、
MDRP（Maximum Drug Retail Price：最大医薬品小売価格）制度の対象
医薬品が拡大され、さらに204品目の医薬品に価格の上限が設定された。
MDRP設定に対して事前に保健省と協議する場が設定されておらず、製薬企
業の介入が困難である。
また保健省は、MDRPメカニズムを監督し、薬価を規制するDPRB（Drug 
Price Regulatory Board：薬価規制委員会）の設立に関する法案も提案して
いる。

変更 ・MDRP制度について透明性の高い価
格決定プロセスの開示を求めるととも
に、MDRPの対象薬に関して製薬業界
や製薬企業と事前協議の場を設けて欲
しい。

・Executive Order 
No.104

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日鉄連 関税評価にお
ける設定単価

・フィリピン税関(BOC)が定める設定単価(Threshold Value)と比較して輸入
価格(FOB)が下回った場合、輸入企業は関連書類の提出や説明、申告額の修正
等を求められる。設定単価については、年に2回BOCが公表する
Memorandumに記載される。2018年12月19日、最新のMemorandumが
公表。HSコードベース196品目が対象製品。

継続

2 日鉄連 付加価値税の ・入荷時、VAT12%支払(Invoice Amountベース)。 継続 ・制度の撤廃。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

煩雑・過重負
担と関税の精
算

関税の精算(Invoice Amount/SGS’S Clean Report of Finding上のHome 
Consumption Value/輸出国における実際のHome Consumption 
Value〔税関は主要国の価格リストを所有〕の内、一番高いものをベースとし
て再度関税を計算、また入荷時の為替レートをファイナルとして再計算し差
額を精算する)。

3 日鉄連 付加価値税の
煩雑・過重負
担と関税の精
算

・付加価値税(VAT)を徴収。税率は12% on Invoice Amount。
支払時期：貨物入着時（Invoice Amountを入着時の為替レートでPESOに換
算、その12%をPESOベースで支払う）。

継続 ・制度の撤廃。

4 自動部品 特恵関税適用
の管理の困難

・原産地証明書（COO）の要求が増加傾向。EPA管理品目が増えれば、定期
的な原産確認の件数も増え、管理体制（人員・システム化など）を見直す必
要があると考えている。

変更 ・解決済（国際物流WGにて対応中）

5 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

6 日商 輸出入手続き
の煩雑

・海外からフィリピンへ新規鉱物を輸入する時に、PEZA(Philippine 
Economic Zone Authority)、内国歳入庁（BIR：Bureau of Internal 
Revenue）、税関、環境天然資源省（DENR：Department of 
Environment and Natural Resources）、場合によってはエネルギー省
（DOE：Department of Energy）の許可をそれぞれ取らないと行けず、手
続きが煩雑且つ提出書類も多い上、時間がかかることで輸入を断念するケー
スがあった。

変更 ・PEZA所属の企業にはその手続きの
簡素化を要請したい。

7 電機工 煩雑な輸出入
通関手続き、
脆弱な通関シ
ステム

・税関で多数の部門の承認手続きが必要で通関手続きが煩雑（特に輸入通
関）であるとともに、通関システムが脆弱でスローダウンしたり、完全にダ
ウンしてしまうことが頻繁にあり、通関手続きに時間がかかる。このため予
定していたスケジュールで部品の配送ができなくなることが多々ある。
特にCOVID-19ロックダウン以降は、通関処理は税関職員の在宅によるオン
ライン処理へと変わり、通関に必要は時間がより一層長くなっている。以前
の窓口での通関処理は標準リードタイムで1日で終了していたが、現状ではそ
れがマニラ北/南港で平均3日、バタンガス港では平均2日掛かっており、中に
はそれ以上の手番を要することもあり、生産上影響が出ている。

継続 ・通関手続きを簡素化していただきた
い。
・また、サーバーを増強するなどして
通関システムを改善していただきた
い。
・通関処理が在宅になるのは現状を考
えると致し方ないと考えるが、在宅勤
務処理よるサービスの低下を防止し、
以前通り1日で通関処理が完了できる
仕組みを 構築していただきたい。

8 日機輸 オンライン輸
入通関の未熟

・現在フィリピンで行われているオンライン輸入通関はパンデミック禍にお
いて導入が勧められたものだが、審査官がマニュアルで行う審査プロセスを
オンラインワークフローシステムに置き換えたのみで、いわゆる日本の
NACCS（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated System）
システムのようなロジックに基づく機械通関ではない。その結果、通関リー
ドタイムが平均2日以上と、通関処理がシステム化された先進諸国(日本やシ
ンガポール等)と比較して余りに長い。
※NACCS（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated 
System）は、入出港する船舶・航空機及び輸出入される貨物について、税関
その他の関係行政機関に対する手続及び関連する民間業務をオンラインで処
理するシステム

継続 ・現行の通関手続は他国と比較しても
競争力に欠けている。税関によるデジ
タル化の取組は評価するものの、より
通関のスピードアップに踏み込んだデ
ジタル化(例えば日本のNACCSの移植
等)を実現して頂きたい。

9 日農工 輸入許可 ・出荷時に物品の写真を求められる。 継続 ・政府の指針等が具体的にあるか知り
たい。

10 日鉄連 L/C輸入制度 ・鉄鋼製品に関し、フィリピンでは原則L/Cによる輸入で、輸入者はL/C開設
時銀行に対し、
①L/C開設申請書及びImport Declaration Formを提出。
②L/C開設用Deposit支払(輸入者の信用度によりDeposit金額は変わる)。
③関税仮支払(成約金額ベース。L/C開設時の仮為替レート使用)。

継続 ・制度の撤廃。

11 日鉄連 船積前検査義 ・2010年1月4日、行政命令(AO243-A)発効。コンテナ以外の貨物(Bulk, 継続 ・制度の撤廃。 ・行政命令(AO243-A)
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務 Break-bulk cargo)には出港地での船積み前検査を行わなければならない。
－2010年5月12日、税関令公布。検査を受けていない貨物は揚げ地検査を行
う等のハイリスク積荷に関する規程が盛り込まれ、運用が厳格化された。
－2014年5月、適用対象外となっていたコンテナ船に対する船積み前検査の
導入を検討しているとの情報があり。
－2015年7月、フィリピン税関発行Custom Memorandum Order (CMO) 
NO.23-2015 (689KB)に基づき、Philippine Economic Zone 
Authority(PEZA)向けバルク、およびブレークバルク貨物は船積前検査の除
外対象になった。
－2017年、CBW（Custom Bonded Warehouse)の日系企業が適用除外さ
れていないため、対象企業がDTIに対応中。
－2019年10月、MOFの委員会であるCACSCで検討された結果、CBW企業
をPEZA企業のように除外すること出来ないと判断された。

・CBW企業に対する除外認定。 ・税関令(CMO18-2010)

12 医機連 ラベル規制 ・国が定める特殊なラベル規制により生産工程に負荷が発生。効率悪化の原
因。

新規 ・ラベルで規制を行うことなく、登録
手続きのみ実施へ変更をお願いした
い。

13 日機輸 フィリピン向け
貨物ラベルの
厳格化

・2019年フィリピン税関の通達(CAO) NO.02-2019において、貨物ラベル
への必須記載項目として下記情報がアナウンスされたが、本通達の本格運用
開始後にコロナ禍となったため税関職員による検査・確認が実施不可能と
なっていた。
コロナ禍の終息により現在は上記通達事項の運用が厳格化されたため、弊社
フィリピン法人が中国サプライヤーからの輸入LCL貨物につき貨物ラベルに
不具合（記載項目欠如）の指摘を受け荷受に非常に時間を要するなどの問題
が発生している。
ラベル必須項目のうち特にINVOICE NO.の発番は、貨物準備と並行した作業
である為、現在の時間軸では対応が厳しく、要求を満たす為にはリードタイ
ムの引延しが必至である。
【BOC Current Requirement (November 2022)】
1. CONSIGNEE'S NAME:
2. CONSIGNEE'S ADDRESS:
3. SHIPPER'S NAME:
4. SHIPPER'S ADDRESS:
5. COUNTRY OF ORIGIN:
6. INVOICE NO.:
7. P.O NUMBER:
8. CARTON NO./PALLET NO.:
9. DESCRIPTION:

継続 ・対応/要求事項に関するプライオリ
ティを明確にして頂きたい。
【理由】
①フルコンテナの海上貨物は、シール
がされた状態で荷受人の軒先まで配送
される等、税関が実質確認出来ない輸
送経路がある。
②ケースマークと重複する内容や、貨
物確認に直接的には不要だと思われる
項目がある。
上記内容は、弊社フィリピン現法側で
も、輸入業者を介して、貨物ラベル必
須化要求範囲を確認中。

・フィリピン税関通達(CAO) 
NO.02-2019

14 電機工 危険品・ケミ
カル品輸入手
続きのCAS番
号要求

・フィリピンはケミカル品の輸入規制が厳しく、輸出時にSDSシートのみな
らず、そこに記載されないこともあるCAS番号の要求がある。
このCAS番号はメーカで機密扱いとなっているものもあるため、それらの開
示をするために守秘義務に関する契約や合意書をベンダーとかわす必要があ
り、さらにその要求が輸出車の当社ではなく、エンドユーザーのフィリピンの
最終顧客に対して要求されるため、必要な納期までに間に合わないことも多
い。この規制をせめて他国並みに緩和してもらいたい。CAS番号の開示を要
求される国は中国を除くと他にあまりないと聞いている。

新規 ・規制緩和してほしい(CAS番号を要
求から外してほしい）。

15 日機輸 中古輸入商用
車の未規制

・当社が出資する子会社への影響。日本製がメインではあるが、安価な中古
の輸入トラックが市場のMajorityを占有している。新車市場が年間1万台ある
のに対し、輸入中古車市場は3万台前後と言われており、新車市場伸長の阻害
要因となっている。
また、メーカー指導無しにフィリピンに到着してから、右ハンドル車は左ハ
ンドルに改造され、安全性の問題もある。

継続 ・アジアの他国（インド、タイ、ベト
ナム等）同様、またフィリピンでも乗
用車同様、中古輸入車の輸入は安全性
の面からも禁止とされるべき。

・Customs Act

16 電機工 不明瞭な配管
の輸入規制

・2023年後半頃から言われるようになったが、鉄鋼製品、配線その他110品
目に対して認証制度を適用することになり、その法律の施行が2024年の8月
からとなる。すでに配管をフィリピンへ輸出する際に乙仲から指摘され始め
たがその規制内容が不明瞭なため、今後出荷時に混乱することが想定され

新規 ・明確なルール・適用開始時期などを
示してほしい。
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る。また、納期や価格にも影響が出てくると思われるがその影響の大きさが
不明。

17 医機連 輸出入ライセ
ンス申請手続
きの遅延

・弊社フィリピン支店は2023年よりシンガポール地域本社支店として始動。
輸出入業の許可を必要とするが、この申請、承認までの期間が長すぎる。日
本の場合、申請、承認までのプロセスが1か月もあれば整うのに対し、フィリ
ピンは1年以上必要。現在、輸出業の申請中。

継続 ・簡素化。

18 日鉄連 輸入ライセン
ス(Automatic 
Import 
License)認定
制度

・2014年2月10日、フィリピン国税庁（BIR）は、輸入関係業者の認定に関
するガイドライン（RMO No.10-2014）を公布・発効し、全ての輸入関係
業者はBIRによる認定が必要となった。

継続 ・RMO NO. 10-2014

19 日機輸 コンテナの国
内内陸輸送の
制約

・コンテナを国内内陸輸送に活用することは各国において非常に一般的であ
るが、フィリピンにおいては工業団地PEZA（フィリピン経済区庁）の判断に
よってPEZA企業の国内内陸輸送が認められないケースがある。(黙認されて
いるケースもある模様。)
その理由をPEZAに問い質したところ、全ての海上コンテナは国際輸送におい
てのみ使われるべきであって、国内内陸輸送にコンテナが使われると保税資
産であるPEZAの物品の国内流出が懸念されるので、コンテナシールによる封
緘を行わないコンテナの国内内陸輸送は認めないという判断であった。この
理屈はトラック輸送にも大いに当てはまる点で非常に疑問があり、結果的に
国際輸送コンテナを国内輸送に再利用できず輸送効率が著しく下がってい
る。

継続 ・コンテナの国内内陸輸送を認めて頂
きたい。
・条件付での認可、例えば所定の申請
に基づいて内陸輸送を認めるといった
場合においては、効率を意識したルー
ル・手続を形成して頂きたい。

20 日機輸 道路インフラ
の未整備

・頻発する道路渋滞による交通マヒで、社員が予定通り出社ができない、部
品が予定通り搬入されないなどの問題が発生しており、計画通りの生産に支
障をきたしている。
特に遠距離から通勤する駐在員の通勤時間が道路渋滞により、片道3時間を超
えることが頻発し、駐在員の心身に影響している。

継続 ・フィリピン政府が進める「ビルド・
ビルド・ビルド」計画により道路イン
フラの増強を図って頂いているのは理
解し感謝する。しかし道路インフラが
増強されていない場所では引き続き渋
滞が発生している。また道路上の排水
設備が不十分で豪雨時には道路が冠水
し交通マヒが発生している。現在でも
発生している道路渋滞の状況をきめ細
かくモニターして頂き、効果的に道路
インフラを増強して頂きたい。

21 自動部品 港湾インフラ
の未整備

・マニラ港能力不足により慢性的混雑が継続。また、港へアクセスするため
の陸路も不足しており、生産停滞のリスクあり。

継続 ・マニラ港能力増強。
・交通インフラ整備。

4. 為替管理・金融

1 日機輸 同一グループ
企業間為替取
引の困難

・現地通貨でのクロスボーダーのグループ内資金借入及び貸付が規制により
認められていない。そのため、効率的なグループキャッシュマネジメントが
できない。
外貨のグループ内貸付は中央銀行の許可事項となり、さらに実需原則に則っ
てレポート提出が求められるため手続きが煩雑である。

継続 ・規制緩和と資金取引の自由化をして
頂きたい。

・BSP（中央銀行）

2 日機輸 同一グループ
企業間為替取
引の困難

・現地通貨ペソ関連の為替取引については実需取引に限定されていることか
ら、同一グループのシンガポール金融会社とのペソ関連為替取引が不可能で
ある。

継続 ・外国為替取引の自由化。 ・BSP FX rule

5. 税制

1 日商 租税条約の適
用申請の煩
雑・課税リス
ク

・日比租税条約適用（TTRA）申請に際しての必要書類が膨大であり（日本側
の書類は原則すべて外務省のアポスティーユが必要、など）、業務負荷が非
常に高い。
また、数年前の案件について、追加の書類提出を求められることが多く、課

継続 ・必要書類の簡素化。
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税リスクがいつまでも付きまとう状況である。

2 日機輸 租税条約の適
用申請の困難

・日比租税条約12条において限度税率10％とされる使用料について、現地で
は国内法による税率で課税される。そのため、租税条約軽減にかかる申請
（TTRA）をフィリピン内国歳入庁（BIR）へ申請するが、審査期間が非常に
長期化している実情がある。またBIRの審査基準が明瞭ではなく、納税者に
とっては予測検討が困難な状況が続いている。
一方でRFCオプションを適用し、支払時に租税条約上の軽減税率にて源泉徴
収した後にBIRへFORM0901を申請することも可能となったが、申請が却下
されれば納付不足分につきペナルティとともに納付する必要があり、当局に
よる承認基準が明確化されるとともに整合性ある運用がなされない限り、納
税者としてはRFC（Request for Confirmation）オプションの適用は躊躇
せざるを得ない。

継続 ・BIRによる審査期間の短縮化。
・審査期限の設定。
・承認基準の明確化と適正な運用を要
望する。

・日比租税条約第12条
・BIR通達
RMO(No.14-2021)

3 日機輸 外資優遇税制
の不明確

・2022年2月に公表された歳入規則（No.24-2022）において、投資促進機
関への登録事業に対し「直接的かつ限定的に使用」される物流（輸送費）は
付加価値税（VAT）免税の対象であると明記された。
しかしながら翌2023年の免税申請においてこれを否決される物流会社/港湾
会社が多発した。これによりVAT課税された大手物流会社/港湾会社からフィ
リピン現地法人への請求にもVAT分が含められるようになり、2023年1月か
ら4月分までVAT分込みの支払いを大手物流会社/港湾会社に対して行った。
その後4月末に公表された歳入規則では課税対象が清掃、警備、金融、コンサ
ル、マーケティング、人事・法務・会計などの管理業務に限定されたため再度
大手物流会社/港湾会社は非課税の扱いとなり、フィリピン現地法人への請求
からもVAT分が除外された。
このように企業復興税優遇法（CREATE）発効依頼、VATをめぐる対応は二
転三転している。
2022年2月の歳入規則があるのにも関わらず免税申請を否決した判断根拠や
一度否決された企業のその後の処遇などVAT課税をめぐる対応は不明瞭な部
分が数多く残っている。

継続 ・VAT課税をめぐる不明瞭さの解消と
速やかな還付を実施して頂きたい。

・共和国法第11534号
(CREATE法)

4 日機輸 外資優遇税制
の不明確

・昨年提起した問題点（商社が取引先から部品等を購入する際に付加価値税
（VAT）を課税され、その後フィリピン現地法人が商社から購入する際に価
格にその課税分が上乗せされている）については2023年2月に出された通達
により、商社に関しては、一定の要件を満たせば輸出型企業に該当するとさ
れ、登録プロジェクトに直接的かつ限定的に使用される国内購入はVATゼロ
レートが適用されると明確になった。
これにより、フィリピン現地法人が商社から購入している部品等への課税分
請求も2023年3月以降はされなくなった。既請求分の還付は現段階ではされ
ていない。

継続 ・VAT課税をめぐる不明瞭さの解消と
速やかな還付を実施して頂きたい。

・共和国法第11534号
(CREATE法)

5 電機工 RE企業プロ
ジェクトへの
VAT免除の不
適用

・フィリピンエネルギー省（DOE）にRE企業として登録済の独立発電事業者
(IPP)がプロジェクトを実施する場合、そのIPPに対してはVATが免除(zero 
rated VAT)される。しかし、そのプロジェクトの契約者たちにはVAT免除が
適用されないため、ベンダーから上がってきたinput VATを当社は客先である
IPPにOutput VATとして出せない。

継続 ・REプロジェクトのコントラクターに
対しても、IPPと同様のZero rated 
VATを適用としていただきたい。

・Republic Act No. 9513 
or 
Renewable Energy Act of 
2008.

6 日機輸 税制全般の不
透明

・交換公文にて免税が謳われている法人税及び日本人個人所得税に関し、免
税適用に係わるルールが明確になっておらず、日本企業に納税負担が生じてい
る事例がある。

継続 ・免税適用に関する明確なルールを作
成し、通達等で周知徹底を図って頂き
たい。

・交換公文（Exchange 
Note）

7 日商 付加価値税の
課税区分の煩
雑、還付率の
低さ

・改善の兆しがみられるが、CREATE法（企業復興・税制優遇法：
Corporate Recovery and Tax Incentives for Enterprises Act）の施行
以降、課税区分の煩雑さ、還付率の低さなどの問題点が目立つ。

変更 ・足元では、納税簡易化法（EOPT：
Ease of Paying Taxes Act）
（RA11976）の着実な実施をお願い
したい。

8 日機輸 付加価値税の
還付遅延・未
還付

・VAT（付加価値税）につき、還付ポジションになっている場合、税法上は
本来還付されるはずであるが、内国歳入庁（BIR：Bureau of Internal 
Revenue）から還付を受けることが著しく困難な状況が続いている。2018
年に新しいVAT還付ルールが設けられたものの、現時点で適切に運用されて

継続 ・VAT還付ルールが適切に運用される
ことは、当地で企業が安心して商取引
を行うことが出来るために非常に重要
な事項であるので、適切に運用される

・National Internal 
Revenue Code Sec.112
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いるとは言い難い状況。 ように強く働きかけをしていただきた
い。

9 電機工 付加価値税の
還付遅延・未
還付

・現地法人がVATの還付を行う際、1年程度で完了するインドネシアなどに比
べてフィリピンは10年たっても還付完了しないプロジェクトがある。その手
続きも、判断についても非常にグレーであり煩雑。否認されてもその理由が
良くわからないことが多いため、そのリスク回避のためコストがかかり、価
格競争力が著しく落ちる。

継続 ・VAT還付を迅速に行ってほしい。
・還付に関するガイドラインを明確に
してほしい。どのような場合に否認さ
れるのかという基準をクリアに示して
ほしい。

・Republic Act No.10963

10 自動部品 恣意的な税務
調査・否認・
追徴課税

・税務局の独自判断による不合理な課税通知が増加。一方的に経費の根拠が
不十分とし、その経費の損金否認など合理性を欠いた指摘。

継続 ・解釈の統一。
・適切な課税判断。

11 日商 恣意的な税務
調査・否認・
追徴課税

・フィリピン内国歳入庁（BIR：Bureau of Internal Revenue）による税務
調査が数年に一度実施されるが、内容を良く確認せずに指摘できる可能性が
あるもの全てを指摘事項として挙げてきている印象。
こちら側の反論回答は考慮されず、想定を大幅に上回る額の税金支払いを求め
られる。ただ、最後は追徴金額の交渉になり合意した追徴額に合わせて指摘
内容を調整して税務調査を終える。
毎年税務調査チームに徴収予算が組まれていて、それが年々目標が高くなる
らしく前回の税務調査の時の追徴額を下回ることはほぼないと聞いている。

継続 ・明確な基準で納得感のある税務調査
を要望する。

12 日商 恣意的な税務
調査・否認・
追徴課税

・根拠のない一方的なやり方で税務調査が進捗するケースが殆ど。法外な課
税を防ぐためには、法律により定められたタイムラインで膨大な書類準備・
送付が必要となり、業務負荷が非常に大きい。

継続 ・正しい知識と法令に基づく税務調査
官の対応を徹底して頂きたい。

13 日商 CREATE法施
行後の頻繁な
法改正・提出
書類の変更

・2021年税制改革法（CREATE法）施行後、「何度と無く法改正及びその法
律に基づく提出書類の追加及び書式変更がなされている」と関係部署から報
告を受けている。それにより、他の事務業務が停滞し残業が生じている。
この問題が解決するまでは残業の他、新規採用を試みているが解決していな
い。
この担当部署の人員比率が著しく高くなるのは経営を圧迫する事につなが
る。
よって早期の解決を願っている。

継続 ・法整備の見直し・整備の早期実行。 ・CREATE法

14 日商 超過剰余金規
制の残存

・CREATE法により税法上の利益剰余金規制がなくなったものの、SEC（超
過剰余金規制）の規制は未だに継続している。

継続 ・利益剰余金規制の廃止を要望する。 ・会社法43条

15 日機輸 法人税前払い
としての拡大
源泉税支払い

・フィリピンでは、拡大源泉税（EWT）として、納税トップ2万社または高
額納税者から国内業者に対する物品・サービスの対価支払いに対して、法人
税の前払いとして、源泉課税されてしまう（物品は1％、サービスは2％）。
このため、キャッシュフローに大きな影響を与え、さらに還付を受けるまで
に広範な書類が求められたり、調査が入ったりと時間がかかる。

継続 ・多額な資金負担となるため、制度を
撤廃して頂きたい。
もしくは還付プロセスを緩和頂きた
い。

・拡大源泉税

6. 雇用

1 日機輸 派遣業務の一
律禁止、及び
業務委託可能
な業務の制限

・派遣業務が一律禁止されており、また業務委託できる範囲が制限されてい
る（例えば正社員が行っている業務は業務委託できない）。

継続 ・派遣業務の解禁、業務委託可能な範
囲の拡大、罰則等について、制度を見
直して頂きたい。

・労働法106-109条

8. 知的財産制度運用

1 時計協 商標権利維持
の手続きの煩
雑性

・約2、3年おきの頻度で商標使用宣誓書を行わなければ権利を維持できず、
期限管理や手続きが煩雑。

新規 ・使用主義的制度の変更。

2 日機輸 司法制度運用
の未整備

・模倣品に対し、意匠権の権利行使を行うものの、1審が出るまでに約3年、
上級審に進むとさらに時間がかかり、裁判係属中に意匠権が満了する事態と

継続 ・裁判遅延の原因解消と、権利者に不
利益のない制度立案を要望する。
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なり、模倣品業者の時間稼ぎにしかなっていない現状がある模様。

3 日機輸 拒絶査定時の
分割出願不可

・規則611には、出願人は、特許出願が取り下げられる、放棄される又は特
許付与される前に係属出願について分割出願を行うことができると記載され
ており、拒絶査定時は、審判請求しなければ出願人は分割出願することがで
きない。そのため出願人が意図する請求項で特許を取得する機会が少ない。

継続 ・拒絶査定時に分割出願できるように
して頂きたい。

・フィリピン知的財産規則６
１１

4 日機輸 特異な図面余
白の書式指定

・図面余白について特有の書式があり、他国とは別に図面を用意する必要が
ある。

継続 ・他国と図面の書式を一致させて頂き
たい。

5 日機輸 コンピュー
タ・プログラ
ムの不特許事
由

・現行の法制度ではコンピュータ・プログラムは不特許事由である。 継続 ・コンピュータ・プログラムを保護対
象にして頂きたい。

・特許法22条

9. 工業規格・基準・安全認証

1 日鉄連 PNS強制規格
取得義務

・2008年6月、フィリピン貿易産業省は、亜鉛めっき鋼管、異形棒鋼、等辺
山形鋼、棒鋼のフィリピン国家規格（PNS）取得を義務付け。
－2010年7月、冷延鋼板類へのPNS規格取得を義務付ける予定であったが、
国内外からの反対により、同鋼板類への強制規格化は撤回され、任意規格制
度に止まることとなった。
－2015年7月、DTIがDAO15-01 を官報告示し、亜鉛めっき鋼板を強制規格
対象から除外。Annex1にラベル表示として求められる情報（板厚、板幅、製
造年月日、用途等）を規定。
－2019年8月、表処・GIの屋根材のPNS規格のドラフトを公示。
－2019年12月、対象を一般用途に拡大し、表処・GIに対するPNS規格ドラ
フト第2版を公示。
－2021年1月、対象を「屋根材用・一般用途向け」とし、DAOを公示。これ
により表面処理鋼板・GI材のPNS規格取得を義務付け。公示から60日間は移
行期間となっている。
－2021年5月、DTI/BPSがMemorandum Circular No. 21-13, Series of 
2021「Amendatory and Supplemental Guidelines for the 
Implementation of DAO 20-10, Series of 2020」（以下、補足的ガイド
ライン）を公示。署名日は2021年4月16日。DAO 20-10の対象範囲を更に
詳しく規定するとともに、自動車、電機・電子等の用途向けの適用除外品に
対する2回目以降の製品検査の免除などを規定した。
－2021年5月、Pasig市のRegional Trial CourtでDAO 20-10の施行停止の
仮決定が出された。それを受け、6月4日付けで税関より今後最終決定が出る
までBPSの強制規格の手続きを経る必要がないとの回覧文書が発出されてい
る。
－2023年12月、Memorandum Circular23-07 に基づき、生産者に対し、
黒色縦型溶接軽量鋼管のPSマーク取得を義務付け。

変更 ・強制規格の対象品種について、制度
の撤廃、手続き(含.除外制度)の明確
化・簡素化。
・強制規格の対象品種、手続きの明確
化、フィリピン国内で生産不可能な製
品に対する除外(パブコメ提出済)。
・PNS/CBW企業に対する適用除外の
明確化、除外手続き運用の詳細開示。

2 医機連 医療機器規制
の運用の不透
明

・フィリピンの医療機器規制について運用実態が不透明な部分がある。フィ
リピンFDAに弊社商品のライセンス更新資料を期限までに提出したが、当局
のレビューに1年以上かかっており、未だにライセンス更新の正式連絡を受け
ていない。

新規 ・承認プロセスの早期化、承認日目途
の提示など改善頂きたい。

3 製薬協 医薬品登録・
変更・更新申
請プロセスの
遅延及び非承
認

・COVID-19の発生以降、あらゆる申請（登録・変更・許可更新）がスムー
ズに審査-承認されておらず、（日系企業ではないが）変更申請の承認が1年
以上を要する場合には欠品といった事例もでていたが、COVID-19パンデ
ミックの落ち着きと共に改善が見られている。
2022年6月には簡略審査制度（Order 2020-0045）の運用のためのFDA 
Circularが発出され、日本も参照国に含められた。当該Circularはフィリピン
医薬品・健康管理協会(PHAP)等の業界要望も踏まえたドラフトからの大幅な
改善も認められ、今後の早期承認及び審査の予見性に寄与することが期待さ
れる。
ただし、当局相談制度やpre NDA meetingなどの制度が無く、当局から申請
資料提出前の事前のフィードバックが得られる機会がないことや、定期的に

変更 ・業界の要望を踏まえた簡略審査制度
に関する運用ガイドライン発出を望む
とともに、審査委員の増員、審査プロ
セスの透明化並びに申請前相談を受け
付けるなど当局とのコミュニケーショ
ン体制の構築を望む。

・FDA Circular 
No.2022-004 || 
Implementing Guidelines 
on the Abridged and 
Verification Review 
Pathways for New Drug 
Registration Applications 
in accordance with 
Administrative Order No. 
2020-0045 “Establishing 
Facilitated Registration 
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Citizen Charterの改訂版（最新版は2022年3月）が発出されレビュータイ
ムラインが示されてはいるものの、審査遅延のリスクが存在しうるといった
課題が存在する。

Pathways for Drug 
Products including 
Vaccines and Biologicals”
https://www.fda.gov.ph/
wp-content/
uploads/2022/04/FDA-
Citizen_s-Charter-
CDRR_Revised-28Mar202
2.pdf

99. その他

1 日機輸 外資企業によ
る土地所有制
限

・外資企業（40%超株式保有）の土地保有規制がある。当社が20%保有する
トラック・バス製造会社と同社の子会社の所在敷地の土地保有ができないた
め、賃借料が足枷となり価格競争力、若しくは収益力が地場競合各社と比べ
て劣る。

継続 ・同制度の撤廃。 ・Foreign Investment Act

2 自動部品 外資企業によ
る土地保有制
限

・土地保有はフィリピン人60%以上の出資法人に限られる。 継続 ・土地保有制限の緩和。

3 日機輸 電力供給の不
安定

・フィリピンにおける電力インフラが整っておらず、特にルソン島で行ってお
り、発電所の整備が不十分で停電が発生した。

新規 ・主要な工業団地のある地域（バタン
ガス）について、早期に需要に見合っ
た発電能力増強を実施して頂きたい。

4 日商 電力料金の高
騰

・当社は電力を多く使用する事業を行っておりコストの大きな割合を占めて
いる。恒常的に電力代は高いが特に2022年度は電力単価が異常高騰をして大
きなコスト増を強いられた。

継続 ・安定した電力単価で電力を供給して
ほしい。

5 自動部品 火山噴火リス
ク

・マニラ国際空港から60kmの地点に活火山があり、AIR便キャンセルによる
出荷停止、降灰による健康影響配慮のため、稼働停止となるリスクあり。

継続 ・安全・復旧対策整備。
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1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 製薬協 外資企業の輸
入医薬品卸売
販売事業の参
入規制

・外資企業が医薬品流通業（ベトナム国内での医薬品卸売販売業及び小売
業）に関する行為を行ってはならないことが明記されている。
また、医薬品輸入業許可を取得した外資から医薬品を購入するベトナムの現
地卸売業者に関する事前登録制度を設けていること、当該現地卸売業者にお
いて外資企業からの指示等がなくても自社で医薬品流通を行う十分な能力を
有することが要求されていることから、外資企業による医薬品流通行為への
関与を排除していると解釈される。

継続 ・外資企業への卸売販売事業を認める
よう、法令、規定の改正をして頂きた
い。

・Decree54/2017/ND-CP
第91条10項-12項

2 製薬協 外資企業の輸
入医薬品卸売
販売事業の参
入規制

・ベトナムに医薬品を供給するための条件は、ベトナム保健省が以下のよう
に宣言した企業であることである。
ベトナム保健省が輸出国当局から、ベトナムに医薬品、医薬品原料を供給す
るために登録する医薬品、医薬品原料の製造業者、貿易業者のリストを公表
するよう要請する書簡を受領した場合。
輸出国の管轄当局は、現在保健省が公表している医薬品、医薬品原料の供給
者の名称、事業所、事業範囲に変更があった場合、保健省に文書で通知する
責任がある：通知は、輸出国の管轄当局が情報の変更を承認した日から1ヶ月
以内に行う必要がある。
輸出国の管轄当局から、上述のようなレターを発行し、変更状況を通知する
責任に対して承認を得ることは難しい。

継続 ・ベトナムに医薬品を輸出するため
に、保健省が製薬分野での製造業免許
または卸売業免許を受け入れるよう要
請したい。
・ベトナムの輸入業者は、保険省に対
し許可証明の通知、また、変更がある
場合の通知の責任を負う。

・Decree 54/2017 and 
Decree 155/2018第91条

3 製薬協 外資企業の輸
入医薬品卸売
販売事業の参
入規制

・外資企業による医薬品流通行為を禁止されているが、「ベトナム国内で製
造された医薬品を除く」と規定されている。しかし、実務上は輸入であるか
国内製造であるかにかかわらず、医薬品流通行為は一律禁止されている。

継続 ・外資企業への、ベトナム国内で製造
された医薬品の卸売販売事業を認めて
頂きたい。
・法令、規定の改正をして頂きたい。

・Decree54/2017/ND-CP
第91条10項

4 日機輸 建設工事への
外資参入規制

・外国の業者がベトナムで建設工事に従事している場合、ライセンスはプロ
ジェクトごとに取得する必要がある。ライセンス取得には数ヶ月かかり、下
記の問題が生じる。
①ライセンスの申請には下請け業者や内訳のリストが必要とされる、
②極端な場合は建設省が指定した下請け業者の使用が義務付けられ、
③ライセンスは非政府のプロジェクト用に供給されるものであるため、免税
措置が受けられるODAとは多くの点で互換性がないものとなっている。

継続 ・建設省(MOC：Ministry of 
Construction）には以下を要求す
る。
－ライセンスはプロジェクトごとでは
なく、請負業者ベースでライセンスを
発行して欲しい。
－MOCの指定に関係なく、請負業者
に下請け業者を自由に選択できるよう
にして欲しい。
－特にODAプロジェクトに関してライ
センスを免除または簡素化して欲し
い。

・Decree 63/2014/ND-
CP
・Decree No. 15/2021/
ND-CP
・Decree No. 35/2023/
ND-CP

5 日機輸 建設工事への
外資参入規制

・建設省が外国業者の事業を管理する新しい規則を発表。
この規制の対象分野は、コンサルティング事業、技術資料、機械装置及び建
設工事の実行の構築、などで、外国事業者は、ベトナムで事業を始める前に
請負業者の許可証を取得する必要があることを規定。外国事業者は、ベトナ
ムのパートナーと提携するか、下請け契約を行う必要があるが、多くの場
合、下請け業者の品質に問題がある。

継続 ・地元企業のパートナーとの提携また
は下請け契約の締結にの強制要件を廃
止して欲しい。

・Decree No. 15/2021/
ND-CP
・Decree No. 35/2023/
ND-CP

6 日商 海外拠点工場
（企業）への
委託生産への
規制

・在ベトナム企業が在欧州のメーカーに欧州販売向け製品の生産を委託
（OEM）する際、在ベトナム企業は現地に法人を保有する、もしくは在VN
企業が原料あるいは半製品などを在欧州のメーカーに販売する必要がある。

継続 ・自由に海外企業の現地拠点工場へ委
託生産できるようにルールを改訂して
欲しい。

7 日機輸 現地企業への
優遇制度の欠
如

・当社はベトナム現地雇用創出のため、日本企業等と共に石油ガス掘削用鋼
管（油井管）のネジ継手切削会社に約30年間出資継続。現地の人材派遣会社
が現地パートナーとして51%を保有。当社・日本企業はネジ切削前の素管を
日本から輸出し、ネジ継手切削会社でネジ切り後に現地客先へ販売。
規模の経済が働かないため、相対的にコストは高くなるが、常に安価なネジ
付き油井管の海外輸入品との競合に晒されており、ネジ継手切削会社の業績
が低迷している。

継続 ・現地ネジ切り業者への優遇制度を導
入して頂きたい。
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8 自動部品 技術移転契約
締結・更新手
続きの煩雑・
遅延

・法改正により、技術移転契約締結/更新の際には、契約書と共に技術所有証
明を当局に登録要となった。詳細情報の提出を要求され、登録が長引くケー
スもあり、登録許可日前の期間に係るロイヤルティの損金算入を否認される
リスクあり。

継続 ・事務手続きの早期化及び簡素化。 ・改正技術移転法

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 時計協 高輸入関税 ・「日越EPA」や「TPP11」により、日本原産の時計関税は撤廃された。し
かし、その後の運用を見守る必要がある。

継続

2 日鉄連 関税引き上げ ・度重なる輸入関税の修正による流通阻害。
－2009年4月1日、ビレット5%→8%、建設用条鋼類12%→15%、CR 
7%→8%、めっき鋼板12%→13%の関税引上げ。
－2009年4月20日、ボロンが添加された条鋼類の関税を0%→10%に引き上
げ。
－2010年2月、棒鋼、線材（一部）5％→15％、ブリキ3％→5％に関税の引
き上げ。
－2011年8月25日、ボロンが添加されたその他合金の鋼板、棒鋼、線材、形
鋼(HS7225,7226,7227,7228類、但し、熱延鋼板類は除外)のMFN関税を
0％→10％に引き上げ。
－2012年6月11日、ステンレス棒鋼の一部についてMFN関税を0%→10%に
引き上げ。
－2013年1月1日、冷延鋼板及び溶接鋼管の一部についてMFN関税を
5%→10%に引き上げ。
－2013年5月19日、線の一部についてMFN関税を0%→3%に引き上げ。
－2014年1月1日、鋼板類・形鋼等についてMFN関税を引き上げ。
－2016年9月1日、半製品・線材等についてMFN関税を引き上げ。

継続 ・関税率の引き下げ。

3 日鉄連 セーフガード
措置の濫用

・2015年12月25日、半製品・棒線に対するセーフガード調査を開始。
・2016年3月7日、半製品・棒線に関するセーフガード調査に関して、競争
庁が3月22日より最大200日間、半製品に23.3%、棒鋼・線材に14.2%の暫
定税を賦課する旨、決定。
・2016年7月18日、半製品・棒線に関するセーフガード調査に関して、商工
省がクロの最終決定。
－2016年8月2日～2017年3月2日半製品23.3%・棒線15.4%
－2017年3月22日～2018年3月21日半製品21.3%・棒線13.9%
－2018年3月22日～2019年3月21日半製品19.3%・棒線12.4%
－2019年3月22日～2020年3月21日半製品17.3%・棒線10.9%
・2018年7月26日、半製品・棒鋼・線材セーフガード措置に関して、商工省
が反迂回調査を開始。
・2019年5月13日、商工省が半製品・棒鋼・線材セーフガード措置に関する
反迂回調査について最終決定クロを告示。対象品目すべてに対してセーフ
ガード税率と同率の追加関税を課するとのこと。施行は告示の15日後とされ
ている。
・2019年8月22日、商工省がセーフガード延長調査を行う旨、告示。調査期
間は6か月を超えないものとされている。
・2020年3月20日、商工省が半製品・棒鋼・線材セーフガード措置に対する
延長調査で最終決定クロを公示(～2023年3月21日)。
・2020年3月20日、商工省が半製品・棒鋼・線材セーフガード措置に対する
反迂回措置で措置継続を公示(～2023年3月21日)。
・2022年11月4日、商工省がセーフガード延長調査を行う旨、告示。
・2023年3月21日、商工省が棒線に対して3年間措置を延長する旨、官報公
示(半製品は措置継続せず)
－2023年3月22日～2024年3月21日棒線6.3%
－2024年3月22日～2025年3月21日棒線6.2%
－2025年3月22日～2026年3月21日棒線6.1%

変更 ・措置撤廃など。 ・No.918 QD-BCT
・No.920 QD-BCT
・No.2323 QD-BCT

4 日鉄連 高率の輸出税 ・石炭の輸出にあたり、輸出税が賦課されており、マーケット上昇の要因と
なっている。
継続したマーケット価格上昇の要因となっており、早期の制度撤廃が必要。

継続 ・制度の撤廃。
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5 日鉄連 高率の輸出税 (対応)
・2013年7月、石炭及び関連製品の輸出税を10％から13％に引き上げ。
石炭輸出企業からの要請により、2013年9月1日から13%から10%に引き下
げ。

継続

6 日鉄連 高率の輸出税 (改善)
・2012年11月より、石炭及び関連製品(HSコード：HS2701、HS2704)の
輸出税を20％から10％に引き下げ。

継続

7 JFS 輸出加工企業
への輸出税賦
課

・EPE企業（輸出加工企業）は、ベトナム国内発生のスクラップを調達した
場合、輸出元に輸出税が課税される。このためEPE企業の生産コストを圧迫
している。

継続 ・EPE企業に輸出する鉄スクラップ
（HSコード 72.04）の輸出関税率
17％の撤廃。

・政令No.122/2016/ND-
CP

8 自動部品 原産地証明書
発給手続の煩
雑、コスト増

・原産地証明書(CO)の発給方法が地域･国毎に異なり、追加の発送費や工数を
要している。(ASEAN：電子申請、インド･中国･EU：書面申請)

継続 ・インド･中国･EUといった地域向CO
への電子版の発給。

・2018年3月8日付政令
31/2018/N�-CP号の原産
地証明書(CO)発給手続き

9 日商 原産地証明書
発行申請時の
企業機密情報
の開示要求

・三国間貿易における原産地証明書発行申請時に、仕入れ・販売両面の
Commercial Invoiceの提示が求められる。商習慣において秘匿されるべき
内容を含んでおり、なぜ求められるかが理解できない。情報漏洩のリスクを
孕んでいる。

継続 ・秘匿されるべき情報は秘匿されるべ
き。日本においては秘匿されている。

10 日機輸 原産地自己証
明制度におけ
る電子原産地
証明書の不受
理

・原産地自己証明制度に関して、ベトナム税関は紙の原産地証明書のみ受け
入れており、ASW(ASEAN Single Window)から入手できる電子原産地証明
書（E- Self-certification）は受け入れていない。
紙(Hard Copy)の原産地証明書を輸出国で発行・入手する、それを輸入国へ
発送する費用・工数が発生している。また輸出国での物理的な紙の発行、発
送から輸入国への到着までにリードタイムを要する。貨物到着時に紙(Hard 
Copy)の原産地証明書が輸入国に届いていないケースもあり得るため、通
関・貨物の引き取りが遅れるリスクがある。

継続 ・現在のASWシステム経由で行って
いるE-FormDの取り扱いと同様にし
て頂きたい。
・紙の原産地証明書はASWシステム
の問題発生時のサブ要件とし、ベトナ
ム税関には、ASWシステムで発行す
る電子原産地証明書を受け入れて頂き
たい。

・Circular 19/2020/TT-
BC issued on 14 Aug 
2020 by MOIT Ministry 
on amendments & 
supplements for 
implementation of rules 
of origin in Asean FTA, 
Appendix 1/Article 1/ 
Item 12).
・Letter No. 116/GSQL-
GQ4 issued on 20 Jan 
2021 by General 
Customs on Self-
certification document 
issue.
・Both above only 
mention on general 
document, not mention 
clearly on E-self 
certificate document.

11 印刷機械 EPA特恵関税
適用の事務負
担

・お客様からの問合せは定期的にあるが、資料作成のための調査にコストと
手間が非常にかかる。また、お客様によっては無償対応が当たり前とのスタ
ンスの方もいらっしゃる。EPA対応ができるからといって販促になるわけで
はない一方、手間とコスト・時間を考慮した際に輸出側のメリットがほぼな
い状態となってしまった。

継続 ・資料作成や申請のプロセスの簡易化
を希望する。

12 日鉄連 遡及発行され
た日越EPA原
産地証明書の
不受理

・日ベトナムEPAにおいて、遡及発行された原産地証明書（CO）が、ベトナ
ム税関によって認められず徴税を求められるケースがある。日本では出荷日
以降を遡及発行とするのに対し、ベトナムでは出荷後4日以降を遡及発行とし
ていることが原因と思われるが、EPA協定上は双方の方式が認められてお
り、末端の税関職員への制度運用方法の周知不徹底によるものと思われる。
2014年6月10日、ベトナム税関より、制度運用方法周知に関する通知がなさ
れた。

継続 ・EPA協定に沿った徴税の実施。
・税関への制度周知の徹底。

13 自動部品 RCEP適用申請
の不明確

・ベトナムからの輸入品へのRCEP適用の申告において必要書類の準備をしな
ければならないが、そのうち制作指示図等となっている項目があり、対象が
図面や仕様書となる。これらは「機密」扱いのものとなるので、提示しにく

変更 ・解決済
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いものとなる。

14 日機輸 特定のCPTPP
締約国による
原産地証明書
の発給要件

・原産地証明に関する自己申告制度が採用されているCPTPPにおいて、締約
国はこの協定が自国について効力を生ずる時に他の締約国に通報していた場
合に限り、自国の領域から輸出される産品に係る原産地証明書について、
（a）権限のある当局が発給するもの、もしくは（b）認定された輸出者が作
成するもの、を要求できることとされている。ベトナムは（a）権限のある当
局が発給するものであることが適用されており、出荷毎に政府が承認し発行
した原産地国証明を要する。事務負担と時間を要し、関税の支払が生じかね
ない。

新規 ・製造者の自主申告による証明を認め
てほしい。

15 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

16 日機輸 輸出加工企業
のFTA適用手続
きに関する
ルール不足

・輸出加工企業（EPE：Export Processing Enterprise）からベトナム国内
非EPEが保税倉庫経由で輸入する際のFTA適用手続き・ルールの不在となっ
ている。
ベトナムの現在の法律では、ベトナム国内で輸出用に製造された貨物を保税
倉庫に移し、そこから再度国内に輸入することを認めているが、これまでの
ところ、これら保税倉庫に移した国内貨物の輸入に対するFTA適用に関する
ガイドラインがない。

継続 ・ベトナム国内のEPE（輸出加工企
業）が保税倉庫に移した貨物を国内の
非EPEに輸入する際のFTA適用につい
て、特にATIGAのForm Dにおいて明
確なガイドラインを確立して頂きた
い。

・Guideline No. 4826/
TCHQ-GSQL issued on 
14 Nov 2022 by General 
Customs on exported 
goods stocked at bonded 
warehouse then will be 
imported back to 
domestic country.

17 日商 オン・ザ・ス
ポット(見なし
輸出入通関制
度)の改定懸念

・2023年にオン・ザ・スポット（見なし輸出入通関制度）制度が改定される
情報があり、ソリューションの問い合わせが増加。改定内容が不確定である
が、保税倉庫経由、香港等の近隣国へ一度輸出して再輸入する方法が考えら
れる。保税倉庫経由が新たな物流スキームと決まった場合、物流会社は倉庫
の建設・リースをする場所、人員など準備することが多く、執行までの猶予
が無いと、荷主を含め混乱する恐れがある。

新規 ・改定の有る無し、改定内容を出来る
だけ早く本通知して欲しい。

18 JEITA On the spot 
Export/
Import制度の
秘密情報開示
の懸念

・On the spot Export/Import（物品がベトナム国内企業の2社間で直接輸
送されるものの、商流としては一度海外の企業を経由する取引）の際に、海
外企業の仕入れ値がベトナム国内の売り先に漏れてしまう可能性があり、ビ
ジネスに支障をきたす。（ベトナム国内の売り先が輸入通関する際に、仕入
れ先の輸出通関時のCDS：Custom Declaration Sheetが必要になる為）

継続 ・On the spot Export/Importに対
する手続きの必要書類の明確化と価格
漏れの防止策の構築。

19 電機工 免税品扱いの
輸入プロセス
の煩雑

・ベトナムでの火力EPCプロジェクト（免税プロジェクト扱い）を通じて経
験した事として貨物輸入の際にマスターリスト（ML）の事前登録以外にも事
前に下記書類の準備と対応が必要。かなり煩雑で時間が掛かるのが問題。
①Form3：MLの中ブレイクダウンの事前承認が必要である事。
②Form4：Form3にてML承認金額の内数の内、いくら取り崩したのか？を
年間を通して報告する義務がある。（毎年度末3/31起算で90日以内に報告
要）
③Form15：輸入者（コンサイニー）の申請書類。免税扱いで輸入した際に
税関からコメントを受けたバルク材等に関しては輸入個数と使用個数の管理
（員数チェック）を実施し、税関の監査を受けてCloseしなければいけない
事。
④Form16：Form15の輸入アイテムをForm3ベースで輸入が終了した際に
提出しなければならない書類。
⑤Form18：輸入品のモニタリングシート。毎年度末3/31起算で90日以内に
税関に提出しなければならない書類。
⑥Form20：Form16と同様にForm15を活用して輸入したものを現地で据
付完了後に提出しなればならない書類。
上記プロセスがすべて終わったら輸入免税品のTax auditを現地税関と共に実
施し、Closing する必要あり。

継続 ・ベトナム国内の各市・省レベルでや
り方が違うという話もあり、すべて個
別対応レベルの扱い。何か基本的なマ
ニュアル・手法はないものか？

20 日機輸 事前教示制度
の短い有効期
限、評価結果
の非公開

・事前教示制度（Advanced HS Consultancy/Assessment）について、
以下の問題がある。
－ベトナム税関の事前教示制度は、評価完了までのリードタイムが非常に長
く、利便性が悪い。輸入開始前に完了しない、評価結果を輸入通関に反映で

継続 ・事前教示回答書の有効期限は、3年
ではなく5年で検討頂きたい。
・誰でも正しいHSコードの割り当て
が出来るよう、税関の公開ウェブサイ

・Decision No. 2166/QD-
TCHQ issued on 4 Aug 
2021 by General 
Customs on Analysis 
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きないリスクがある。
－事前教示回答書の有効期間が3年間と短く、輸入継続の場合は再申請が必
要。
－事前教示回答書が非公開であり、類似案件を各社で個別に申請、評価が必
要。また、既に評価された案件についても個別に申請・評価が必要。
－ベトナム税関は輸入日から5年間、申告されたHSコードを追跡することが
できる。輸入者は申告されたHSコードについて全責任を負う。
－企業は、輸入から5年間に遡って、遡及課税のリスクを負う。

トに事前教示結果、及び税関によって
既に承認されたHSコードと製品の説
明などについて、マスターデータを公
表して頂きたい。

process for classification 
of export & import 
goods.
・Circular No. 38/2015/
TT-BTC issued on 25 mar 
2015 by Ministry of 
Finance on Customs 
procedures, customs 
supervision and 
inspection for expoted & 
impoted goods, refer to 
Article 18/ item g on "HS 
code assessment report 
has validity of 3 years".

21 日商 通関手続きの
煩雑・遅延・
コスト負担

・通関に時間とコストがかかる。ある時は通り、ある時は同様の書類提出な
のに通らないなど、基準があいまい。

継続 ・基準を明確にして欲しい。
・省によって関税が異なるなどもやめ
て欲しい。

・ベトナム関税

22 製薬協 税関手続の不
明瞭、法・規
則の未周知

・医療機器及びそれに付随する製品を輸入し、保健省の基準に即したクラス
分類に準じて税関に申告したところ、本来は輸入ライセンスが不要なクラスA
分類の製品であったにも関わらず、通関担当者より輸入ライセンスの取得を要
請された。何度も不要である旨を説明したが、聞き入れてもらえず、明確な理
由もなく拒否された。

継続 ・保健省のガイドライン制定と通達、
そして実施と徹底をお願いしたい。

23 製薬協 税関手続の不
明瞭、法・規
則の未周知

・同じ製品を2回輸入し1回目は空輸で空港にて通関、2回目は船便で港にて
通関した。空輸の際には輸入税がかからなかったが、港で通関した際に明確
な理由もなく輸入税を取られた。

継続 ・通関する場所や通関担当者の一存に
よって税率を定めるのではなく、全国
一律に定めることを徹底して欲しい。

24 日機輸 輸入申告価格
評価における
インボイス価
格の不認可

・売り手と買い手が同じグループ企業ということから、輸入価格が「移転価
格」につながる可能性を懸念した現地ベトナム税関により、the import 
declared price assessment(輸入申告価格評価)でインボイス価格を輸入申
告価格とすることを拒否され、長期にわたり最高価格を輸入申告価格として
適用されている。
現地税関に対して、市場価格相場やモデルのライフサイクルに基づき、売り
手・買い手間で価格交渉を行っている旨を説明しているが、価格交渉の証拠
としては不十分とのことで、インボイス価格を輸入申告価格とすることを拒
否されている。常に最も高い輸入申告価格が適用されている。
現地税関に対しDeductive value method(国内販売価格に基づく課税価格の
決定)など他のアプローチを試みているが、認められていない。
よって、販売価格を上回る輸入申告価格が査定され、輸入価格より約10％高
いVATを支払っている。販売価格が輸入価格を下回っているため輸入時に支
払ったVATが全額回収できない。

継続 ・親会社の元で事業をしている子会社
に対して、現地税関はオープンマイン
ドな見解と公正な取扱いをして頂きた
い。
・市場状況と製品のライフサイクルに
応じてインボイス価格が5%～10％低
下することを許容頂き、インボイス価
格を輸入申告価格として頂きたい。

・Circular 39/2015/TT-
BTC issued on 25 Mar 
2015 by General 
Customs on Customs 
Valuation for Import-
Export goods, refer to 
Chapter II(Customs Value 
Determination).
・Circular 60/2019/TT-
BTC issued by 30 Aug 
2019 for Amendment of 
above circular 39/2015/
TT-BTC.

25 日機輸 車両輸入時の
シリアルナン
バー打刻チェッ
ク

・車両輸入時のシリアルナンバー打刻について、以下の問題がある。
－盗難車防止を目的とした輸入規制により、車両本体の輸入時にレボフレー
ムに打たれている刻印が当局によりチェックされる。
－刻印が打ち直しされていたり、打刻周辺の面が削られていたりすると、不
正を疑われ、シップバックを余儀なくされる。
－車両の生産時には急な生産順の入替等により、刻印を打ち直すことは稀に
起こる。弊社社内の基準に則って再打刻を実施しているが、ベトナム当局に
は不正と見做され、輸入できない。

新規 ・メーカーから盗難車ではない旨を記
したレターがあれば問題なく輸入でき
るようにしてほしい。

・政府通達 187/2013/ND-
CPの第6項第C点、第II章、
第I附属書

26 日鉄連 ベトナム語で
の商品ラベル
表示義務

・2017年4月、商品表示に関する規定を定めた政令43号/2017/ND-CPが公
布された。本政令はベトナムへの輸入時に必須情報をベトナム語でラベリン
グするよう求めるというもの。現在まで、鉄鋼製品のラベリングに関する情
報共有・トラブル報告は受けていないが、鉄鋼製品に対する強制規格(QCVN)
でも本政令について言及されているため、将来的に影響を受ける可能性が懸
念される。
－2021年4月、ベトナム科学技術省がラベリング規定(改定案)を公表。

継続 ・中間材となる鉄鋼製品への適用除
外。

・No.43/2017/ND-CP
・No.111/2021/ND-CP
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－2021年11月、ベトナム科学技術省がラベリング規定(改定版)を公表、
2022年2月より施行。

27 日機輸 輸入に関する
リスク管理の
法律の不明瞭

・税関が初期検査結果とリスク管理の法律を元に輸入品を赤、黄、緑チャネ
ルに分類するが、輸入品が黄色か赤に分類された場合、実検査の100%か
50%が適用され、通関に掛かる時間が長くなる。cordingly 

継続 ・税関のリスク管理法の明確化。 ・Circular 39/2015/TT-
BTC
・Cirular 39/2018/TT-
BTC
・Circular 60/2019/TT-
BTC

28 自動部品 輸入品検査の
不合理

・輸入スチール材料において、全ロットを政府当局が認めた機関で材料の材
料成分分析が行われてから輸入可となっている。そのため、検査費の追加発
生と検査終了まで引き取る事が出来ず、弊社の生産･販売活動等に影響を与え
ている。

継続 ・検査頻度の見直し。（初ロットだけ
検査を実施し、以後は製造メーカーの
結果を使って輸入手続きを実施する、
もしくは当局が確認目的で抜き取り検
査とするなど）

・2015年12月31日付通達
58/2015/TTLT-BCT-
BKHCN

29 日機輸 品質登録申請
手続きの煩
雑・遅延

・通関時、出荷ごとに行う手続につき下記の課題がある。
①通関申告前Quality registration
出荷毎に申請が必要であり、申請ではVNTA（Vietnam 
Telecommunication Authority）に全書類、紙ベースでの提出が必要。出荷
毎に同じ書類を何度も紙ベースで提出する必要がある。
②通関後15日以内 Self-Assessment
輸入した製品がベトナムの品質管理規制に準拠していることを証明するため
の試験報告書及び型式承認の提出が必要。またプロセスには広範で多くの文
書が必要。
また、上記二つの手続きに共通して、リードタイムが安定せず(規制上の公式
リードタイムは1日だが、担当官が1名しかいないため実際には3～5営業日で
変動し確約されていない)、窓口で直接申請書を提出し直接承認を得る必要が
あり、ステータスの確認は窓口でしかできないため、申請者は1案件で何度も
窓口に出向いてステータスの確認が必要になり、非常に非効率。

新規 ・申請・許可手続きにかかるリードタ
イムの短縮と安定化のため、下記を要
望する。
－出荷毎のハードコピーでの書類提出
を不要にして欲しい。
－同じモデル (同一) の書類 (アセスメ
ントレター、製品ラベル・スペック、
テストレポート、タイプアプルーバル
等) を出荷毎 (複数回) に提出すること
を避けるため、モデル毎の品質登録 
(quality registration) の書類 (記録)
をオンラインで保存し、出荷毎＝申請
毎に参照できるようにして欲しい。

30 日機輸 個人向け貨物
送付に関する
問題

・個人向け貨物の送付に関して、以下の問題がある。
－免税枠が申告価格US$300までであり、ほぼ全量課税となっている。
－個人向け貨物の送付（DHL等民間クーリエ会社利用）において、印刷物
（出版物・印刷関連物品）が輸入規制されている。日本側で業務上使用され
ていた書類やマニュアル、パンフレット、社内刊行物等および業務用文房具
等を同梱送付した際、輸入許可を受けられず、日本へ返送を余儀なくされた。
－船便は本人名義でのみ発送可能で入出国カード取得（ベトナム入国）から2
か月以内かつ輸入は1便のみ有効。家族帯同時に船便を発送頂く場合は一度ベ
トナムから出国し、ベトナム入国時に入出国カードを再度取得する必要があ
る。（日本への一時帰国や隣国への出張等が必要）

変更 ・水準の適正化検討をして頂きたい。
・左記の制限を緩和して頂きたい。

　

・輸入通関レキュレーション
INVOICE総額$300以上は全
量課税

31 日鉄連 鉄鋼製品の輸
入ライセンス
(I/L)取得義務

・2010年7月5日、冷延鋼板、線材の輸入に、12月末を時限に輸入許可証
（IL）の取得を義務付ける。
・2010年9月9日、同じく亜鉛めっき鋼板、アルミ・亜鉛めっき鋼板、カ
ラー亜鉛めっき鋼板、ブリキにも12月末を時限にIL取得を義務付ける。上記
鉄鋼製品の輸入に係るIL取得義務について2010年12月末の時限措置は2011
年2月14日～12月31日に延長された。
・2012年9月20日、新たに棒鋼、ステンレス鋼板、溶接鋼管（輸入HSコー
ド：7214、7215、7219、7220、7306）が対象となった。
・2014年6月16日、措置を撤廃する旨の官報告示。
・2015年7月26日、同制度が再導入された。また、新たに半製品・その他合
金鋼条鋼（輸入HSコード：7207、7224、7227、7228）が対象となっ
た。

継続 ・商工省通達22号
(22/2010/TT-BTC)
・商工省通達31号
(31/2010/TT-BTC)
・商工省通達42号
(42/2010/TT-BTC)
・商工省通達23号
(23/2012/TT-BCT)
・商工省通達17号
(17/2014/TT-BCT)
・商工省通達12号
(12/2015/TT-BCT)

32 自動部品 中古機械・設
備の輸入規制

・製造から10年を超えた設備を輸入する際の承認手続きが煩雑となってい
る。輸入の許可を得るには、「残りの設備出力又は設計仕様の85%以上の能
力に達しており、エネルギーの消費が設計仕様対比15%を超えないこと」を
満たさないといけない。また、科学技術省の承認が必要となる。科学技術省
へ申請をするのに手続きが煩雑で、なかなか承認が得られない状況となって

新規 ・日本から輸入した中古設備の状態と
機能は良く、使えるものなので、製造
経過の制限年数を増やして欲しい。
・費用＆時間が掛かり、生産活動へ影
響を与えるため、中古設備の輸入手続

・2019/4/19付首相規定第
18/2019/Q�-
TTg（84.77）
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いる。
また、輸出側の設備鑑定結果を科学技術省へ提出する必要もある。

き（科学技術省への申請＆設備鑑定）
を削減して欲しい。

33 日機輸 中古機械部品
の輸入規制

・中古機械部品の輸入規制により、他国にて修理、補修したコンポーネント
部品をベトナムへ輸出することができず、ベトナムで稼働する車両の修理用部
品として供給できない。
特にインドネシアリマンセンタで補修再生されたエンジン等の部品がベトナ
ムに輸入できず、建機ビジネスにおいて一般的なリマンビジネスの大きな障壁
となっている。

新規 ・中古機械部品のベトナム輸入を認め
る特例の追加。
・アフターサービスにおいて顧客の選
択肢を増やす視点から改善を希望。

・政府通達 No.571/TTG-
KTTH

34 日鉄連 石炭輸出停止 ・2019年の石炭の輸出許可発出が5月4日までかかり、1～4月の輸出が事実
上停止。
2020年は前年末までに許可が出されたため年初から輸出が行われたが、
2021年は再度当該年に入ってから許可発出（2021年1月20日）。ベトナム
政府内の許可取得プロセスが不透明で予見可能性に欠けることから、今後も
同様のリスクが残存。
足下石炭純輸入国となっており、国内供給優先の姿勢が顕著。2023年は輸出
枠の承認が遅れており、2月7日時点で輸出枠未承認。

変更 ・安定的な輸出環境の整備。

35 日機輸 高額な高速道
路使用料

・ハノイ市とハイフォン港を結ぶ新国道5号線の通行料金が旧国道5号線の2
倍であるため、物流頻度と量に対してコストが見合わず、未だに旧5号線を使
用せざるを得ない。

継続 ・新国道5号線の使用料を引き下げて
頂きたい。

36 日商 ベトナムをハ
ブとした近隣
国向けの転送
ルールが不確
定

・カンボジア、ラオスなど近隣国で生産された品物をベトナムに運び、ベトナ
ム生産品とコンバインして輸出することが出来ない。また、その逆も不可で
あるといのが一般的に認知されている規定。一方、案件や担当する管轄税
関、税関職員によって出来ることもあり、標準化がされておらず、荷主への回
答が不規則。

継続 ・交渉次第で差別化サービスを提供す
ることが出来るというメリットがある
一方、調査に時間が掛かり、税関担当
者が途中で変わった場合、まったく異
なる見解を言われることがあり、出来
る事、出来ないことを明文化して欲し
い。

37 日商 空港上屋内で
の検量差異、
検量方法の不
透明

・ベトナムから輸出する場合、工場で検量後、空港上屋で空港税関が再検量
する流れにおいて、検量差異が発生して輸出できない事象が発生することが
ある。改善に向け、荷主は空港税関に対し検量方法の開示を求めているが、
開示されていない。

継続 ・空港上屋税関に検量方法を開示して
もらいたい。

38 日商 空港上屋内作
業の制限によ
る、品質向上
の足かせ

・飛行機に搭載するために行うULD積み付ける作業、その逆の解体する作業
は利権が掛かっており、我々は介入できない。荷主の品質要求が高まってい
るなか、現行空港上屋の広さや忙しさを考えると完全に対応することは難し
く、ダメージを誘発させてしまう。

継続 ・フォワーダーでも条件を満たせば、
当該作業ができるような規制に緩和す
ることを検討して欲しい。

4. 為替管理・金融

1 JEITA 外貨送金規制 ・お客様から弊社海外指定銀行(シンガポール)への預託金支払について、預託
金という項目での海外送金ができない。与信管理の一環として預託運用取引
するケースを考えたいが、対応可能な方法がないのが現状。

継続 ・外貨送金可能な取引の対象範囲の拡
大。

2 日機輸 外貨借入規制 ・外貨借入について、以下の問題がある。
－外貨収入のない会社は国内金融機関から外貨借入ができない。
－借入に際しては資金使途を証する書類（実需証明書類）の提出が必要。

継続 ・規制緩和。 ・SBC FX rule

3 JPETA 借入金の使途
制限

・銀行からの借入用途が限定。現地子会社の場合は仕入調達にしか利用でき
ず、現地で運転資金用途の借入を起こすことができないため、資金を回してい
くことが行いにくい。また、1年超の借入は事前に返済スケジュール等を当局
に知らせる必要があり、実務負担も大きい。

継続 ・用途を流動的にして欲しい。

4 JPETA 借入金の使途
制限

・銀行からの借入用途が限定。現地子会社の場合は仕入調達にしか利用でき
ず、現地で運転資金用途の借入を起こすことができないため、資金を回してい
くことが行いにくい。また、1年超の借入は事前に返済スケジュール等を当局

継続 ・用途を流動的にして欲しい。
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に知らせる必要があり、実務負担も大きい。

5 日機輸 実需原則によ
る為替取引制
限

・実需原則に基づき投機的な取引が禁止されていることから、外貨購入につ
いては金融機関に実需取引の有無を確認する義務が課せられている。

継続 ・外国為替取引の自由化。 ・SBV FX rule

6 医機連 政府による政
府病院等に対
する診療報酬
の支払い遅延

・政府による政府病院等に対する診療報酬の支払い遅延が発生している。 継続 ・支払の早期化、期日での支払。

5. 税制

1 日機輸 税制・規則変
更等の情報の
開示

・ベトナムは、ASEAN（1995年）およびWTO（2007年）等、多くの国際
機関のメンバーシップを取得した。税政策および税制改革が国際的なルール
および慣行と整合するようになり、同時に徴税および行政プロセスが改善さ
れた。
ベトナムへの外国人投資家は、次の税金の影響を受ける可能性がある。付加
価値税、個人所得税、外国請負業者源泉税、特別売上税、環境税。輸出入関
税 ベトナム、インド、韓国などの新興国で当社ビジネスが成長し続けている
ため、現地の税制の変更に関する最新情報がより重要になっている。

継続 ・輸出入関税、法人所得税、付加価値
税、および外国請負業者の WHTに関
する最新情報を継続的に入手できるよ
う要請する。

2 日機輸 外国契約者税
の賦課

・外国企業からのすべての資本設備購入（税込み）に対して販売者に外国契
約者税（FCT：Foreign Contractor Tax）を実装すると、顧客に余分な費用
が発生する。
FCTは、ベトナムの事業体との契約から、非居住者（つまりベトナムに法的
に存在しないオフショアの事業体または個人）によって生み出されたベトナ
ム源泉の所得に対して源泉徴収税を徴収するメカニズムである。事業体（個
人ではなく）の場合、FCTはVATとCITのコンポーネントで構成される。
FCTは、VATと所得税の2つの税金で構成されている。VATとCITは、事業体
である外国請負業者に適用される。VATと個人所得税は、個々の外国人請負
業者に適用される。

継続 ・FCT に関する継続的な情報更新を要
請する。
（※外国契約者税(FCT：Foreign 
Contractor Tax)は、投資法に基づく
投資形態以外でベトナム企業に対して
サービスなどを実施する外国契約者へ
課される）

3 JEITA 外国契約者税
の賦課

・外国企業の負担によるベトナム国内輸送を行う場合、FCT（Foreign 
Contractor Tax：外国契約者税）として販売金額の全体に対して1％が課税
される。これは外国企業のベトナム国内での活動を制限するものである。

継続 ・FCTの撤廃。

4 日機輸 短期出張者へ
の個人所得税
賦課

・請求対象外の出張の場合、ベトナムを拠点とし、シンガポールから給与を
得ている外国人スタッフは、「ベトナムからの収入」とみなされる (ベトナム
に拠点を置く日数に対して支払われるため)。個人所得税（PIT）の対象とな
る。

継続 ・個人所得税（PIT）に関する継続的
な情報更新を要請する。

5 日機輸 短期出張者へ
の個人所得税
賦課

・ベトナムとの租税条約では短期滞在者免税の規定があるものの、適用を受
けるためには登録手続きが必要になり、また手続きをしても許可されないこ
とがあるなど、事実上条約の規定が機能していない。

継続 ・短期滞在者免税の適用について、登
録を不要とし、条約の規定に基づいて
確実に実施して頂きたい。

・日ベトナム租税条約

6 JEITA 一部仕入VAT
の還付の不認
可

・12ヶ月連続又は四半期連続で控除できない仕入VATがある場合は還付申請
ができたが、2016年7月の改正法では当ケースにおける仕入れVATの還付が
認められなくなった。これによりVAT免除となっているEPEと取引を行う
際、VATの請求ができなくなってしまうため、トレーディングカンパニーの
立場ではVATの還付されないVAT10％を負担（もしくは販売価格に10％を
ON）しなければならないという問題が発生することになる。

継続 ・この問題の発生により、材料、部品
メーカーで現地で商社機能果たすメ
リットがなくなり、直接顧客をサポー
トするという形態が取り難くなる。是
非とも撤廃していただきたい。

・Low106/2016/QH13
・Decree100/2016/ND-
CP
・Circular130/2016/TT-
BTC

7 日機輸 VAT還付手続
の煩雑・遅延

・ベトナムでは一定の要件を満たした場合のみVAT（Value Added Tax=付
加価値税）還付を行うことが出来るが、還付時に税務調査が行われる。調査
官との意見の食い違い等揉めるケースが多く、申請から還付を受けるまで長
期間を要する上、実務工数や煩雑な手続きを要する。

継続 ・VAT還付手続きを簡素化（調査を行
わない等）して頂きたい。

・VAT還付実務

8 日機輸 移転価格文書 ・一定のベトナム企業は移転価格文書化規定に従ってローカルファイル・マ 継続 ・国別報告事項を直接提出するのも情 ・Decree 20（No. 
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

の検証対象期
間及び直接提
出要求

スターファイル・国別報告事項（CbCレポート）をベトナムで提出すること
が求められている。

報管理の観点上、望ましくないため、
MCAA（Multilateral Competent 
Authority Agreement=権限ある当局
による多国間合意)に署名することで回
避して頂きたい。

20/2017/ND-CP：「関連
者間取引に関する税制上の施
行規則」

9 日機輸 移転価格税制
における「独
立企業間レン
ジ下限値の引
上げ」

・現地法人の利益率の妥当性を証明する為、比較対象企業を選定し、これら
企業の営業利益率を上から下に並べて、上位と下位各々の25%を除いた50%
でレンジを形成し、このレンジの中に利益率があることで、利益率の妥当性
を説明する文書（ローカルファイル）を作成している。
2020年12月20日から施行された政令132/2020/ND-CP号では、この下限
値が25%から35%へ10%引上げられている。これによって、現地法人の利益
率は、現行よりも高い水準に設定必要があり、移転価格リスクが高まるのと
同時に、現地における法人税負担が増加する。

継続 ・下限額の引き上げの再検討（具体的
には旧政令の25％を維持）をしていた
だきたい。

・政令20/2/2017/ND-CP
・政令132/2020/ND-CP

10 日商 グローバル・
ミニマム課税
の導入

・2024年1月1日からベトナムでもグローバル・ミニマム課税（国際最低課
税：Global minimum TAX）が正式に適用されたとになっている。
これまで、ベトナムでは、税制優遇（免除や半減）により新規投資の誘致を
進めてきた。新規投資を検討していく中で、ベトナムでの新規投資に伴う優
遇策（減税以外）を知りたい。
また、現在、優遇税制を受けている企業へはどの様な対応になるのか確認し
たい。

新規 ・税制優遇から補助金への変更。

11 日機輸 グローバル・
ミニマム課税
の導入

・ベトナム国会は2023年11月29日、経済開発協力機構(OECD)で合意した
国際的な最低法人税の制度（グローバル・ミニマム課税）を2024年1月1日
に導入する方針を盛り込んだ決議案を賛成多数で承認した。連結売上高が7億
5,000万ユーロ（約1220億円）以上となる多国籍企業は、15％の法人税率
が適用されることになる。ベトナムはこれまで、15％より低い優遇法人税率
などを適用し、外資系企業の進出を誘致してきた。対象企業にとっては、進
出時に約束した投資優遇措置のメリットが失われることになる。

新規 ・現在15％以下の優遇法人税率が適用
されている外資系企業に対しては、最
低法人税の導入で失われる投資優遇に
代わる代替支援措置を早急に策定し、
安定した投資環境を整備して頂きた
い。

・2023年11月29日国会決
議

12 日機輸 日越租税条約
の適用手続の
長期化

・日越租税条約上、日本が稼得する役務提供等の事業所得については日本に
課税権があるが、ベトナム国内で課税の対象となっている（外国契約者
税）。同規定では租税条約が優先する旨が明記されているが、租税条約適用
のための手続きが数年に亘るケースもあり、実務的に二重課税を甘受するこ
ととなっている。

継続 ・国内法の改正または、租税条約適用
に係る運用ルールの改善を要望する。

・ベトナム財務省通達
Circular 103/2014/TT-
BTC
・日越租税条約

13 日機輸 間接譲渡課税 ・ベトナムと他国の租税条約上、間接譲渡について課税されない場合であっ
ても、現地の税務執行上、下記の場合等に該当しない株式譲渡については、
ベトナムにおいて課税されない。
－Sellerがベトナム法人株式の25％以上を保有し、かつ、当該株式の5％以上
を譲渡する場合
－譲渡した株式の収益は、主としてベトナムに存在する不動産から構成され
る場合
租税条約の文理解釈上、不動産関連法人に該当しない間接譲渡について課税
すべきではないと解釈することが可能と考えられるが、現地当局が公表した
ガイダンスによると、上記日越租税条約と同様な内容の条約のケースについ
ては課税できると解釈しているため、納税者としてどのように対応すべきか
明確ではない。

継続 ・租税条約に適合する税務執行をして
頂きたい。

・日越租税条約第13条

14 電機工 法人税の二重
課税リスク

・ベトナムでプロジェクトオフィスを建てて、火力EPCビジネスを実施した
場合ベトナム国には現地側および外国で発生した両方の分について法人税を
納める必要がある。
一方その分の法人税が日本国側でどのように処置（免税）を受けられるのか
明確に定めたものがなく、ガイダンスが必要。

継続 ・具体的に日本国側での免税のケース
が他企業や案件で存在した場合、その
手法などについて共有頂きたい。

・日越租税条約・その他

15 日商 優遇税制によ
る未還付

・新規投資案件にて、ハイフォン市工業団地に事業を開始し、優遇税制にて
還付申請を行ったが、未だに還付されていない。

新規 ・早期に還付していただきたい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

16 日商 行き過ぎた会
計基準・標準

・当地の会計基準が具体的な取引ごとでの会計処理にまで言及しており、企
業の業種や規模、取引状態における簡便な処理の適用の柔軟性を削いでい
る。
個人事業者の法人化への意欲を削ぐ内容となっている。

継続 ・財務報告書の用件のみ明示し、各個
別取引についての会計処理については
企業の裁量に任せる。

6. 雇用

1 電機工 雇用規制 ・ベトナムでの火力EPCプロジェクト（免税プロジェクト扱い）を通じて経
験した事として自前でリクルーティング活動をする場合、ローカルコンテン
ツは何％でとの要求はないがPosition Acceptanceを取得する為には労働傷
病兵社会問題局（DOLISA：Department of Labor, Invalids and Social 
Affairs）や各市・省レベルの経済特区ならびに人民委員会に連絡して事実と
してベトナム人のリクルーティング活動をしなければならない。
それを通して要求レベルの雇用者がいないと判断した場合にコントラクター
は第3国人の雇用を認められる。但し、リクルートエージェントを雇えばもっ
と簡素化される。

継続 ・雇用規制の緩和。

2 日商 現地人非採用
の証明義務

・外国人を雇用する前に、地元のベトナム人ではそのポジションを雇用でき
ないことを証明することが新たに義務付けられたが、会社側としては、外国
人を雇用する理由が明確にも拘らず、このプロセスは非効率。長期にわたる採
用プロセスが更に伸びてしまっている。

新規

3 JEITA 従業員の最低
昇給率の法定

・ベトナムの雇用法上、従業員の給与を昇給させる場合、最低5%の昇給率を
確保しなくてはならないと解釈される。
昇給率はベトナム経済状況並びに会社の業績、各従業員のPerformanceに
よって決められるべきであり、5％の昇給率を法律によってSecureされるべ
きではない。

継続 ・本法律の撤廃。 ・Decree 49/2013/ND-
CP, Article 7.3.1 
・Decree 103/2014/ND-
CP

4 日商 厳格な時間外
労働規制

・時間外労働規定（200時間以内）を遵守するあまり、過剰雇用となってい
る。
－物流業界は、非常に変動する作業負荷が伴う。年間200時間に制限する
と、顧客の要件を満たす能力が制限される可能性がある。
－十分なスタッフの柔軟性を確保するために、過剰雇用が必要になる場合が
ある。
－他の東南アジア諸国では、年間制限が高いか、制限がない。例えば、タイ
では上限なし、マレーシアでは300時間以上が許可されている。

新規 ・エッセンシャル産業として、200時
間以内の制限を撤廃して欲しい。

5 日機輸 厳格な時間外
労働規制

・年間の残業時間上限は200時間、申請により300時間まで延長可能である
がアジア他国と比べて少なく、競争力維持のために上限引き上げが必要。

新規 ・年間時間外労働時間の延長。 ・Law 45/2019/QH14 
Labor Code

6 日機輸 厳格な時間外
労働規制

・2019年11月20日に国会で可決された改正労働法（2021年1月施行予定）
では、月の労働時間が30時間から40時間に延長され、また年間の時間外上限
時間（200時間）を300時間まで特別延長させる業種も緩和された。しかし
ながら年間の時間外上限時間200時間（特別延長でも300時間）は、諸外国
に比べても少ない水準になっており、更なる上限時間の緩和が不可欠であ
る。

継続 ・現在の時間外労働の年間上限時間
を、200時間から300時間に延長し、
更に特別延長については、400時間ま
で認めて頂きたい。

・旧労働法第106条2項
・新労働法第107条2項

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 電機工 雇用政策によ
る外国人就労
ビザ取得の厳
格

・ベトナム人雇用優先のため、外国人就労ビザ・ワークパミットの発給要
件・審査基準が厳しくなっており、事実上、役員以外は出向職員を送ること
が難しくなっている。

継続 ・財務責任者等、買収後に送り込みた
いポジションや教育・育成を目的とし
た出向が実現できるよう就労ビザ発給
要件を見直して欲しい。

2 日機輸 長期滞在用のe-
Visa手続きの
煩雑・遅延

・オンラインビザ（e-Visa）を申請した際、審査の状況が不明瞭で、1ヶ月弱
経っても、何も連絡が来なかった。手続きが進んでいないことを恐れ、直接
問い合わせたのち、手続きが迅速に進むという事例があった。

新規 ・e-Visaの審査状況の見える化、整流
化を進めて頂きたい。

3 電機工 入国許可証申 ・ベトナム経済特区で実施した火力EPCプロジェクト（免税プロジェクト扱 継続 ・経済特区等で実施される投資案件等 ・労働法No.10/2012/

2024年版 ベトナム における問題点と要望 10 / 16

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。

貿易・投資円滑化ビジネス協議会59/79



問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

請手続きの遅
延

い）において、プロジェクトに関わる日本人等に現地就労許可証（WP）を発
行する前のプロセスとして入国許可証を発行するまでの時間がかかりすぎ
る。通常申請してから約2ヶ月は必要。

に関してはもっと簡素化・短縮してほ
しい。

QH13など

4 日商 外国人出入国
時の滞在登録
義務

・就労ビザ、レジデンスカードを有している外国人でも、ベトナムを出国、入
国する度に滞在登録が必要となっている。
従来は、就労ビザ、レジデンスカードの更新時に登録するのみで良かった。

変更 ・外国人労働者の滞在登録について、
就労ビザ、レジデンスカードの期間と
してもらいたい。

・ベトナム国民の出入国に関
する法律第5条第1項
・2023年ベトナムにおける
外国人の入国・出国・通過・
居住に関する法律(出入国管
理法)第33条

5 JEITA 外国人労働者
の社会保険加
入の義務化

・2018年1月から外国人もベトナムのSocial Insuranceへの加入が義務付け
られたが、Internal Transferees（企業内転勤者）については加入が免除さ
れる。ただし、その条件が親会社（直接の出資関係がある会社）からの転勤
に限定されている。

継続 ・企業内転勤者の適用を、直接の資本
関係がない会社（孫会社やその他関連
会社）への適用拡大。

・Decree 11/2016

6 日機輸 外国人労働者
の社会保険加
入の義務化

・社内転勤者の場合、社会保障参加義務の対象外とされる、多国籍企業の社
内転勤者には適用されない。

継続 ・MOLISA（労働・傷病兵・社会省）
に"社内転勤者（intra-
transferee）"の定義の明確化を求め
る。

・Decree No. 152/2020/
ND-CP
・Decree No.143/2018/
ND-CP
・Decree No. 70/2023/
ND-CP 

7 日商 海外での払い
済み社会保険
料の控除不可

・2023年12月、ベトナム税務総局より、出向者の給与をベトナム現地法人
が負担している場合、海外で払った社会保険料部分は出向者のベトナムでの
個人所得税を計算する際に控除することを認めないとの、従来の取扱いを変
更する内容のオフィシャルレターが出された。

新規 ・従来認められてきた取扱いを変更す
る大きな影響のある変更である。海外
支給分を含め出向者給与を100%負担
しているベトナム法人にとってコスト
であり、従来の対応の継続を求めた
い。

・オフィシャルレター
No.6002/TCT-DNNCN号

8 日機輸 日越社会保障
協定の未締結

・2018年10月15日に公布された外国人労働者に対する強制社会保険に関す
る政令（第143/2018/ND-CP号）では親会社からの出向である「企業内異
動」が適用対象外となった。
2019年3月18日に労働・傷病兵・社会省から、社会保険庁に対して発布され
た通達で、社会保険の適用外として「ベトナムにおける外国人労働者に関す
る労働法の一部施行細則となる2016年2月3日付政令11/2016/ND-CP第3
条第1項に定める企業内移動の外国人労働者」が明確化された。
しかしながら、本通達では、ベトナム現地法人を設立した親会社からの出向
のみを「企業内異動」と定義しており、兄弟会社間出向、親会社から孫会社
への出向、出資比率の低い親会社からの出向などは認められていない。現在
の企業経営では、多様な人材交流を行うのが常であり、現地法人を設立した
親会社からの出向に限定することは不適当である。
また、これらの問題を根本的に解決する可能性のある「日越社会保障協定」
に関しては、予備協議が始まったものの、その後日越間で検討が進んでいな
い。

継続 ・現地企業との労働契約書の有無にか
かわらず、資本関係（直接、間接含
む）が認められれば「企業内異動」と
認定する。
・日越政府間で行われている「社会保
障協定」の協議を進め、根本的な解決
を図って頂きたい。

・政令第143/2018/ND-CP
号
・政令第11/2016/ND-CP
号第3条1項

8. 知的財産制度運用

1 日機輸 特許出願にお
ける優先権証
明書の提出義
務

・ベトナム出願から3か月以内に優先権証明書の提出が必要である。 継続 ・優先権証明書の提出を簡略化するた
めに、世界知的所有権機関のデジタル
アクセスサービス（出願人等は所定の
手続きを行うことにより、外国への特
許出願等について優先権主張をする際
に、DASを通じて日本国特許庁から優
先権書類の電子データを取得するよ
う、外国特許庁／期間に対して請求す
ることができる）を導入して頂きた
い。

・100条(2)(c) 

2024年版 ベトナム における問題点と要望 11 / 16

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。

貿易・投資円滑化ビジネス協議会60/79
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2 日機輸 拒絶査定時の
分割出願不可

・拒絶査定時に分割出願できない。 継続 ・拒絶査定にも分割出願できるように
して頂きたい。

・第115条第1項

3 日機輸 外国語書面出
願制度(英語)の
未導入

・特許出願の言語はベトナム語のみである。 継続 ・ベトナム語への翻訳期間の猶予のた
め、英語で出願できるようにして頂き
たい。

・100条(2)、規則7.2

4 時計協 税関での疑義
侵害物品の真
贋鑑定の困難

・税関差止めにおいては、担保金を積んで差止申請を行った後でないと、疑
義品の画像が入手できない。疑義品発見通知に記載されている輸出者／輸入
者情報に基づいて侵害か否かを判断しなければならない。

継続 ・差止申請前に疑義品画像を提供して
欲しい。

5 日機輸 コンピュー
タ・プログラ
ム及び用途発
明の不特許事
由

・コンピュータ・プログラムおよび用途発明は不特許事由である。 継続 ・コンピュータ・プログラムおよび用
途発明を保護対象にして頂きたい。

・特許法第59条

9. 工業規格・基準・安全認証

1 日鉄連 強制規格適合
表示義務

・2011年6月1日、ベトナム科学技術省は、WTOへコンクリート補強用鋼材
規格を含む技術規則案を公布、2012年1月から施行することを通報した。上
記鋼材の製造者、輸入者には、規格名（内外を問わず）を宣言し、規格適合
と表示を義務付けられる。
・2013年6月3日、ベトナム商工省は、WTOへ国内外の鋼材の品質管理方法
に関する科学技術省との共同通達を施行することを通報。
・2013年12月31日、ベトナム商工省・科学技術省の共同通達44号が発出さ
れ、2014年6月1日より、HS7208類～7229類については、ミル監査によ
る製造元の認証か、都度のロット検査による製品の認証が必要となる旨、告
示された。
・2014年6月1日、措置の導入。
・2014年6月24日、商工省通達5662号が発出され、除外とされる再輸出の
定義が緩和され、除外対象が拡大された。
・2014年7月17日、科学技術省通達1309号が発出され、ロット検査の期
間・料金の明示徹底、外国試験組織（国際試験所認証協会（ILAC）、アジア
太平洋試験所認証協会（APLAC）の規定に基づいて認められた試験組織）で
の試験を経た際の検査の軽減等が告示された。
・2014年8月25日、科学技術省通達1591号が発出され、JICQA、JQAが共
同通達44号において規定されている「外国の試験機関（認証機関）」として
正式に認められた。
・2016年3月21日、商工省・科学技術省の共同通達58号が施行され、44号
に置き換えられた。対象品目に関して、HSコード8桁ベースで詳細に設定さ
れたほか、検査プロセスが増えるなどの変更が行われた。
・2017年10月1日、科学技術省通達7号が施行され、手続きの変更が行われ
た。
・2017年11月8日、商工省通達18号が施行され、共同通達58号における一
部規程が廃止された。
・2019年9月11日、科学技術省が熱間圧延形鋼に対するQCVN（技術基準）
の強制化について官報ドラフト・パブリックコメント告示。措置適用は2020
年1月1日から、2020年7月1日より強制化の模様（2021年2月現在、正式な
官報は未確認）。
・2019年11月15日、科学技術省が鉄筋用棒鋼に対するQCVN(技術基準)の
強制化について官報公示。2020年1月1日より導入開始、2020年6月1日よ
り強制化。
・2019年11月15日、科学技術省がステンレス鋼に対するQCVN(技術基準)
の強制化について官報公示。2020年1月1日より導入開始、2020年6月1日
より強制化。
・2020年8月10日、科学技術省がステンレス鋼に対するQCVNの強制化を延
期。本通達は同年9月23日より発効となり、強制化は2021年12月31日まで
延期予定。
・2021年11月1日、科学技術省がステンレス鋼に対するQCVN（改訂版）を

継続 ・措置の撤廃あるいは軽減。
・適切な除外規定の設置。

・商工省・科学技術省共同通
達44号
(44/2013/TTLT-BCT-
BKHCN)
・商工省通達5662号
(5662/BTC-KHCN)
・科学技術省通達1309号
(1309/TDC-HCHQ)
・科学技術省1591号
(1591/TDC-HCHQ)
・商工省・科学技術省共同通
達58号
(58/2015/TTLT-BCT-
BKHCN) 
・科学技術省通達7号
(7/2017/TT-BKHCN)
・商工省通達18号
(18/2017/TT-BCT)
・科学技術省通達案xx号
(QCVN xx:2019/BKHCN)
・科学技術省通達13号
(QCVN07:2019/BKHCN)
・科学技術省通達15号
(QCVN20:2019/BKHCN)
・科学技術省通達3号
(3/2020/TT-BKHCN)
・科学技術省通達9号
(9/2021/TT-BKHCN)

2024年版 ベトナム における問題点と要望 12 / 16

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。

貿易・投資円滑化ビジネス協議会61/79
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公示。本通達は2022年1月1日より発効。
・2023年12月8日、ステンレス鋼に対するQCVNを公布する科学技術省通達
(No.15/2019/TT-BKHCN)および科学技術省通達(No.9/2021/TT-
BKHCN)の実施を一時停止することについて、パブリックコメントの募集を
開始。

2 製薬協 GMP適合性評
価の煩雑と困
難

・登録申請や更新など薬事手続きに添加剤メーカーのGMP証明書もしくは製
剤の製造業者による添加剤メーカーのGMP遵守を保証する宣誓書の提出が求
められる。日本では添加剤はGMP省令ではなく自主基準であり、製造に用い
るすべての添加剤についてGMP遵守の保証は困難である。
注：GMP（Good Manufacturing Practice）の略で、製造所における製造
管理、品質管理の基準をいう。

継続 ・法令や規制の適宜改訂や廃止。 ・Circular 08/2022/TT-
TBY

3 製薬協 Brandグルー
プへの承認の
変更

・参照国もしくはSRA国以外（例えばタイ）で製造された外国製品はBrand
グループとして承認されない（つまり、後発医薬品と同じ扱いを受ける）と
いう制度になっているが、ICH非加盟国であっても品質の担保された製品を製
造することは可能であり、品質を確認することなくICH非加盟国での製造とい
うだけでBrand グループとして承認しない制度は科学的根拠が乏しく、公平
性および透明性に欠ける。
注：SRA: Stringent Regulatory Authorities WHOがリストする医薬品当
局。2015年10月以前のICH（International Council for Harmonization 
of Technical Requirements for Pharmaceuticals for Human Use：医
薬品規制調和国際会議）加盟国やオブザーバー、またはこれらと相互認証協
定を結んだ国

変更 ・参照国もしくはSRA国以外の製品で
あっても、ICH国からの技術移転で製
造していれば、Brandグループとして
の承認を認めて頂きたい。

・Circular 15/2019/TT-
BYT
・Circular 08/2022/TT-
TBY

4 医機連 薬事規制の未
整備

・マレーシア、シンガポールなど他のアセアン諸国に比べて薬事規制の法整備
がまだ遅れていると感じており、Type Cの製品の登録が渋滞していて、登録
方法も曖昧で企業側に試行錯誤及び在庫リスクの負担をかけていると考え
る。
また、登録は英語で発行された書類でも、ベトナム語訳文の提出が求められ
るため、ベトナム語翻訳対応のための時間及び金銭面の負担が強いられてい
る。

継続 ・製品登録手順の明確化及び英語資料
の受け入れを要望する。

・旧法:36/2016/ND-CP＆
169/2018/ND-CP
・新法：98/2021/ND-CP

5 医機連 薬事規制の未
整備

・マレーシア、シンガポールなど他のアセアン諸国に比べて薬事規制の法整備
がまだ遅れていると感じており、新法（98/2021/ND-CP）が施行されてお
よそ1年経ったところであるが、Type Cの製品は未だに1件も登録完了されて
おらず、登録方法も曖昧で企業側に試行錯誤及び在庫リスクの負担をかけてい
ると考える。

継続 ・法律及び登録手順の明確化を要望す
る。

・旧法:36/2016/ND-CP＆
169/2018/ND-CP
・新法：98/2021/ND-CP

10. 環境問題・廃棄物処理・炭素中立関連の諸規制

1 日商 JCM取得に向
けた手続きの
長期化(PIN会
議の開催遅延)

・JCM（2国間クレジット制度）を活用したGHG（温室効果ガス）削減に向
けた設備投資計画の推進している。JCM補助金申請に伴う審査のために、ベ
トナム政府と日本政府間でのPIN会議（Project idea Note会議）が必要であ
るが、なかなか開催されず、審査・承認に時間を要している。このままの状況
では、予定年度内の承認・補助金の活用が難しい状況になるとともに、GHG
削減も進まない。

新規 ・JCMにかかわる手続きのスムーズな
承認可否判定を要請したい。

2 日機輸 拡大生産者責
任による過度
な企業の負担

・2024年1月より施行された施行細則により順次対象商品が拡大していく
が、事業者の拠出金額算定式の根拠が不透明。かつ国全体としてリサイクル
の仕組みが整っていない中で事業者のみに負担を強いている。

新規 ・負担率算定根拠の明確化、国内リサ
イクル体制の整備・強化。

・72/2020/QH/14
・No.08/2022/ND-CP

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 日機輸 行政手続の非
効率、遅延

・法律自体が不明瞭であり、先行事例不足から、行政担当者の恣意的な解釈
が多々なされ、許認可取得の混乱が往々に起き、行政手続きに膨大な時間が
かかる。

継続 ・日本政府によるベトナム行政機関へ
の働きかけ。

2 日機輸 行政手続の非 ・汚職撲滅強化の影響を受け、政府閣僚の相次ぐ退任、公務員退職が増加し 新規 ・日本政府によるベトナム行政機関へ
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効率、遅延 ており、政府許認可の更なる遅延が発生。
各プロジェクトの進捗が鈍化している。

の働きかけ。

3 日商 紙ベースでの資
料提供要請

・税務署からの発行済みインボイスの調査のための紙での提出や、社会保険
署からの給与明細の紙での提出など、既に電子申告したデータを活用すれば
わざわざ個別企業に依頼する必要のない資料提出が、しかも紙ベースで要求
される。

継続 ・データ活用に関する省間の垣根を取
り払い、省内で独自にデータの収集が
できるようにする。
・既に持っているデータを再度企業に
要請しない。
・紙での提出を廃し、データでの提出
を可能とする。

4 製薬協 審査手続き遅
延

・登録更新・変更申請に関する審査が遅延することにより、タイムリーに変
更対応が実施できず、変更案件が累積される。変更内容が更新された品目及び
安全性情報の提供が遅れ、適正な品質や適正使用を担保することが難しくな
る。

変更 ・規制の遵守。
・審査官の増員、レベルアップ、審査
手順の改善。
・更新が適切に行われるよう、要件と
手順を簡素化する。
・紙/管理作業を削減し、ステータス
追跡を容易にするオンライン申請シス
テムの推進。

・Law 105/2016
・Circular 08/2022/TT-
TBY

5 日機輸 許認可・法規
制の解釈・運
用の不統一

・工業団地における建ぺい率は2019年の法改正により70％まで緩和された
にも関わらず、ハノイ市内の工業団地では建蔽率70%の計画では建築確認申
請（マスタープラン申請）が下りず、また苦情の申立先も不明確である。

継続 ・監督部署の明確化。 ・Circular 01/2021 TT-
BXD

6 日商 ベトナム政府
内手続きの遅
延

・ベトナム政府機関発注工事における出来高請求・設計変更等の承認に関
し、発注者機関内に加え複数の発注者上位機関の承認に多大な時間が掛か
り、結果的に契約上の履行期日を超過している。

継続 ・政府内における出先機関への権限移
譲など、円滑に手続きが進むような改
善を希望する。

7 電機工 政府機関の諸
手続きの法律
と異なる運用

・政府機関での諸手続きについて、法律と異なる運用となっている場合があ
り、余計な手間・時間を要するケースが散見される（特に地方の政府機
関）。例えば、ベトナムの強制保険に加入している外国人労働者は、契約満
了に伴い、社会保険料の一括還付を受けることが可能。法律上は、契約満了
の10日前までに申請書を社会保険庁へ提出し、申請書の受領から5営業日以
内に還付がされる決まりだが、職員からは契約満了後にしか申請書の受領は
認めらないとの回答。また、職員により指示やコメントが異なることが多
い。ベトナムの政府機関には、最新法に基づいた適切な教育や手引書を水平
展開し、業務の標準化を推進してほしい。

新規

8 日機輸 法制度・規則
の厳格化

・消防法の改正により、使用材料の仕様等、規定が厳格化されたことで、認
定取得までに時間やコストが掛かり、消防検査証明書をスムーズに取得でき
ない状況。プロジェクトが完工できない問題や製造業、工場、倉庫等の稼働
ができない問題が生じている。

新規 ・日本政府によるベトナム行政機関へ
の働きかけ。

9 日商 非現実的、非
合理な罰則規
定

・インボイスは取引当日内に発行しなければ罰金が課される、顧客からの入
金ごとにインボイスを発行しないと罰金が課されるなど、事業実態にそぐわ
ない罰則規定となっており、事業運営の妨げとなると共に、個人事業者の法
人化への意欲を削ぐ。

継続 ・納税要件、納税遅延時の罰則、利息
などの規定に限り、納税要件を満たす
限り、書く税務処理は企業の裁量に任
せる。

・125/2020/ND-CP

10 日機輸 機械仕様によ
る車両登録規
制

・運輸省への車両登録（VR/Vietnam Registration）の際、油圧ショベルの
場合、バケットを同時に輸入したことが証明できる船積書類がなければ登録
ができない。他国でバケットは用途に合わせて柔軟に仕様を変更することが
でき、顧客要望に合わせて現地調達や第三国から入手が可能だが、本ルール
により、本来は不要となるVR登録用バケットを含めて購入する必要があり、
発生コストは顧客負担となっている。

新規 ・オプションレス仕様(バケットレス仕
様や現地調達バケット装着予定車)でも
油圧ショベルの車両登録(VR)ができる
よう運用規則の変更を希望する。

・運輸省 Circular 
89/2015/TT-BGTVT

13. デジタル・データ関連の問題

1 日機輸 個人情報保護
政令の運用細

・個人情報保護政令が2023年7月1日より施行されているが、対応方法の具
体的なガイドラインが提示されていないため、行政手続きに膨大な時間がか

変更 ・日本政府によるベトナム行政機関へ
の働きかけ。
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則の未整備 かっている。

2 日商 個人情報保護
政令の運用細
則の未整備

・2023年7月1日に施行された個人情報保護政令（Decree13/2023）にお
いて、所定のフォームにより個人情報の取扱いに関する影響評価を行い、ハ
ノイの公安省A05部局に提出することとされている。政令では、文書の提出
後、10日で査閲結果がフィードバックされることになっているが、これまで
公安省からの提出書面への回答は得られていない（当社は2023年10月に郵
送で提出済み、当局側の受領は確認している）。

新規 ・一方で2023年12月より罰則規定は
施行されており、この状況をどのよう
に扱うのか政府側の対応を明らかにし
て欲しい（どのように提出文書の処理
を進めるのか、提出済みで回答が得ら
れていない企業をどのように扱うのか
等）。

・個人情報保護政令 
Decree13/2023

3 日商 労働者の個人
情報保護に関
する責任

・2023年7月1日以降、企業は労働者（派遣労働者、常駐業者の労働者、顧
客など）に個人情報保護規定を公表するなど、いくつかの強化が行われた。
企業として、個人情報の厳格な管理・運用は社内規定を充実させ、社員教育
により、厳格に管理して行くが、従業員個人が保有する他者の個人情報（会
社が管理していない）について、個人から漏洩する可能性を排除しきれな
い。

変更 ・政令における個人情報保護に関する
罰則の範囲を、会社およびその組織が
保有する個人情報に限定してもらいた
い。

・政令113/2023/N�-CP
号

4 日機輸 データローカ
ライゼーション
および個人情
報取扱い規制

・ベトナムの会社では、法令の要件に該当する場合、ベトナム国内にデータ
を保管することが求められるが、どのような場合に当該要件に該当するの
か、不明確であり、調査等に日本側および現地側で負担がかかっている。
また、個人情報の取扱いを包括的に規律する個人情報保護政令が新たに制
定・施行されたが、法に定める域外適用の範囲や当局提出が必要な影響評価
レポート義務の範囲等について不明確であり、この点についても日本側およ
び現地側で負担がかかっている。

変更 ・ベトナム政府等からの明確なガイダ
ンスを公布してもらえるよう、政府間
連携を実施して頂きたい。

・ベトナム サイバーセキュ
リティ法
・ベトナム データローカラ
イゼーションにかかる政令
・ベトナム 個人情報保護に
かかる政令

15. 新型感染症に起因する問題

1 自動部品 COVID-19に
よる輸入税の
未還付

・製品や部品の輸入に際して、輸出国より原産地証明を発行しベトナム税関
に申告を行い輸入税の還付を実施しているが、COVID-19影響に起因して税
金還付が承認されない事象が起こっている。
－具体的には、事前手配の予約便に対して実際のフライト便が直前変更にな
る事が多々発生しており、予約段階で作成する原産地証明に記載のフライト
No.と直前変更となった実際便の到着通知(ARRIVAL NOTICE)に記載のフラ
イトNo.が書類上アンマッチとなり還付承認されない原因となっている。
－外的要因である旨の事情説明をするが承認されない状況が続いており、解
決できない減益問題となっている。

継続 ・事前対策がとれない外的要因に起因
する事象に対しての緩和措置と税金還
付承認。

・ベトナム制令38/2018/
TT-BTC
第18条(輸出入品の原産地確
定に関する規則)

99. その他

1 日商 土地使用権証
明書の発行遅
延

・ホーチミン市工業団地において土地使用権総年数分の土地賃料を支払った
が、未だに土地使用権証明書が付与されていないので、事業拡大のための建
設許可申請ができない。

新規 ・土地使用権証明書の早期付与及び建
設許可申請の受理をしていただきた
い。

2 日機輸 独占企業の実
態管理

・政府の支援による独占企業の存在は競争原理が働かない。特に鉄道、空
港、港湾など。

継続 ・独立した監督機関および国家所有企
業の49％のIPO（政府保有株式）の売
出し。

3 日機輸 電力供給量の
不足

・ベトナム北部では、5月-7月の盛夏において、電力消費量が供給量を上回る
状況が慢性的。入居工業団地では、2022-23年は工業団地全体で電力消費
ピーク時間の50%程度電力削減が課され、輪番での操業停止や操業時間のシ
フトなどで対応。
なお、他工業団地では、突如、工業団地全社に対し翌日の稼働停止要請が出
るなど、より酷い状況を耳にする。自宅でも停電に見舞われる状況。

継続 ・発電能力、電力供給能力の強化。

4 日機輸 電力供給の不
安定

・ベトナム北部（ハノイ周辺）において、渇水によって水力発電が停止し、
停電が発生した。

新規 ・主要な工業団地のある地域につい
て、早期に需要に見合った発電能力増
強をご検討頂きたい。

5 日機輸 電力供給の不 ・政府の発電施設整備が計画通り進捗しておらず、ベトナム全土の経済成長に 継続 ・全国、特に北部地域での電力需給バ
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安定 伴う電力需要増加に対応できていない。
また、発電の一定量を水力に頼るベトナムでは、降雨量に影響されるリスク
もあり、夏季に市中の電力需要が急増した際には産業分野へも消費削減の依
頼の可能性がある。

ランスを見定め、産業分野への確実な
供給量を確保し、電力の逼迫する夏場
にその日毎の需給状況による対応をと
るのではなく、企業が計画立てて生産
できるように数か月分の電力供給見通
しを前もって提示して頂きたい。

6 日商 PDP8実行計画
の承認遅延

・2023年5月に承認されたPDP8（第8次電力開発基本計画）の実行計画の承
認が遅れている。これにより、現在ベトナムにて弊社が計画しているコー
ジェネレーション（熱電併給）設備導入について、現在も本計画を実行（着
工）に移すことができていない。

新規 ・日系企業にかかわらず、この承認を
待っている企業が存在すると考える。
実行計画の早期策定・承認を要請した
い。

7 日機輸 裾野産業の未
発展

・コスト競争力向上の為、部品・型・治具及び加工処理の現地調達を求めて
いるが、裾野産業の育成・発展が進んでいない。ベトナム進出企業は、現在
でも中国や他国から上記部材・パーツを調達しており、ベトナム国内からの
調達を行う場合でも、ほぼベトナムに進出している日本を含む他国企業から
行っているのが現状である。
ベトナム製造業の競争力を高める為には（進出企業の調達コストの削減を行
うためには）、ベトナム地場企業のレベルアップが不可欠である。

継続 ・裾野産業を興隆させるための包括的
な仕組みの構築をお願いしたい。具体
的には、金融面、人材育成面、財政面
などで包括的に裾野産業を支援するた
めの法律（仮題：裾野産業支援法）を
立法し、国策として裾野産業の興隆を
図っていただきたい。
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1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 医機連 外資規制法に
よる外資出資
規制

・マレーシアの医療施設運営会社に係る外資規制法のため、マレーシアにお
ける透析治療運営会社への外資からの出資ができない。

継続 ・医療施設運営会社に係る外資規制を
緩和或いは撤廃。

・外資規制等

2 自動部品 国内仕入先の
過剰な保護政
策

・当地においては国産化のための仕入先は多く存在するが、質/価格共に近隣
国に比較し負けており、輸入部品を採用したいが、国産化率30%未満の産品
には高額な物品税が付加されるため、止む無く現地仕入先を採用し、近隣国
に対して競争力が劣る。

継続 ・物品税の廃止。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2019年3月29日、MITIがMycron Steel CRC Sdn Bhdの要請により、日
本・韓国・中国・ベトナム製の幅1300mmを超える冷延鋼板に対する調査を
開始。
－2019年8月26日、仮決定クロ(POSCOはシロ)。自動車向け・TMBP・変
圧器用フィンウォール向けは適用除外。仮決定から120日以内に最終決定が
発出される予定。
－2019年12月24日、最終決定クロ(POSCOはシロ)。自動車向け・TMBP・
変圧器用フィンウォール向けは適用除外。アンチダンピング税は日本
26.39%、中国4.76～26.38%、韓国0～3.84%(POSCOはシロ)、ベトナム
7.70～20.13%となっており、2019年12月25日～2024年12月24日の5年
間に渡りアンチダンピング税が賦課される。

継続 ・措置撤廃。

2 日鉄連 アンチダンピ
ング措置の濫
用

・2023年1月31日、MITIが日本から輸入される冷延鋼板（板幅1,300㎜未
満）に対する調査を開始。
－2023年5月31日、MITIがクロ(一部シロ)の仮決定を公示。
－2023年9月27日、MITIがクロ(一部シロ)の最終決定を公示。アンチダンピ
ング税0.00～22.62%が2023年9月29日～2028年9月28日までの5年間賦
課される。アンチダンピング課税の対象は「厚さ0.20mmから2.60mm、幅
700mmから1,300mmの冷延コイル」となり、TMBPと自動車・電機電子用
途向けは適用除外。

変更 ・措置撤廃。

3 日化協 原産地証明書
申請手続きの
煩雑・遅延

・原産地証明書申請手続きについて、以下の問題がある。
①原産地証明書（MJEPA）の申請から承認に時間がかかる。2年毎の更新に1
か月程度、毎回の出荷の度に1週間程度時間がかかり、急なオーダーに対応で
きない。
②毎回の出荷の際、オンラインでの申請、承認後にサインをした書類の税関
への持ち込みが必要。毎回税関への出張が必要かつ紙での対応が必要で煩雑
であり、在宅勤務などを含めた労働生産性活動の妨げとなっている
③品質起因での返品や装置の融通などイレギュラーな事象の際に通関に掛か
る時間が長すぎる。

継続 ・申請・許可の短縮と完全オンライン
化。

・ (miti.gov.my)
・ (fmm.org.my)
・特恵原産地証明書 
Preferential Certificate of 
Origin (PCO)
https://www.miti.gov.my/
index.php/pages/
view/3911

4 日機輸 特定のCPTPP
締約国による
原産地証明書
の発給要件

・原産地証明に関する自己申告制度が採用されているCPTPPにおいて、締約
国はこの協定が自国について効力を生ずる時に他の締約国に通報していた場
合に限り、自国の領域から輸出される産品に係る原産地証明書について、
（a）権限のある当局が発給するもの、もしくは（b）認定された輸出者が作
成するもの、を要求できることとされている。マレーシアは（a）の権限のあ
る当局が発給するものであることが適用されており、出荷毎に政府が承認し
発行した原産地国証明を要する。事務負担と時間を要し、関税の支払が生じ
かねない。

新規 ・製造者の自主申告による証明を認め
てほしい。

5 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

6 時計協 輸入許可 ・ワニ革の時計バンドを輸出する際には、日本でワシントン条約（CITES）
に基づく輸出許可を取る必要があるのに加え、更に輸入業者が輸入許可を取
る必要があり、時間と手間がかかる。

変更 ・輸出側の許可だけで輸入できるよう
にして欲しい。それが難しいのであれ
ば、輸入許可証の取得にかかる時間の

・ワシントン条約
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短縮を希望。

7 日鉄連 鉄鋼の輸入許
可(I/L)制度

・1982年11月25日、現地ミルの稼動に伴い、線材(普通鋼)、棒鋼･線材(合
金鋼)のI/L制度を制定。
・1985年8月15日、ビレット、再圧延用コイルのI/L制度を制定。
・1999年4月2日、熱延･冷延鋼板のI/L制度を制定。熱延は現地ミル稼動の
ためで、冷延は市場動向把握のため。現地ミルによるApproval Permission
が必要となる。
・2013年3月1日、Customs Order 2012により上記合金鋼が対象外とな
る。
・2014年1月1日、7227類が追加。
・2015年10月、膨大な申請書類の準備、登録システムの不具合等、申請者
に大きな作業不可が継続。
・2017年8月、熱延鋼板、冷延鋼板、表面処理鋼板、鋼管類の一部HSコード
に対する輸入ライセンスの取得が廃止。
・2018年3月1日、Customs Order 2018により非合金冷延鋼板、非合金半
製品の一部HSコードを輸入ライセンスの対象から削除。
・2019年6月1日、Customs Order 2019により合金熱延鋼板類の一部HS
コードを輸入ライセンスの対象から削除。
・2019年11月1日、Customs Order(No.3)2019により合金熱延鋼板類、
合金鋼冷延鋼板類、合金鋼線材の一部HSコードを輸入ライセンスの対象から
削除。

継続 ・制度の撤廃。

8 日鉄連 輸入税免税の
判断基準の不
透明、手続の
煩雑・遅延

・2009年8月1日、鉄鋼産業政策の見直しにおいて、輸入品割合制度、セク
ター用途免税制度が撤廃され、新免税措置(MIDAスキーム)が導入された。国
内で製造できないものに限り免税を認める。
【問題点】
政府（MIDA）の免税条件の「国内製造の可否」の判断基準が不透明のため、
安定供給の障壁、障害となっている。具体的には申請量を減じて認めるケー
ス、免税許可まで期間をかけるケース、輸入者毎に採否が分かれるケース等
がある。また、判定に供給能力、ユーザーの評価・意見が考慮されていな
い。
－2013年2月1日から熱延鋼板に関する18の工業規格に該当する品種につい
て免税制度の適用を廃止することを公表。
また、19の工業規格については、同年3月に発足したMIDA・免税委員会にて
許可が下りれば免税措置を適用。
－2016年4月、従前認められていた、再輸出向け製品の原材料に対する輸入
時点での免税制度が廃止され、関税還付制度（duty drawback）に変更。
2022年に入り、関税還付制度の導入後、申請者より、必要な手続きを行って
いながら長期間にわたり関税還付を受けられないケースが複数発生。約半年
～1年間還付が行われず現地企業の事業活動に影響が及ぶケースが発生してい
る。

変更 ・免税枠の継続。
・手続きの迅速化。

9 JEITA MCMCラベル
貼付義務の困
難

・輸出をする際、無線モジュールについては、マレーシア工業標準所
（Sirim）に対して要求通りのプロセスを通す必要があるが、その中に
MCMCラベルを製品に貼ることという項目がある。その貼付単位が最小梱包
単位にて行う必要があり、弊社としてはリール単位となる。そのため、リー
ルを包むアルミカバーごとにラベルを貼る対応をしていたが、リールに直接
貼るように要求があった。しかし、防湿意図のアルミカバーを開封すると品
質が保証できなくなるため、対応が不可能である。

継続 ・ラベル運用の廃止、もしくはリール
に貼る運用ではなく、そのままアルミ
カバーに張る等の簡易化。

10 日機輸 マレーシア税
関による輸出
品に対する全
数検査（密輸
出防止策）

・2023年11月15日より、マレーシア税関によるコンテナヤード搬入前の実
入りコンテナの全数検査が導入され（Klang港; 西港/北港)、導入後は搬入前
に税関申告を行うこととなった。その影響として、コンテナ検査　
(Scanning)　に時間を要し、CY Cut (搬入締め切り時間)までにコンテナ
ヤードにコンテナを搬入できないケースや、全荷主がコンテナ検査を行うた
め、長時間の検査待ちが発生。上記のような状況は、企業にとってリードタ
イムの増加、コスト増といった負担となる。

新規 ・長い待ち時間を短縮すべく、100%
スキャンを想定した設備増設・増強等
インフラ整備を行って頂きたい（設備
充実改善・キャパシティ確保）。
・スピード化(迅速な処理)を図るた
め、グリーンレーンを設け、実績のあ
る荷主に優遇措置を与える等改善が必
要。
例：AEO認定荷主等に優先レーンも設
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ける。

11 日化協 保税対象製品
規制

・当該製品の保管容器（カセット）や製品や原材料が保税対象になってい
る。工場内でのこれらの保管では、Custom ACT 1967に従い、Bomba基
準に則った建屋での保管が求められている。一方で同じ保管容器(カセット)で
も、他拠点から購入し、返却前のものについてはテント倉庫での保管が認め
られている。同一のものに対して、保管方法を分けなければならず煩雑かつ
倉庫繰りに苦労する。

継続 ・工場運用の実態に即した保管状態を
可能にして頂きたい。

・Custom ACT 1967

12 電機工 適合性評価手
続の厳格化、
煩雑・遅延

・鋼製品の粗悪品の輸入の防止の為、鉄鋼製品の輸入の際に適合性評価証明
書（COA：Certificate of Approval）の取得が義務付けられている。これ
により輸入の際の時間、労力、費用が足かせとなっている。緩和措置は取ら
れているものの、貿易上の問題点の1つではある。

継続 ・制度の撤廃。 ・Custom (Prohibition of 
Imports) Order 2019

13 日鉄連 適合性評価手
続の厳格化、
煩雑・遅延

・2009年8月1日、鉄鋼産業政策の見直しによって適合性評価証明書
（COA：Certificate of Approval）が必要となる鉄鋼製品の対象品目が鋼
板類などに拡大され、627品目が対象となる。輸入手続の煩雑化・追加費用
の発生・流通阻害要因となる。
－2009年8月13日、輸入混乱でCOA実施を一時見合わす（～2009年10月
12日）。
－2009年10月13日、品目数が627品目から187品目に削減し再開。LMW
とFIZ、500KG以下の鋼材輸入におけるCOA取得義務を免除。同時点のCOA
検査は、除外品を除き、同一の製造工場、鋼種、スペックでも船積み毎、サ
イズ毎にサンプル抽出、検査を受けなればならない。このため、過大な検査
費用と事務手続きを負っている。また、SRIM適合性認定検査はミルの検査項
目と多くが重複、不良材防止よりは輸入遅延、手続き煩雑化を招いており早
期に廃止、簡素化が望まれる。
－2012年12月31日、2013年3月1日から、適合性評価手続きの対象品目を
141とすることを公表。

継続 ・制度の撤廃。
・手続きの明確化・簡素化。
・検査費用削減。

14 日鉄連 適合性評価手
続の厳格化、
煩雑・遅延

・2013年2月21日、COA制度手続厳格化（HS144品目に対し輸入時COA取
得義務付け）。
－2013年2月21日、TCOA廃止（但し、6ヵ月は移行期間）。
特定5用途向け特定品（自動車、電機･電子、航空宇宙、石油･ガス、海運・造
船）については、従来どおり年に一度の包括申請が可能。
COA申請プロセス変更＝1.長期(海外認証機関、SIRIMによる製品認証検査。
1年有効) or 2.短期(海外/地場の公認ラボﾞによるフルタイプ。都度有効)。
積港でのサンプル検査、SIRIMの工場訪問等、手続厳格化。短期手続(ST)に
は、小規模輸入者用に揚港でのサンプリングスキームも存在。
－2014年8月4日、HS144品目に対するMS適合性評価手続きの対象が171
品目に拡大（二次製品含む）。
－2016年7月20日、SIRIMがMS規格でCOA取得が求められる14規格を公
表（公表後3回修正が行われた）。
CIDBが2016年9月1日以降、オイル・ガス向け建材用鉄鋼製品に対する
COA Exemptionを廃止する旨､通達を公表。
－2017年4月1日、HS7227、7228が適合性評価手続きの対象に追加。
－2018年2月1日、建設向け鋼材のCOA取得手続き(CIDB管轄)において、
Standard Compliance Certificationが義務付け。
－2018年9月1日、HSコードベースで16品目がCOA取得義務対象品目追
加。
－2019年6月1日、HSコードベースで2品目がCOA取得義務対象品目追加。
－2019年11月1日、HSコードベースで7品目がCOA取得義務対象品目追
加。

継続 ・制度の撤廃。
・手続きの明確化・簡素化。
・検査費用削減。

・Custom(Prohibition of 
Imports) Order 2019

15 日機輸 適合性評価手
続の厳格化、
煩雑・遅延

・鉄鋼製品は輸入時に建設業開発庁（Construction Industry 
Development Board：CIDB）から強制適合性検査証（Certificate of 
Approval：COA）を取得する必要があるが、COA申請前にCIDBからCOA
申請の許可書を入手する必要があることから、手続きに時間を要し、輸入遅
延を招いている。

継続 ・輸入手続きの簡素化。 ・Custom (Prohibition of 
Imports) Order 2019
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4. 為替管理・金融

1 自動部品 外国通貨での
取引

・国内の取引においてはマレーシアリンギットのみが認められており基幹通
貨（USD等）が使用できない。商社経由で海外から購入する場合、輸出国は
USDで取引するも国内ではリンギットでの取引となることから頻繁に為替
レートの見直しが必要となる。

継続 ・国内での基幹通貨取引の容認。

2 日機輸 新為替管理規
定の導入

・新外国為替規制のうち、特に次の内容が為替リスクを生じさせ、当社ビジ
ネスに大きな影響を与えている。
－輸出代金の75％のリンギ転強制
⇒2021年4月15日から廃止。輸出収益は、企業が外貨キャッシュフローの
ニーズを自由に管理し保持することができる。ただし、輸出業者が6か月を超
えて最大24か月まで返還を延長できる許可された状況を除いて、6か月のレ
パトリエーション（海外にある資金を自国内に戻す）は引き続き適用され
る。
－マレーシア国内の外貨決済禁止
⇒事業がグローバルサプライチェーンで運営されている場合、マレーシアで
の外貨決済を許可。
－ネッティング取引の禁止
⇒マレーシアで許可されたネッティング取引。輸出収入は、すべての非居住
者との以下の取引を相殺するために使用できる。
a) Import of goods and services
b) Warranty claims
c) Dividend payments
d) Other current account transactions
e) Repayment of foreign currency borrowings
f) Liquidation of non resident buyer
g) Unable to receive export proceed to settle in foreign currency 
with resident suppliers operating in global supply chain

継続 ・規制緩和。 ・New Foreign Exchange 
Administration
・Liberalisation of 
Foreign Exchange 
Policies in April 2021
https://
www.bnm.gov.my/-/
liberalisation-of-foreign-
exchange-policy

5. 税制

1 日機輸 不透明な移転
価格文書の検
証対象期間

・現地の移転価格税制上、期間検証が法律上明確でなく、実務レベルでは認
められていないという状況にある。現地の損益は外的な要因にも左右される
ため、単年度で確実な利益を確保するような移転価格の設定は実務上非常に
困難である。
ベンチマーク分析では、四分位検証より幅が狭い37.5%～62.5%のレンジで
の検証や独立企業間価格算出時にマレーシア国内の比較対象企業を使用する
ことが求められる。

変更 ・OECD原則に則り、最低3年程度の
通算検証を認めるよう、法律により明
確化して頂きたい。
・マレーシア国内の比較対象企業が非
常に限られているため、マレーシア国
内ベンチマーク以外を認めて頂きた
い。
・中位値での検証ルールは緩和された
ものの、OECD原則に沿って、四分位
（25・75パーセンタイル）での検証
を認めてほしい。

・移転価格税制（法人税法）

2 日機輸 グローバルミ
ニマム課税
(GMT)

・2024年予算発表において、2025年から法人税最低税率（GMT：Global 
Minimum Tax）を導入と発表。 

新規 ・投資インセンティブの改革。
－GMTの導入でR＆Dや最先端の設備
を導入している多くの多国籍企業では
実効税率が15％以下になることが予
想。
－この15％と実効税率の差が企業負担
となり従来の税控除効果がなくなるこ
とが予想されるため、税控除中心のイ
ンセンティブから補助金を中心とした
インセンティブへの転換が必要。

・OECDの「Pillar2」の取
組みおよびそれに対するマ
レーシア政府の2024年度予
算発表

6. 雇用

1 日機輸 雇用法、労働
法の改訂

・経営に負担となりうるような雇用法、労働法の改訂が政府より打ち出され
たが、産業界の反発により緩和されている。
2022年9月実施発表したが、反発の声を受けて、2023年1月より実施開始に

変更 ・政府としてはまずは発表・施行して
産業界の反発を受けて緩和すると言っ
た典型的な対応取っているが、事前に

・【労働法10項目改訂実
施】
①産休は従来の60日から98
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緩和をした。 精査の上、発表・施行して頂きたい。 日に改訂
②週最大稼働時間は48時間
から45時間に改訂
③労働法に保障されている対
象者は月給2000リンギより
4000リンギに改訂
④育休は子供数5人まで、一
人につき7日該当に新規設定
⑤病休は従来入院含め最長年
間60日より更に基本病欠日
数14日～21日を追加
⑥強制稼働に違法項を増訂
⑦セクハラ行為禁止ポストを
稼働場に貼付け強制
⑧外国人労働者を雇用前、申
請必要、解雇30日前に通報
及び雇用期間中の中断逃げ
14日内に通報
⑨Flexible Working 
Arrangements (FWA) フレ
キシブル稼働配置項目増訂
⑩労働場の雇用差別調査及び
問題解決に関しての当局権限
就け

2 日化協 外国人労働者
の雇用規制

・マレーシア国民の雇用を確保するための外国人労働者受け入れの規制があ
る。制度として設けられている上限に関わらず、毎回の申請の際、現地人の採
用活動を優先していない、などの理由で認められないことがある上、申請方
法も難解である。
一方でコロナ禍以降のマレーシア人によるいわゆる3K業務の忌避が顕在化し
ており、労働者の確保に苦慮している。

継続 ・外国人労働者の受け入れ規制、審査
の緩和、あるいは撤廃、申請プロセス
の簡易化。

・Foreign Workers 
Integrated  Management 
System (ePPAx) Page7

3 日機輸 外国人労働者
の雇用規制

・外国人労働者の新規採用が停止されているが、マレーシアでの採用は既に
失業率が低く、また製造業の人気が無いため難しい。

新規 ・外国人労働者の新規採用を早期に再
開して頂きたい。

4 自動部品 人件費の上昇 ・当地での最低賃金は2022年4月まで1200RMであったが、政府からの一方
的なアナウンスにより同年5月から1500RM（25%）迄引き上げ。人件費が
高騰するも基本的な人材の能力は変わっておらず、会社負担が増加している。
今後も定期的な最低賃金の上昇が想定されている。

継続 ・ばら撒き政策による最低賃金アップ
ではなく、労働の質の向上を伴う賃金
アップを求める。

5 電機工 人件費の上昇 ・最低賃金の大幅な上昇にて経営への影響が大きい。 新規 ・緩やかな対応。早い時期のアナウン
ス。

6 日機輸 人件費の上昇 ・最低賃金アップによる製造人件費が上昇し、2022年は1,200RMから
1,500RMに改定された。
外国人労働者の人頭税（年RM1,850）は、2018年1月より雇用主負担に変
更された。

変更 ・最低賃金上昇の平準化（年５％以
下）。
・人頭税の現状維持。

7 日機輸 人材不足 ・外国人労働者の雇用制限キャップ（20％以内・2024年12月末期限）。
ローカル社員の製造離れが本質課題、一定程度の外国人労働者を維持しない
とオペレーションが崩壊。

変更 ・雇用キャップ目標の完全撤廃。
・ローカル社員の製造業回帰施策の強
化。

・マレーシア第12次計画(国
家経済計画)

8 自動部品 優秀な人材の
海外流出

・当地では比較的早いサイクルで管理職の転職があるが、採用募集をかける
も優秀な人材が海外に流出しており採用が困難になりつつある。また、採用
に際しても給与レベルが年々上昇しており人件費が高騰、会社の負担が増し
ている。

新規

9 印刷機械 為替レート下
落による人材

・SGDに対してMYR安の状況が継続し、優秀な人材はシンガポールへ流出。
SGDに対してMYR安の状況が継続し、2020年の1MYR=0.33SGDから

継続
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確保の困難 2023年1月時点の1MYR=0.28SGDとなり、約15%落ちている。そのために
マレーシア国内の優秀な人材が近くのシンガポールにて就職したい傾向にな
り、人材確保が難しくなっている。

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 就労ビザ申請
手続の煩雑・
遅延

・PVPというWork visa申請の為の書類発給に時間が掛かる(半月ほど)。
ある当社グループ会社は短期の出張で回数が多く、スケジュール変更も多い
ため、現状のビザが実運用に即していない。

新規 ・PVP発給のスピードアップ。
・代替のWork Visa確立。コロナ期間
中はPLS（SOCIAL VISIT PASS）あ
り。比較的早く取得できた。

2 電機工 就労ビザ申請
手続の煩雑・
遅延

・就労ビザ申請手続の煩雑・遅延。
就労ビザ（PVP）については書類発給に時間が掛かる（1～2ヶ月程）パス
ポート全ページのコピー、全書類への署名等、必要書類が多い。

継続 ・手続きの簡素化。

3 自動部品 出向者雇用パ
ス取得の厳
格・困難

・雇用パスの取得については審査が厳しくなり、取得が困難になりつつあ
る。

新規

4 日機輸 旅行代理店へ
のビザ申請枠
の上限・規制

・Eビザ申請において、1メールアドレス5名迄の予約となっており、且つそ
のメールアドレスは再度使用して申請することができず、新たにメールアドレ
スを作成し申請することになっているため、代理申請の場合は、非常に手順
が煩雑となっている。

変更 ・件数制限をなくし、都度申請が可能
になるよう検討頂きたい。

8. 知的財産制度運用

1 時計協 知的財産権侵
害に対する罰
則の不十分

・Basket OF Brandsに登録するとMDTCC（消費者省）が侵害品を積極的
に取締り実施してもらえることは評価する。しかし取締後に処罰の開示がな
い、かつ同一人による商標権侵害業者の再犯が目立つ。

継続 ・処罰決定の開示。
・再犯抑止のための重罰化。

・商標権侵害に関わる罰則
は、個人10,000リンギット
（約30万円）罰金若しくは3
年以下の禁固、または併科、
企業15,000リンギット以下
の罰金となっている。

2 日機輸 模倣品の水際
対策の不足

・模倣品の水際での差止に関し、現状は申告による差止めおよび職権での差
止めがいずれも権利者から事前申告があった場合のみ実施されている。
事前申告が必要な上、その内容も疑義品が通関する日、コンテナ番号、通関
するポート等、かなり具体的な情報が求められるため申告が難しく、事実
上、税関による主体的な疑義貨物の検査や水際での差止が実施されていな
い。

継続 ・水際での模倣品の差止を推進するた
めに、日本等で採用されているよう
な、税関に権利者が商標権等に基づく
登録をする制度を設け、その登録に基
づいて模倣品の輸入差止を税関自らが
実施できるようにして頂きたい。

・1976年商標法70Ｃ、70
Ｏ

3 日機輸 模倣品業者の
摘発の不十分

・模倣品対策の手段として行政摘発を国内取引消費者関係省（MDTCA：
Ministry of Domestic Trade and Consumer Affairs）に行って頂いてい
るが、摘発後数年が経過しても処罰が決定しないケースが多く、中には摘発
後すぐに模倣品取引を再開し再度摘発される悪質な侵害者も見られる。
摘発による侵害者への実質的な抑止効果が不十分なため、市場における模倣
品が減っていないと考えられる。

継続 ・市場における模倣品氾濫の抑止効果
を強化するため、
①行政摘発後、処罰決定までの期間短
縮、および
②悪質な模倣品販売者または製造者に
対しては刑事移送を行ない、その手続
の迅速化及び処罰決定までの期間を短
縮して頂きたい。

・TDA2011第8節に個人初
犯、再犯、法人初犯、再犯な
どについての罰則規定はある
が、明確な刑事移送基準等が
ない。

4 製薬協 強制実施権の
発動

・医薬品の価格低下／保険財政の問題解決を意図した強制実施権の発動の動
きがある。
マレーシアは、2017年9月に慢性C型肝炎治療薬について特許権者が自発的
ライセンスの用意があることを公表したにもかかわらず強制実施権を発動し
た。

継続 ・TRIPS協定31条

5 日機輸 許可通知発行
のタイミング
による特許分

・分割出願は、最初の審査報告（Examination Report）から3か月以内で可
能だが、権利範囲を変更したい事情が許可通知発行のタイミングで生じてい
るとき、分割出願で対応できない。

継続 ・権利範囲を変更したい事情が許可通
知発行のタイミングで生じていると
き、対応できるように、許可通知発行

・規則19Ａ
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

割出願や補正
の不可

また、最初のExamination Reportが許可通知の場合は2か月以内であれば、
自発補正することが可能だが、その場合でも許可通知とNotice of Grantとの
発行タイミングによっては、タイプミスや明らかなミスの補正しかできない
場合がある（許可通知とNotice of Grantが同時に発行される場合があるた
め）。
2023年の法改正により、許可後の再審査請求が可能となったものの、条文に
は「審査官から再審査請求を求められたら3か月以内に申請する」点と、「出
願人が自発的に申請することができる」としか明記されておらず、再審査でど
こまでの補正が行えるのかは不透明である。

時に分割できるようにして頂きたい。
もしくは、USやEPに倣って、許可通
知発行から数か月以内は、タイプミス
や明らかなミス以外の内容の補正を認
めて頂きたい。

6 日機輸 通常実体審査
請求後の修正
実体審査への
移行不可

・通常実体審査を一旦請求すると、修正実体審査に移行することができな
い。

継続 ・通常実体審査といっても、他国特許
クレームに一致させる補正を要求され
ることが多い。よって、通常実体審査
を請求した場合でも、修正実体審査に
移行することを認めて頂きたい。

9. 工業規格・基準・安全認証

1 医機連 再登録審査プ
ロセスの不合
理

・医療機器庁（MDA：Medical Device Agency）の再登録審査プロセス
は、直前に行った変更申請の内容をそのまま再度再登録として申請しなけれ
ばならず、同内容の申請を重複して行わせる制度となっている。

継続 ・再登録制度の見直し。 ・MDA審査プロセス

2 医機連 長期を要する
MDA審査プロ
セス

・医療機器庁（MDA：Medical Device Agency）の審査プロセスは
Evaluation→Verification→Recommendation→Approval→Print 
Certificate→Complete
と進むが、ApprovalからCompleteまでの期間が数ヵ月掛かり、長過ぎる。
Completeとならないと次の変更申請ができないため、Complete待ちの状態
が複数品目の申請で発生し、常態化している。

継続 ・ライセンス発行期間の短縮。 ・MDA審査プロセス

3 製薬協 医薬品評価の
不透明・遅延

・外国参照価格を元に医療機関への小売り上限価格を定める案を出し、マ
レーシアの経済やヘルスケアシステムにも大きな影響を与える可能性があっ
たが企業の反対を受けて実装が中止された。
現在は、Medicines price control→Medicine Price Transparencyとな
り、価格交渉・決定の透明性を高めるために取り組まれている。政府より新
しく提案された価格統制制度は製薬会社に開発費を開示させて適切な価格を
つけ、それらプロセスも公開、政府による価格統制は最後の手段として検討
するというもの。

新規

4 製薬協 医薬品評価の
不透明・遅延

・医薬品の評価について、以下の問題がある。
①他国での販売実績がある製品のFormulary収載の要件緩和
公的医療機関で使用されるためには保健省のNational Formularyに収載され
る必要があり、その収載には6カ月or12カ月のpost-marketing 
surveillanceデータが求められる。
②抗がん剤分野等 高薬価の革新的医薬品の処方制限のアクセス制限
効能効果、薬剤全体的な価値よりも直近の医療財政へのインパクトが重視さ
れており、比較的高薬価の薬剤がNational formularyに収載されにくい。

新規

10. 環境問題・廃棄物処理・炭素中立関連の諸規制

1 日機輸 家電廃棄物リ
サイクル規制

・Department of Environmentが新しい家電廃棄物（WEEE）規制のガイ
ドラインを公表、対象が6商品に拡大し、製造業・輸入業者がリサイクル料金
を負担すること、市販された家電の数を報告することが定められた。
リサイクル料率の算定・見直し基準や並行輸入品の取り扱いなど不明確であ
り、制度の公平性・持続性が懸念される。

継続 ・新規制の施行においては製造業・輸
入業者と十分な意見交換を行い、リサ
イクル業者、小売業も含めたリサイク
ル費用の公平な分担、透明性の高いリ
サイクル料金の算定、非正規輸入品に
対し国内業者が不利にならない制度に
して頂きたい。

・DOE家電廃棄物リサイク
ル規制

2 日機輸 家電廃棄物リ
サイクル規制

・家電廃棄物リサイクル規制は、現行スケジュールでは2024年までに法令化
予定。

継続 ・法案・管理機構について、
①持続的かつ効率的な管理システム構

・DOE家電廃棄物リサイク
ル規制
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

製造業、輸入業者がリサイクル費用を負担する方向性が打ち出されている。 築のため、公的セクターと民間企業が
連携し利害関係者全員を巻き込んだ合
意形成の上での制度検討を要請。
②適正かつ公平な基金管理システム運
営のため、オンライン販売業者等含む
マレーシア国内に上市する全ての生産
者・輸入者が参加できるファイナンス
スキームの導入。
③「リサイクル料金」及び「リサイク
ル補助金」の設定における透明性の確
保と情報公開。

3 日機輸 燃料調整費の
急増

・燃料調整単価の急増により、電力の総合単価が下記の通り急増している。
－2021年上期：0.36RM/kWh、2021年下期：0.36RM/kWh
－2022年上期：0.41RM/kWh、2022年下期：0.42RM/kWh
－2023年上期：0.58RM/kWh、2023年下期：0.55RM/kWh
マレーシアでは国営電力会社の電力料金が政府により価格統制されており、
ピーク単価（午前8時から午後10時）、オフピーク単価（午後10時から翌午
前8時）、燃料調整単価（24時間同一単価）等で構成されている。 
燃料調整単価については、近年はおおよそ半年ごとに、その前半年の期間の
発電量燃料費用に応じて後追いで見直されることになっている。燃料調整単
価の見直しは見直し単価が適用される数日前か1週間前くらいまで発表されな
い。
マレーシアは天然ガスの主要産出国の1つであり、政府から電力会社への補助
金を通じて2022年までは比較的安定した電力単価を維持していた。しかし
2023年からは、家庭向け電力料金は上がらないようにしたものの、産業系な
ど大口需要家への燃料調整単価は急激に大幅上昇した。

新規 ・工場で製品を生産する上で、電力コ
ストは直接製造原価にのるため、燃料
調整単価の低減、もしくは代替の優遇
政策などをご検討頂きたい。

・Tenaga Nasional 
Berhad(電力会社)
https://
www.tnb.com.my/

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 電機工 申請処理手続
きの遅延

・政府への書類申請手続きの対応が遅い。特に外国人の入国手続きには1年を
要し、人材不足タイミングに補強ができなかった。

新規 ・政府処理に必要な日数を定める。

2 自動部品 唐突且つ不明
な法改正

・雇用/労働法あるいは税制の見直しが比較的頻繁にあり、政府からの発表が
あるも施行までのリードタイムが非常に短い。また、発表時点で詳細内容/運
用が決まっていないケースが多く、混乱を招く。

継続

3 JEITA 国内取引にお
けるMIDAの承
認の長期化

・IPC statusを持っているが、新製品をマレーシア国内にて販売とする際、
MIDA & Royal Customに対して、アプリケーションにて申請を行い、承認
が必要となる。その承認までのリードタイムが長く、1品名当たり2－3か月
程度かかることが多い。
基本的には3か月ほどリードタイムを取って依頼しているが、急ぎの際に顧客
が待たなければならない可能性がある。

継続 ・承認までの時間の短縮。

4 日機輸 e-Invoice制度
適用に関する
必要な情報の
共有遅れ

・2024年8月から段階的に導入される電子インボイス(e-Invoice)に向けたシ
ステム開発のため、2023年12月までに要件を確定させる必要があったが、
そのために必要なSDK/APIの情報提供が遅く、要件に関するQ&Aの返信も遅
い、またはないなど、大変不明瞭。

新規 ・早期情報共有、及びこのような重要
な制度変更は、ドキュメント掲示の説
明だけではなく会議での説明・質疑応
答会を開く等、情報の可視化をリー
ディングしてほしい。

・e-Invoice(電子請求書制
度）

99. その他

1 日機輸 電気料金値上
げ

・2022年12月に突然、主に外資系企業を対象とした2023年1月からの電気
料金値上げが発表される。これにより製造業の電気料金が約40％アップし
た。

変更 ・値上げ幅の縮小。
－前年比で小幅の値上げへの移行。
・発表の前倒し。
－省エネ対策等、必要な準備を講ずる
ためには施行から少なくとも半年前の
発表が必要。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

2 日機輸 上水供給イン
フラの脆弱性

・水道の配管メンテナンス工事や破損等により、水が供給されないトラブル
が現在でも多発しており、生産活動に影響が出ている。2019年は浄水場修理
のため、会社の操業を1日停止（休日）する事態も発生した。生産影響がな
かった場合も、リスクヘッジとして給水タンカーを手配しており、無用なコ
ストが発生している。
※過去7年間の断水履歴
－2017年：3回
－2018年：1回
－2019年：4回
－2020年：6回
－2021年：2回
－2022年：2回
－2023年：1回

継続 ・上水道インフラが脆弱なため、維持
整備を実施して頂きたい。

・Lembaga Urus Air 
Selangor(水道局)
http://www.luas.gov.my/

3 日機輸 洪水被害 ・2021年12月17～18日のKL地区を中心とする大雨洪水被害が発生し、当
社・サプライチェーンが分断。
特に、クラン川に近い拠点で甚大な経営被害が発生した。
グループ全体で2300人の従業員の自宅が浸水被害にあった。

継続 ・総合的な治水対策。
－当社隣接の川の底を下げる工事。
－道路等の排水システムの強化。
・避難所で従業員の安否確認ができる
仕組み。
・速やかな被災者への復興支援。
－自宅被災者に対する廃棄家財運出し
や自宅清掃サービスの提供。
－被害者、被害企業に対しての支援・
救済措置。
・ハザードマップ等のエリア別リスク
情報の共有。
・災害発生時の迅速な被害・被災エリ
ア情報の共有。
－ピンポイント天候情報の共有。
－災害危機管理・警告システムの整
備。
－急激な水位上昇等の異常発生の警報
システム。

・中央政府・地方政府に関わ
る重大案件
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日機輸 貿易業の外資
参入規制

・外資100%で貿易業が許可されていない。　
2015年6月、ティラワSEZ経済特区進出企業に対しては一部輸入権及び販売
権（卸）を与えるとの発表あり。その後、合弁会社にのみ輸入権を開放にと
どまる（2015年）。
2018年、一定の条件下でSEZ外での外資100%の貿易業及び卸売業が開放。

継続 ・SEZ外の企業に対しても輸入権、販
売権を与えて欲しい。

・Foreign Investment 
Law
・外国投資法

2 日機輸 新会社法にお
ける事業形態

・2018年8月に施行された(新)会社法によると、30日以内での反復無し等の
例外条件を除き、ミャンマーでのビジネス遂行には同国における企業体(現地
法人、本邦企業の支店等)が必須と規定されたが、通常であればPermanent 
Establishment(PE)が認定されないようなビジネスにおいても企業体の設
立・運営・閉鎖が求められるため、参入障壁が高くなってしまっている。

継続 ・ミャンマー国との租税条約の締結
と、これに基づくPE認定の定義の明確
化を通じ、ビジネス参入しやすいもの
として頂きたい。

3 日農工 回収リスク ・ミャンマー顧客に対して前金での取引ができないため、出荷後の回収を行
なっている。物品が港に到着後、顧客はB/Lを用いて通関手続きを行う必要が
あり、輸出者にとって回収リスクがある。

継続 ・出荷前に回収する手段がないか知り
たい。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

2 日機輸 通関制度の不
透明、未整備

・産業の発展に伴う貨物輸入の増大への対応。 継続 ・一般に諸外国で導入されている保税
倉庫制度の整備。

3 日機輸 輸入規制の不
明確、頻繁な
変更

・輸入規制の不明確で頻繁な変更。輸入許可の取得はますます難しくなり、
時間がかかる。2022年11月1日から、国境貿易では輸入業者が輸出収入を得
て輸入ライセンス申請をサポートする必要があり、支払いは銀行システムを
通じて行う必要がある。海上輸送による輸入ライセンスの承認プロセスは遅
れており、3～6か月かかることが予測される。

継続 ・明確で安定した輸入規制の実施。

4 日機輸 輸入ライセン
ス取得義務

・2021年12月に輸入ライセンス制が導入され、2022年3月より化学品と鉄
鋼製品輸入に際し商業省の輸入ライセンス取得を条件付け、以降規制対象が
紙・肥料・食品等々に拡大。2022年4月より過去の輸入実績に基づくQuota
制度も導入された。輸入ライセンスの発行には時間を要すため、ビジネス停
滞の一因となっている。
外貨不足により、2023年度からは輸入ライセンスの発行が著しく制限されて
おり、ビジネス推進の大きな障害となっている。

継続 ・輸入制限の緩和と輸入許可の速やか
な発行。

5 日機輸 輸入ライセン
ス登録義務

・完成品、原材料・部品の輸出入の際、モデルごとの輸入ライセンス登録が
必要。
【改善された点】
「輸入ライセンス取得を必要としない品目」は2022年2,079品目に拡大して
いたが、8月よりネガティブリスト形式に改められ、4,405の品目が「輸入ラ
イセンスの取得が必要な品目」として商業省より公表され改善があった。
また ティラワ進出企業には輸入ライセンスの免除も発表されており改善が見
られる。

継続 ・外資企業への輸入権解放共に輸入ラ
イセンス制度の完全廃止。

6 日農工 輸入ライセン
ス取得義務

・出荷時に物品の写真を求められる。 継続 ・政府の指針等が具体的にあるか知り
たい。

7 医機連 輸入ライセン
ス取得手続き
の遅延

・ミャンマーが政府主導により、インボイス毎に輸入許可ライセンスの取得
が必要。インボイスは商品が仕上がり、出荷準備が整うと発行可能となる
旨、事前申請不可。承認までに3～4カ月必要となり、安定供給に支障を来
す。

継続 ・規制廃止。

8 日農工 輸入ライセン
ス申請の通貨

・ドルでの送金が難しいためタイバーツでの契約を行なっているが、海上輸
送の輸入ライセンスの申請がドルか中国元しか対応していない（オンライン

継続 ・事実確認をしてほしい。
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の限定 申請）との情報があり、支払いはタイバーツにも関わらず契約書をドルで発
行して欲しいとの要望あり。

9 日機輸 新車(完成車)輸
入ライセンス
発給停止

・2021年10月より新車（完成車）の輸入ライセンス発給が停止されてい
る。商用車は2022年1月より発給再開したが、乗用車については発給再開の
目途立たず。弊社のみならず、輸入車取り扱いディーラーにおける在庫は
2022年3月には底をつく見通しとなっており、この状況が続いた場合は自動
車販売事業の存続に係わる事態となる可能性あり。

継続 ・新車（完成車）輸入ライセンスの早
期発給再開。

10 日商 食品輸入許可
申請の長期
化・困難

・現在ミャンマーで即席麺の新規輸入をするには商品ごとに輸入者から保健
省保健局食品・医薬品管理部（FDA）への申請登録が必要となっている。た
だ実情はFDAの作業が進まず、新規の輸出入が一切できない状態が続いてい
る。

継続 ・即席麺についても迅速な登録作業を
求める。

11 日機輸 輸出入統計の
非公開

・2022年7月以降、ヤンゴン港の輸出入通関統計データは非公開であり、市
場規模の把握が依然として困難。軍事政権下で情報統制が厳しく、調査会社
も通関からデータを取得できない状況。

継続 ・通関統計の一般公開を希望。

12 日機輸 表示法違反の
輸入製品の取
り締まり不足

・国境貿易での不法輸入、市販食品等で表示法違反の輸入製品が散見され
る。
当社が輸入している食品（FMCG）は、生産国でミャンマー語のラベル表記
をしているが、市中にはミャンマー語表記のない安価な不法輸入品が散見さ
れ、商機を逸している。
正規輸入品は、2022年までのミャンマー語ラベル添付からパッケージへの印
刷が義務付けられ、コスト増要因となっている。

継続 ・取締まりと摘発の徹底。 ・改正消費者保護法

13 日商 仮輸入資機材
のステータス
変更手続の遅
延

・税関で資機材の仮輸入（ドローバック）から本輸入へのステータス変更手
続きを行っているが、担当者の交代や役所内の承認手続きで時間を要してお
り、半年経過しても未だ完了していない。

新規 ・手続きの明瞭化。
・役所内で早く承認が得られるよう要
請したい。

14 日機輸 交通インフラ
の未整備

・ヤンゴン等市内の渋滞を緩和し、都市部ならびに中心部からティラワ経済
特区までの人やモノの効率的な移動の実現。

継続 ・道路、鉄道、橋梁など交通インフラ
の早急な整備。

4. 為替管理・金融

1 電機工 外貨規制 ・外貨の強制兌換/US$公定レートによりMMKで換算した場合に実質損をし
ている。

新規 ・強制兌換の撤廃/市場レートと公定
レートの乖離撤廃。

2 日機輸 外貨兌換・送
金の困難

・2022年4月の中銀による外貨強制兌換通達以降、外貨管理が厳しくなり、
外貨への換金は実質不可能な状況。現地通貨（MMK）と米ドルの交換レート
は公式レートMMK2,100/USDに対し、実勢レートMMK3,500/USDの二重
為替レートの状態が継続している。
輸入代金の支払いや配当などの海外送金には、外為監督委員会の認可が必要
だが認可件数は限定的であり、実行困難な状況。

継続 ・外貨管理の運用緩和、二重為替の解
消。

3 日機輸 外貨兌換・送
金の困難

・軍事政権は、ミャンマー国内から海外へのUSD送金の規制を公表した。貿
易処理は許可されるが、銀行に提出するためのいくつかの書類が要求され
る。

継続 ・通貨規制は我々の管理下では改善し
難い。

4 日機輸 外貨兌換・送
金の困難

・2022年4月3日の中銀通達以降、現地通貨（チャット）から外貨への兌
換、外貨の国外送金に関して、FESC（Foreign Exchange Supervisory 
Committee）の承認が必要となっているが、深刻化する外貨不足を背景に、
これらの承認取得が非常に困難になっている。

変更 ・規制緩和。

5 日商 外貨兌換・送
金の困難

・2022年4月以降、外貨の購入及び海外送金には外国為替監督委員会
（FESC）の承認が必要となっているが、書類の申請方法や承認条件等が不明
瞭で、申請に手間と時間を要している。投資企業管理局（DICA）に問合せ窓
口があるが、具体的な相談には応じてくれない。

新規 ・海外送金の自由化。
・承認条件の明瞭化。
・ODA工事に対しては例外を認めても
らえるよう要請したい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

6 日商 外貨から現地
通貨への強制
兌換

・外貨獲得時にミャンマー通貨への強制兌換。公式レートと市中レートの乖
離があるなか、公式な安価レートでミャンマー通貨へ兌換される。最近は、
強制兌換は免除されるも、国内外貨取引が不可のため、安価なミャンマー通
貨で取引せざるを得ない。

継続 ・外資系企業の優遇措置としとて、最
低でも手持ち外貨による国内取引の緩
和。

・外為管理法(ミャンマー中
央銀行から出された通達)

7 日農工 前受金取引の
不可

・一部のミャンマー顧客から、「ミャンマー中央銀行の意向で前金取引は不
可」という情報を受取っている一方で、顧客、銀行によっては、出荷前でも
送信可能という回答を受けており、どの情報が正しいかが曖昧な状況であ
る。ミャンマー情勢を考慮し、可能であれば、前金取引を行いたく考えてい
る。

継続 ・ミャンマー中央銀行が正式発表して
いる文書・規定等があれば内容を確認
したい。

・外国為替管理規制

8 日機輸 多重為替 ・2023年6月、中銀がオンライン取引プログラムを導入、新たに「オンライ
ン取引レート」が採用された。これにより、中銀の定める「公定レート」
（2,100MMK/USD）と市中両替商などが扱う「実勢レート」、そして「オ
ンライン取引レート」の三重相場となり、大きな混乱が生じた。2023年12
月、このオンライン取引レートが「自由化」されたが、多重為替の解消には
至っていない。
2024年1月時点で、実勢レートは3,400MMK/USD前後で推移しているが、
実勢レートの変動が実体経済と全くリンクしておらず、また、ボラティリティ
も高い。

変更 ・為替の一本化・安定化。

9 日機輸 為替操作 ・外貨送金は、ミャンマー中央銀行の公式レートMMK2,100/USDで受け取
り銀行にてMMKに変換される。商取引はMMKだが、貿易制裁による外貨不
足のため、輸入品は市場レートに基づいて14%～86%（MMK2,400～
3,900/USD）のプレミアムが適用される。

継続 ・公式と市場の為替レート差を狭め
る。外資系企業は、銀行口座からの米
ドルの維持と引き出しを許可されるべ
き。

5. 税制

1 日商 前払所得税及
び源泉徴収税
の不明確

・輸入時に支払う前払所得税（Advance Income Tax）、取引業者から徴収
する源泉徴収税（Withholding Tax）の要否について、税務署窓口で相談し
ても担当者で決められない場合、レターで正式に問合せするよう窓口で依頼
されるケースがあり、手続きに時間を要した。

新規 ・税務署内、税務署間で情報共有を行
い、見解を統一してもらえるよう要請
したい。

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 査証・滞在許
可申請手続の
煩雑・遅延

・外国人の滞在許可を取得するためには、オンラインで申請できるようにな
り、簡素化された。
また、The Registration of Foreigners Rulesによると、外国人がミャン
マーへ入国したら24時間以内にImmigration OfficeでForm Cの登録をする
必要や3か月以上滞在する外国人はFRC（Foreign Registration 
Certificate）の登録義務があるが、同手続きは煩雑で居住しているタウン
シップにより更新のタイミングが違うので統一して欲しい。

継続 ・滞在許可書発行と外国人滞在登録の
簡素化（Form CやFRCの登録を廃止
し、入国の際の空港での一括管理（IC 
Card等））
（ワンストップサービス化）。

・The Registration of 
Foreigners Rules, 1948

2 日機輸 査証・滞在許
可申請手続の
煩雑・遅延

・前広に更新手続きを進めているにもかかわらず、当局の手続きの遅延によ
り、ビザ有効期限内に更新が完了しないケースが多発しており、一度出国し
てビザを取り直した上での再入国を余儀なくされるケースも出ている。

継続 ・迅速な手続きの実施。

8. 知的財産制度運用

1 日機輸 模倣品業者の
摘発の不十分

・商標法が施行されたが、模倣品業者を市場で取り締まる機関が設立されて
いない。

継続 ・侵害品／侵害者を市場から排除する
ため、専門の行政機関（部門）を設置
し、関係機関（警察、税関、裁判所
等）と連携し迅速で透明性のある取締
まりを実施して頂きたい。

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 日機輸 政策・規制の
頻繁な変更、

・2022年4月の外貨規制に関する中銀通達をはじめ、ビジネスに多大な影響
を及ぼすルール変更にもかかわらず、通達から実行までのインターバルが非常

継続 ・法令改正時の事前周知の徹底。
・ルール変更検討段階での民間企業へ

2024年版 ミャンマー における問題点と要望 3 / 4

※経由団体：各個社の意見がどの団体を経由して提出されたかを表したものであり、表示団体を代表する「主張」「総意」等を意味するものではありません。

貿易・投資円滑化ビジネス協議会77/79



問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

不明確 に短く、各社情報収集や対応に苦慮している。 のヒアリング実施。

2 日機輸 政策・規制の
頻繁な変更、
不明確

・軍政になってから、政策と規制が頻繁に変更され、不明確である。事業継
続に関する主な懸念事項は、2021年10月以降、ロックダウンと外出禁止令
が解除されたにもかかわらず、「2021年6月28日付けのCOVID-19 for 
Workplaceバージョン4.0の予防と制御のためのガイドライン」が更新され
なかったこと。

継続 ・明確で安定した政策と規制の実施と
その更新。

99. その他

1 日機輸 電力インフラ
の未整備

・恒常的な計画停電は継続。縫製工場につき、エリアや日付によって前後は
あるが7～18時の間で1日約5～6時間が停電。その時間帯は発電機(ディーゼ
ル油)を使わざるを得ず、1,000人規模の工場で約100万円/月の費用が発生し
ている模様。生産中に停電が起こるため、生産性の低下や燃料代の発生は続
いている。

継続 ・安定した電力供給体制の整備が急
務。

2 日機輸 電力インフラ
の未整備

・政変以降、電力不足が深刻となっている。2022年12月より開始された計
画停電が常態化しており、計画外の停電も多発、長時間の自家発電機の利用
を余儀なくされており、燃料高も相まって大幅なコスト増となっている。
（電力不足の原因：国内ガス不足、外貨流出防止のためのLNG輸入停止、民
主派・少数民族武装勢力と国軍の衝突による送電塔の破壊など）

変更 ・政府主導による燃料確保（ガス・
LNG）と電力の安定供給。

3 日機輸 電力インフラ
の未整備

・経済発展に伴い急増が見込まれる電力需要に見合う十分な供給インフラ整
備の計画が公表されていない。特に暑期の需要ピーク時に停電が頻発してい
ること、発送配電全体の設備・システム管理が不安定で大幅な電圧変動や事
故による停電が常態化していることが投資家の不安につながっている。
全国で毎日6時間から12時間の停電。電力エネルギー省は、全国の需要が
4,000MWhを超えているのに対し、生成されるエネルギーはわずか
3,200MWhとなっている。
電力供給の混乱は悪化しており、ヤンゴンでは毎日10～14時間、郊外では最
大20時間に及ぶ。

変更 ・持続的な水力開発と燃料調達も含め
た火力開発を基盤とするバランスの取
れた電源開発と、電力システム全体の
安定化に向けた計画の策定・公表。

4 日機輸 燃料不足 ・外貨不足を起因とした輸入引き締めの結果、国内の燃料備蓄（ガソリンや
ディーゼル）が不十分となっている。燃料の価格高騰は勿論、今後燃料の入
手が困難になる事態も想定され得るが、日々の業務オペレーションのみなら
ず、派遣員とその家族の生活にも非常に大きなインパクトがあるため、事態を
注視している状況。（2023年12月にも燃料供給不足により、ガソリンスタ
ンドに行列をなす事態が発生）

新規 ・政府主導による燃料確保。

5 日機輸 治安悪化によ
る物流インフ
ラの混乱

・2023年10月以降、中国・タイ国境近辺での民主派・少数民族武装勢力と
国軍の衝突が激化、幹線道路・橋梁の破壊・封鎖が相次いでおり、陸路によ
る輸送が事実上停止している状況。

新規 ・治安の早期安定。
・物流ルートの確保。

6 日機輸 治安悪化によ
る工事履行へ
の影響

・地方での民主派・少数民族武装勢力と国軍の衝突激化により、治安悪化エ
リアが拡大しつつあり、日系企業が関与するプロジェクトサイトの一部で
も、爆発事案等が発生する事態が起きている。結果、工事遅延やコストアッ
プなど各種問題が生じており、工事履行に影響が出ている。

新規 ・治安の早期安定。

7 日機輸 政治の不安
定、治安の悪
化

・2021年2月のクーデター以降国軍が政権を握っている。2024年2月に緊急
事態宣言は更に6か月延長され、先行きの不透明さが増している。ヤンゴンな
どの主要都市部では治安は比較的安定しているが、国軍側・反軍側双方の武
力衝突が続き予断を許さぬ状況。

継続 ・一日も早い安定した政治の復活と治
安の改善。
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2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 医機連 FTAオリジナル
書類の送付

・FTAオリジナル書類の送付が必要。輸送金額、供給リードタイムの調整業
務が発生。

継続 ・電子化（PDF）→日本と同ルール
化。

4. 為替管理・金融

1 日商 金融の不安定 ・金融の安定性に欠く事から、日本からの投資先として適格であるとする事
が難しい。

継続

5. 税制

1 日商 マスターリス
トの輸入額上
限の問題

・年間生産見込みがお客様事情で大きく変わるため、マスターリスト（輸入
見込み部品の）設定を幅広くする必要があり、結果輸入見込み金額が大きく
なり、実際の売上と比較すると、輸入見込みが大きすぎるという指摘を受け
る。

継続 ・マスターリスト輸入額の上限の廃
止。

8. 知的財産制度運用

1 日機輸 冒認商標無効
とする法制度
の未整備

・まだ件数は少ないが、悪意の冒認商標（事業実態の無い者が、他社と類似
の商標を出願し金銭的利益を得ようとする行為）が出始めた。他国に比べ冒
認商標を無効とする法制度が整っていないのは、この国で事業活動を行おう
とする海外企業にとってリスクとなっている。

継続 ・冒認商標を取り締まる法制度の拡充
を期待する。
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